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1. 事業目的 

令和２年１０月２６日の国会での菅総理の所信表明演説にて、成長戦略の柱に経済と環

境の好循環を掲げてグリーン社会の実現に最大限注力すること、2050 年までに温室効果ガ

スの排出を全体としてゼロにすること（2050 年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現）

を目指すことを宣言した。岸田総理もこの路線を踏襲し、令和３年１１月２日の COP２６

でのスピーチにおいて、温室効果ガス５０％削減への挑戦を全世界に約束している。 
カーボンニュートラルの実現には、革新的なイノベーションに基づく技術開発が必要不

可欠であり、現在、2050 年までのカーボンニュートラルを表明する国は、140 ヶ国を超え、

脱炭素技術の大競争を行う時代となっている。 
そのような状況の中、我が国も他国の技術開発動向を踏まえて、技術開発を行うことが重

要であると考えられる。我が国が、各種研究開発事業（グリーンイノベーション基金事業、

エネルギー・環境分野の中長期的課題解決に資する新技術先導研究プログラム等）を効果的

に実行していくため、諸外国で行われる技術開発支援の動向等について横断的な分析を行

い、分析結果を政策に活かすことを目的として調査を実施した。 
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2. 炭素除去技術の開発支援推進機関の調査 

アメリカ合衆国、イギリス、欧州連合（EU）について、炭素除去技術の開発支援推進機

関、各機関のプログラムやプロジェクトについて、調査・分析を実施した。 
炭素除去技術としては、大気中の CO2 を回収・吸収し、貯留・固定化することで大気中

の CO2 を除去する技術である、ネガティブエミッション技術（以下、「NETs」という。）を

対象とした。対象とする技術は下記のとおりである（表 2-1）。 
 

表 2-1 NETs に関する技術 
対象技術 説明 

植林・再生林 植林は新規エリアの森林化、再生林は自然や人の活動によって減少し

た森林の再生・回復 
土壌炭素貯留 バイオマス中の炭素を土壌に貯留・管理する技術（バイオ炭を除く） 
バイオ炭 バイオマスを炭化し炭素を固定する技術 
BECCS バイオマスエネルギー利用時の燃焼により発生した CO2 を回収・貯

留する技術 
DACCS 大気中の CO2 を直接回収し貯留する技術 
風化促進 玄武岩などの岩石を粉砕・散布し、風化を人工的に促進する技術。風

化の過程(炭酸塩化)で CO2 を吸収 
海洋肥沃・生育促

進 
海洋への養分散布や優良生物品種等を利用することにより生物学的

生産を促して CO2 吸収・固定化を人工的に加速する技術。大気中か

らの CO2 の吸収量の増加を見込む。 
植物残渣海洋隔

離 
海洋中で植物残渣に含まれる炭素を半永久的に隔離する方法（自然分

解による CO2 発生を防ぐ）ブルーカーボンのみならず外部からの投

入を含む 
海洋アルカリ化 海水にアルカリ性の物質を添加し、海洋の自然な炭素吸収を促進する

炭素除去の方法 
（出典）経済産業省 グリーンイノベーション戦略推進会議 資料 
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2.1. NETs に関する各国の開発推進機関・プログラムの概要 

アメリカ合衆国、イギリス、欧州連合（EU）について、下記の開発推進機関を対象に調

査を実施した（表 2-2）。民間投資が得られにくい革新的な技術を含む NETs 全般を調査対

象とした。 
 

表 2-2 NETs に関する各国の開発推進機関 
対象国 開発推進機関 

アメリカ合衆国  アメリカ合衆国エネルギー省（DOE） 
 エネルギー高等研究計画局（ARPA-E） 
 気候高等研究計画局（ARPA-C） 
 化石エネルギー及び炭素管理局（FECM） 

イギリス  ビジネス・エネルギー・産業戦略省（BEIS） 
 イギリスリサーチ・イノベーション（UKRI） 

EU  欧州委員会（EC） 
 Horizon 2020 / Horizon Europe 
 イノベーション基金 
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2.2. アメリカの開発推進機関・プログラム 

2.2.1. アメリカの開発推進機関 

アメリカでは、アメリカ合衆国エネルギー省（United States Department of Energy、以

下「DOE」という。）が開発支援の推進機関として、プログラムを提供している。DOE は、

1977 年にエネルギー保障と核安全保障を所管するアメリカの行政機関として設立された。

「気候変動危機への対応」、「クリーンエネルギーの雇用の創出」、「エネルギー正義の推進

（クリーンエネルギー革命によって、低所得者に恩恵を与える）」を優先課題としつつ、科

学イノベーションやエネルギー経済、安全性について取り組んでいる。 
DOE の下部組織として、エネルギー高等研究計画局（ARPA-E）や化石エネルギー及び

炭素管理局（FECM）があり、これらの組織がエネルギー技術や気候変動の技術開発のため

の資金提供を実施している。DOE に割り当てられる全体の予算のうち、2％～3％がエネル

ギー技術や気候変動の技術開発のための資金提供に使用されている。 
例えば、2023 年予算要求では、化石エネルギーと炭素の管理の研究、開発、実証、展開

（FECM）に 8 億 9,000 万ドルを要求した。また、技術の優先分野として、点源炭素回収、

水素、メタン排出削減、重要な鉱物生産、および大気中の CO2 除去を設定している。 
なお、気候変動分野への対応として、新たに気候高等研究計画局（ARPA-C）の立ち上げ

が検討されている。まだ立ち上げには至っていないものの、総合的な気候変動対策につなが

る学際的研究に対し支援がなされる見込みであり、今後着目すべき組織として概要を取り

まとめた。 
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(1) DOE：エネルギー高等研究計画局（ARPA-E）1 

エネルギー高等研究計画局（ARPA-E）とは、Advanced Research Projects Agency Energy
の略であり、2007 年アメリカ競争法のもとで設立され、2009 年から活動を開始した、DOE
の下部組織である。民間による投資の段階までにはないが、将来的な可能性があり、影響力

の大きいエネルギー技術の進歩を促すことを目的とし、開発支援を実施している。支援対象

やプログラム等は下記のとおりである（表 2-3）。 
 

表 2-3 エネルギー高等研究計画局（ARPA-E）の概要 
機関名 エネルギー高等研究計画局（ARPA-E：Advanced Research Projects 

Agency Energy） 
支援対象 民間による投資には時期尚早である「画期的なエネルギー技術研究」が

対象 
予算規模 2022 年度は 5 億ドル、2023 年度は 7 億ドルの予算案を発表 
プログラム等 プログラムは大きく「発電・送配電」、「省エネ・省資源」、「運輸」の３

つに分類。現在 73 のプログラムを登録しており、そのうち 44 のプロ

グラムが進行中。各プログラムに複数のプロジェクトが紐づいている

場合もある。 
 
  

                                                   
1 https://www.energy.gov/advanced-research-projects-agency-energy-arpa-e（参照：

2023 年 3 月） 
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(2) DOE：気候高等研究計画局（ARPA-C）2 

気候高等研究計画局（ARPA-C）とは、Advanced Research Projects Agency-Climate の

略であり、バイデン政権の主要な気候変動対策の一つとして、研究開発投資を加速するため、

気候イノベーションワーキンググループを設立し、現在気候高等研究計画局の立ち上げを

目指している。2022 年度では具体的なプログラムは発表されていないが、バイデン政権は

ARPA-E と併せて 10 億ドルの予算案を発表した。支援対象やプログラム等は下記のとおり

である（表 2-4）。 
 

表 2-4 気候高等研究計画局（ARPA-C）の概要 
機関名 気候高等研究計画局（ARPA-C：Advanced Research Projects 

Agency-Climate） 
支援対象 総合的な気候変動対策につながる学際的研究 
予算規模 バイデン政権は ARPA-E と併せて 10 億ドルの予算案を発表 

※2023 年度 DOE の予算要求の中には、ARPA-Ｃに関する予算は組み

込まれていない（別組織の可能性はあり） 
プログラム等 具体的なプログラムはないが、二酸化炭素を回収・除去・貯留する技術

分野に対する支援が見込まれる。 
 

  

                                                   
2 https://joebiden.com/climate-plan/#（参照：2023 年 3 月） 
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(3) DOE：化石エネルギー・炭素管理局（FECM）3 

化石エネルギー・炭素管理局（FECM）とは、FECM:Office of Fossil Energy and Carbon 
Management の略である。DOE の下部組織として、2021 年に「化石エネルギー局（Office 
of Fossil Energy）」から改称した。気候目標を達成し、低炭素発電や低炭素サプライチェー

ンなどの化石燃料使用による環境への影響を最小限に抑えるための技術の進歩に関する連

邦政府の研究、開発、実証の取り組みを担当している。支援対象やプログラム等は下記のと

おりである（表 2-5）。 
 

表 2-5 化石エネルギー・炭素管理局（FECM）の概要 
機関名 気候高等研究計画局（ARPA-C：Advanced Research Projects 

Agency-Climate） 
支援対象 炭素回収貯留（CCS）技術、メタン排出量の削減、 重要な鉱物生産、

二酸化炭素の除去 / CO2 直接回収（DAC：Direct Air Capture）技術

も含む 
予算規模 2022 年の予算規模は 7.5 億ドル、2023 年度の予算要求額は 8.9 億ドル 
プログラム等 炭素の回収と貯留、炭素管理による水素、メタン排出量の削減、重要な

鉱物生産、二酸化炭素の除去などの革新的なエネルギー技術の展開に

資金を提供。 
FECM の下に、National Energy Technology Laboratory（NETL）が

あり、資金の提供等を管理。 
・ポイントソースキャプチャ（PSC）研究開発（R＆D）プログラム 
・炭素輸送および貯留プログラム 
・二酸化炭素除去（CDR）プログラム 
・炭素変換（CC）プログラム 
などがある 

 
  

                                                   
3 https://www.energy.gov/fecm/office-fossil-energy-and-carbon-management（参照：2023 年

3 月） 



8 
 

2.2.2. プログラム 

(1) FLExible Carbon Capture and Storage （FLECCS）【ARPA-E】 

FLExible Carbon Capture and Storage (FLECCS)は、ARPA-E のプログラムの一つで

あり、変動の大きい再生可能エネルギー（VRE）において、発電事業者がグリッド条件に応

答できるようにする炭素回収貯留（CCS）技術を開発することを目的とした、2020 年７月

から開始されたプログラムとなっている。ARPA-E による助成は、民間による投資の段階ま

でにはないが、将来的な可能性があり、影響力の大きいエネルギー技術の進歩を促すことが

目的となっており、本プログラムは設計段階や小規模な実験段階の技術に対しての支援で

ある。12 のプロジェクトがあり、CCS 技術が多いが、その中で DAC のプロジェクトが２

件ある。 
プログラムは２つのフェーズからなる。フェーズ①は、高 VRE 送電網で柔軟性を実現す

る革新的な CCS プロセスの設計と最適化（15 か月）、フェーズ②はこれらの CCS システ

ムに関連する技術的リスクとコストの削減のために、構成品、ユニット操作、および小規模

なプロトタイプのシステム構築（3 年間）、となっている。 
総予算は約 3,600 万ドルであり、そのうちフェーズ①に 700 万ドルの予算が見込まれて

いる。 
 
(2) Carbon Dioxide Removal (CDR) プログラム【FECM（NETL）】 

FECM の下部組織である、National Energy Technology Laboratory（NETL）が提供す

る Carbon Dioxide Removal (CDR) プログラムである。2050 年までに年間ギガトン規模で

大気中の CO2 除去を促進するため、特に DAC に焦点をあてた研究開発に支援をしたプロ

グラムとなっている。 
大気や海洋からの CO2 の直接回収、炭素除去を伴うバイオマス、鉱化作用などの技術を

対象に、商業化の可能性を秘めた CDR 技術に投資しており、DAC の技術として、膜（メ

ンブレン）、溶剤、吸着剤、電気化学ベースなどに分類している。 
2021 年から開始され、当初 6 つの研究開発プロジェクトに対し、1,200 万ドル規模の投

資を発表したが、その後 600 万ドルの追加助成や、FEED 研究に対して 1,400 万ドル、海

洋を再生し燃料や化学物質など価値ある製品へ変換するCDRアプローチに 3,000万ドル投

資など、追加的な投資を発表し、2022 年度現在では総予算が約 6,300 万ドルとなっている。 
現在 30 のプロジェクトが採用されており、そのうち吸着剤ベースの技術が 23 と半数以

上を占めている。 
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2.2.3. プロジェクト 

アメリカの開発推進機関によるプログラムの中で、NETs を対象としたプロジェクトを以

下にまとめた。FLExible Carbon Capture and Storage（FLECCS）プログラムについては、

DAC について扱っているプロジェクト２件について、Carbon Dioxide Removal (CDR)プ
ログラムについては、コスト規模が大きい２件について取りまとめた。 

 
① 石灰ベースの直接空気回収と統合された発電所 CO2 回収【FLECCS プログラム】4 

マサチューセッツ工科大学が中心となって実施する大気の直接回収に関するプロジェク

トである。煙道ガスの CO2 回収と石灰ベースの直接空気回収（DAC）プロセスを組み合

わせた、ネガティブエミッションの発電所のコンセプトの費用対効果の高い設計と運用を

調査する。発電所の煙道ガスを、反応器（煆焼炉）によって、炭酸カルシウムを石灰と

CO2 に分解し、高純度の CO2 を回収する。一方、石灰は新しい DAC プロセスを経て、

大気中から追加の CO2 を固体の CaCO3 の形で捕捉し隔離、煆焼炉へのフィードとして再

利用することも可能である。DAC プロセスは、発電所が稼働していないときでも機能する

ことは可能であり、計算によると、システムがベースロード動作条件下で 0.16 
tCO2/MWh もの CO2 削減（回収量）が可能としている。 
 

表 2-6 プロジェクト概要（マサチューセッツ工科大学） 
実施主体 マサチューセッツ工科大学 
共同実施者 8 Rivers Capital, LLC 
実施期間 2021.2-2022.5 
技術 直接空気回収（DAC） 
規模 81 万ドル 

 
 
② 天然ガス/直接空気回収ハイブリッドプラント【FLECCS プログラム】5 

ピッツバーグ大学が中心となり、天然ガス複合サイクル（NGCC）発電所と膜および吸

収剤炭素回収システムを組み合わせたハイブリッドプラントモデルを開発するプロジェク

トである。ピーク時には、NGCC 発電所が電力を生成し、2 つの連続する炭素回収システ

ムが、天然ガスの燃焼によって生成される CO2 の約 99%を回収する。一方、オフピーク

時には、NGCC 発電所は 2 つの炭素回収システムに電力を供給して、大気中の CO2 を回

                                                   
4 https://arpa-e.energy.gov/technologies/projects/power-plant-co2-capture-integrated-lime-
based-direct-air-capture（参照：2023 年 3 月） 
5 https://arpa-e.energy.gov/technologies/projects/natural-gasdirect-air-capture-hybrid-plant
（参照：2023 年 3 月） 



10 
 

収し、プラントで生成されたすべての CO2 を回収する。ピッツバーグ大学のチームは、

ハイブリッドモデルを最適化してコストを最小限に抑え、移行中に炭素回収システムがど

のように機能するかを研究した。ハイブリッドのネガティブエミッション技術は、プラン

トが生成するよりも多くの CO2 を捕捉し、電力網の変化に柔軟に対応できるものと期待

されている。 
 

表 2-7 プロジェクト概要（ピッツバーグ大学） 
実施主体 ピッツバーグ大学 
共同実施者 AristoSys,LLC 

University of Toledo 
West Virginia University Research 
Corporation 

実施期間 2020.11-2022.9 
技術 直接空気回収（DAC） 
規模 約 79 万ドル 
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③ King City Asbestos Corporation（KCAC）鉱山炭素鉱化フィールドテスト【CDR プ

ログラム】6 

ローレンスリバモア国立研究所（LLNL）が、カリフォルニア州天然資源庁、土地管理

局、およびブリティッシュコロンビア大学と協力して、カリフォルニア州の旧 King City 
Asbestos Corporation（KCAC）のアスベスト鉱山にテストサイトを開発するプロジェク

トである。 
プロジェクトでは、蛇紋岩とアスベスト鉱山尾鉱を使用した CO2 のオンサイト鉱化の

ための複数アプローチを評価する。加えて、人間の健康と安全、および環境を保護するた

めの安全プロトコルと、CO2 吸収を確実かつ費用対効果の高い方法で測定するための監視

プロトコルを開発する。 
プロジェクは大きく２つのフェーズからなる。まず、フェーズ１として、鉱物サンプル

を通じてサイトのベースラインの鉱物学と地球化学を特徴付け、KCAC テストサイトでの

CO2 フラックスのベースラインモニタリングを実施する。その後フェーズ２として、それ

らの結果に基づき、加速炭素鉱化実験を設計し、1 年間のテストを実行した後、サイトの

復元と結果の公開を行う。本プロジェクトの全体的な目的は、DOE とプロジェクト開発

者が炭素除去経路について情報に基づいた選択を行えるようにするために、アスベストを

含む蛇紋岩/鉱滓の CO2 鉱化への最も成功したアプローチを決定することとしている。 
 

表 2-8 プロジェクト概要（ローレンスリバモア国立研究所） 
実施主体 ローレンスリバモア国立研究所

（LLNL） 
共同実施者 カリフォルニア州天然資源庁、土地管理

局 
ブリティッシュコロンビア大学 

実施期間 2021.9-2024.9 
技術 直接空気回収（DAC） 
規模 500 万ドル / 内 DOE:500 万ドル 

 
 
  

                                                   
6 https://netl.doe.gov/project-information?p=FWP-FEW0278 
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④ 新規構造吸着剤を使用した直接空気捕捉【CDR プログラム】7 

エレクトリックコアによって行われる、直接空気回収（DAC）技術の発展を目的とした

プロジェクトである。 
エレクトリックコアは、高度な技術開発を目的に米国国防総省、国防高等研究計画局 

（DARPA）の要請により 1993 年に設立されたアメリカの非営利団体であり、民間および

公共部門の組織、連邦政府機関、企業、中小企業、大学、および研究機関で構成されるコ

ンソーシアムとされている。 
本プログラムでは、真空温度スイング二酸化炭素（CO2）吸着プロセスと構造化吸着床

を組み合わせた直接空気回収（DAC）技術を発展させることを目指している。プロセスに

おいては、Climeworks 社の DAC 技術と統合された Svante 社の新しい固体吸着材ラミネ

ートフィルター技術を採用する。最終的には、CO2 を 30kg/day 濃縮生成できるフィール

ドテストユニットを構築し運用することであり、またその純度 95％以上を達成することを

目指している。なお、材料、プロセス、及びシステムは TRL4 に従って開発・テストがな

されており、本プロジェクトによって技術レベルを TRL5 に進めるとしている。 
 

表 2-9 プロジェクト概要（エレクトリックコア） 
実施主体 エレクトリックコア 

（Electricore, Inc.） 
共同実施者 Climeworks 

Svante 
など 

実施期間 2020.10-2023.9 
技術 直接空気回収（DAC） 
規模 約 483 万ドル / 内 DOE:約 310 万ドル 

 
  

                                                   
7 https://netl.doe.gov/project-information?p=FE0031959 
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2.3. イギリスの開発推進機関・プログラム 

2.3.1. イギリスの開発推進機関 

イギリスでは、行政機関である「ビジネス・エネルギー・産業戦略省（BEIS）」ならびに、

政府外公共機関である「英国研究・イノベーション機構（UKRI）」が主に資金提供を実施し

ている。 
 
(1) ビジネス・エネルギー・産業戦略省（BEIS） 

ビジネス・エネルギー・産業戦略省（BEIS：Department for Business, Energy and 
Industrial Strategy）は、2016 年ビジネス・イノベーション・技能省とエネルギー・気候

変動省が統合される形で創設された、イギリスの行政機関の一つである。企業の長期的な成

長を支援し、より安価できれいな国産エネルギーを生み出し、イノベーションを通じて科学

の超大国としての英国を築き、経済全体の変革をリードすることを目的としている。支援対

象やプログラム等は下記のとおりである（表 2-10）。 
 

表 2-10 ビジネス・エネルギー・産業戦略省（BEIS）の概要 
機関名 ビジネス・エネルギー・産業戦略省（BEIS：Department for 

Business, Energy and Industrial Strategy） 
支援対象 気候変動やクリーンエネルギーを含む、科学、研究、イノベーション 
予算規模 8 研究開発（R＆D）の予算：約 400 億ポンド（2022-2023,2024-2025 の

会計年度、UKRI への配分も含む） 
プログラム等 ネットゼロイノベーションポートフォリオ、先進核基金、新しい水素加

熱技術の試験など、ネットゼロプログラムに 2 億 4,300 万ポンドを投

資（2021 年度） 
 
  

                                                   
8 https://www.gov.uk/government/publications/beis-research-and-development-rd-partner-
organisation-allocation-2022-to-2025/beis-research-and-development-rd-partner-
organisation-allocation-20222023-to-20242025（参照：2023 年 3 月） 
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(2) 英国研究・イノベーション機構（UKRI） 

英国研究・イノベーション機構（UKRI：UK Research and Innovation）は、BEIS が後

援する政府外公共機関として、2018 年４月に発足した機構である。イギリスの高等教育機

関での研究と知識交換を支援する責任を負う 9 つの研究評議会を有し、それぞれを通じて

様々な学問分野に対し、助成金などの幅広いサポートを実施している。主に、①研究者、②

ビジネス関連企業、③大学、慈善団体、NGO 等を幅広く対象にしており、学問分野も、医

学および生物科学から天文学、物理学、化学および工学、社会科学、経済学、環境科学、芸

術および人類に至るまで様々である。その中には、気候変動・脱炭素に係る技術も対象とさ

れており、「炭素の回収と貯留（CCS）」を対象とした資金援助も実施されている。支援対象

やプログラム等は下記のとおりである（表 2-11）。 
 

表 2-11 英国研究・イノベーション機構（UKRI）の概要 
機関名 英国研究・イノベーション機構（UKRI：UK Research and 

Innovation） 
支援対象 すべての学問分野および産業分野にわたって資金提供とサポートを提

供 
予算規模 9 251 億ポンド（2022～2024 年度） 
プログラム等 9 つの資金評議会から、様々な分野におけるプログラムを提供。「炭素

の回収と貯留」を対象とした資金援助も実施。 
 
  

                                                   
9 https://www.gov.uk/government/publications/beis-research-and-development-rd-partner-
organisation-allocation-2022-to-2025/beis-research-and-development-uk-research-and-
innovation-allocation-2022-2023-to-2024-2025（参照：2023 年 3 月） 
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2.3.2. プログラム 

(1) Direct Air Capture and greenhouse gas removal（GGR）competition【BEIS】10 

ビジネス・エネルギー・産業戦略省（BEIS）による DAC や GHG 除去技術への支援であ

り、コンペティション形式で支援対象が選定される。2020 年 6 月、イギリスの首相により、

イギリスでの直接空気回収（DAC）技術の開発を支援するために、最大 1 億ポンドの新し

い研究開発資金が発表され、本プログラムが立ち上がった。 
プログラムは２つのフェーズからなり、フェーズ①と②合わせて、最大１億ポンドの予算

となっている。各フェーズの詳細については、表 2-12 のとおりである。 
 

表 2-12  GGR competition のフェーズ比較 
段階 フェーズ① フェーズ② 
名称 Design phase Pilot phase 
対象段階 アプローチの試行のための設計 

実現可能性の検討 
GGR 供給ソリューションの実装 
デモンストレーションの実施 

期間 2021 年 1 月～2022 年 1 月 2022 年 4 月～2025 年 3 月 
最大援助額 25 万ポンド 300 万ポンド（ロット 1：TRL4 以上） 

500 万ポンド（ロット 2：TRL6 以上） 
採用数 23 プロジェクト 15 プロジェクト 

 
フェーズ①（Design phase）では、DAC 及び GGR テクノロジープロジェクトを成功さ

せるための設計と実現可能性についての調査に対し、2022 年 1 月までの期限でそれぞれに

最大 25 万ポンド支援される。一方、フェーズ②（Pilot phase）では、フェーズ①で成功し

た申請者のみが追加資金提供を検討可能であり、フェーズ①から有望な設計を進め、主要コ

ンポーネントを試験的に導入するか、新しい直接空気回収およびその他の温室効果ガス除

去技術の設計をさらに開発する段階に対して、2025 年 3 月までの期限で援助がなされる。 
申請者はプログラムに応募する段階で、最終的な技術成熟度レベル（以下、「TRL」とい

う。）や CO2 回収能力に応じて、ロット 1 かロット 2 かを選択する。ロット１のプロジェ

クトは、TRL4 への到達、ロット 2 のプロジェクトは TRL6 の到達が求められる。フェーズ

①ではいずれのロットを選択した申請者にたいして 25 万ポンドであるが、フェーズ②では

ロット 1 の選択者には最大 300 万ポンド、ロット 2 の選択者には最大 500 万ポンドの支援

がなされる。 
2022 年 1 月にプログラムのフェーズ 1 が完了するとともに、フェーズ②への申請が締め

切られ、同年 3 月にフェーズ②を対象としたプロジェクトが発表された。フェーズ①では、

                                                   
10 https://www.gov.uk/government/publications/direct-air-capture-and-other-greenhouse-
gas-removal-technologies-competition（参照：2023 年 3 月） 
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DAC 技術、風化促進、バイオ炭、BECCS など様々な技術分野から合計 23 のプロジェクト

が採用され、フェーズ②では 15 プロジェクトが採用された。 
フェーズ①からフェーズ②への採用に当たっては、明確な基準が設定され Competition 

Guidance Notes として公表されている（表 2-13）11。これらの基準に基づいて評価される

際には、各項目について「0 点：根拠なし、1 点：不十分、2 点：部分的に満足、3 点：満

足、4 点：良い、5 点：とても良い」の５点満点の評価をもとに点数がつけられ、順位付け

がなされる。各基準について、少なくとも 2 点以上、合計で 60％以上の点数が必要など、

最低基準も設けられている。 
 

表 2-13 フェーズ②への選定基準 
番号 項目 概要 比重 
1 技術の実現可能性、適

用可能性 
2025 年 3 月までの実現可能性や、最低キャパシ

ティの達成見込みなどを評価 
15％ 

2 社会的価値 「UK に対する貢献」、「産業等への知見の普及

計画」の２面から評価 
10％ 

3 性能、コスト削減、技術

開発 
技術的な中身について評価 
「資源と環境への影響」「コスト削減」「工学的設

計」「商品化計画」の４面から評価 

30％ 

4 チーム・体制 体制やメンバーの能力等を評価 10％ 
5 計画 パイロットの実施にあたりその計画や、サイト

の選定理由などを評価 
「パイロットプロジェクト計画」「パイロットサ

イト」「リスクマネジメント」の３面から評価 

20％ 

6 ファイナンス 「プロジェクトのコスト」「イギリス政府にもた

らす金銭的価値」の２面から評価 
15％ 

（出典）‟Direct Air Capture and Greenhouse Gas Removal Programme – Phase 2 
Competition Guidance Notes”よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

  

                                                   
11 
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_da
ta/file/1038880/dac-ggr-competition-phase-2-guidance.pdf（参照：2023 年 3 月） 
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2.3.3. プロジェクト 

イギリスの開発推進機関によるプログラム、GGR プログラムの中で、NETs を対象とし

たプロジェクトを以下にまとめた。プロジェクトについては、フェーズ 1 に加えフェーズ

2 においても採用されているプロジェクトを対象に、「海洋ベース NETs」、「BECCS」、
「バイオ炭」のプロジェクトを１件ずつとりまとめた。 

 
① SeaCURE 海洋媒介人為起源炭素除去 (Sea Carbon Unlocking and Removal)【GGR

プログラム】12 

エクセター大学他が、海洋ベースの NETs 技術である SeaCURE の開発・実証を推進す

るプロジェクトである。SeaCURE とは、Sea Carbon Unlocking and Removal の頭文字を

とったものであり、本プロジェクトでは、海水中の CO2 を直接除去する技術開発を目指し

ている。大気と比べ、CO2 濃度が 150 倍と言われている海水について、処理を実施し一時

的に酸性度を高め、CO2 の「泡立ち」を促進、出てきた CO2 を回収・濃縮して、保存する

ことで、回収する仕組みとなる。CO2 を回収した海水はふたたび海に放出される。CO2 が

枯渇した状態とも言える戻された海水は、さらに大気中の CO2 を吸収する。 
SeaCURE プロジェクトのフェーズ 1 では、既存の技術を組み合わせ、最適化し、強化す

ることで、メガトン規模で二酸化炭素を除去するためのパイロットプラントと経路を設計

することを目的とし、海洋ベースのネガティブエミッション技術のための高品質の設計を

成功したとともに、パイロットプラントの提供に関する詳細な費用計画を作成、商業的に実

行可能なソリューションを提供し、今後の作業計画を作成するに至った。 
 

表 2-14 プロジェクト概要（エクセター大学 他） 
実施主体 エクセター大学 

プリマス海洋研究所 
ブルネル大学ロンドン 
TP グループ 

共同実施者 － 
実施期間 2021-2025.3 
技術 海洋ベース NETs 
規模 フェーズ１：25 万ポンド 

フェーズ２：300 万ポンド 
 

                                                   
12 
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachmen
t_data/file/1075314/university-exeter-seacure-phase-1-report.pdf 
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② バイオ水素による温室効果ガス除去のデモンストレーション【GGR プログラム】13 

Advanced Biofuel Solutions Ltd （ABSL）が中心となり、University College London
（UCL）、および Progressive Energy Ltd (PEL)とともに実施する、バイオ水素 GGR 実証

プロジェクトである。本プロジェクトでは、主に廃棄物およびバイオマス原料から製造され

る水素（バイオ水素）を生成しながら、大気から二酸化炭素を回収することを目的としてお

り、プロジェクトによって、大気から二酸化炭素を除去および隔離しながら、低炭素燃料を

生成することが可能になる。 
光合成によって大気から二酸化炭素を取り込んだバイオマスについて、低酸素環境で加

熱することでと、一酸化炭素、二酸化炭素、水素からなる合成ガスに変換される。合成ガス

は蒸気と反応して、さらに一酸化炭素を二酸化炭素と水素に変換、二酸化炭素は、化学的ま

たは物理的な回収プロセスによって除去され、長期的に地中に貯留されることによって、

CO2 が除去される。なお、水素は精製され、加熱や輸送に使用することが可能となる。 
フェーズ１では、年間 1,800 トンの二酸化炭素を回収する実証プラントの詳細な設計と

プロジェクト実施計画を策定し、収着強化水性ガスシフトバイオ水素生産の利点を調査し、

炭素回収技術の詳細な LCA を実施した。 
 

表 2-15 プロジェクト概要（ABSL 他） 
実施主体 Advanced Biofuel Solutions Ltd (ABSL) 
共同実施者 Progressive Energy Ltd 

University College London（UCL） 
実施期間 2021-2025.3 
技術 BECCS 
規模 フェーズ１：25 万ポンド 

フェーズ２：475 万ポンド 
 
  

                                                   
13 
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachmen
t_data/file/1075292/advanced-biofuel-solutions-d6-3-hydrogen-ggr-demo-project-
rept.pdf 
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③ 水熱炭化および後炭化によるバイオ廃棄物からバイオ炭へ (Bio-waste to Biochar:B to 
B) 【GGR プログラム】14 

ノッティンガム大学が中心となり、CPL Industries と Severn Trent Green Power とと

もに実施するバイオ炭に関するプロジェクトである。 
水熱炭化（HTC）は 200℃で動作するため、潜在的に分解可能な炭素の比率が低い安定し

たバイオ炭を生成するには、得られたバイオ炭のさらなる炭化が必要であり、水熱炭化

（HTC）と高温焙焼（HTT）を統合したアプローチの実現を試みるプロジェクトである。 
フェーズ 1 の目的は、「B to B」アプローチの実現可能性を確立し、大規模なバイオ炭生

産のプロセス設計と操作を最適化することである。そのために、処理済みプラスチック含有

量が高い繊維を含む材料における水熱炭化（HTC）の動作確認や、プラントの改善ならび

に簡素化、高温焙焼（HTT）との統合による年間 600t 以上のバイオ炭の生産などを実施し

ている。 
 

表 2-16 プロジェクト概要（ノッティンガム大学） 
実施主体 ノッティンガム大学 
共同実施者 CPL Industries 

Severn Trent Green Power 
など 

実施期間 2021-2025.3 
技術 バイオ炭 
規模 フェーズ１：25 万ポンド 

フェーズ２：500 万ポンド 
 
本プログラムでは、環境やコスト分析も実施している。食品廃棄物消化物の供給（焼却の

回避を含む）、水熱炭化（HTC）プロセス、輸送段階、および農業分野への適用までの活動

といったライフサイクル全体で、温室効果ガス排出量ならびにコストを定量的に評価して

おり、最初の分析では、炭素貯留コストとして 2030 年商用規模では回避される t-CO2 あ

たり£100 以下（£95）であることが示された。また、フェーズ 2（10kt/年の生産）から 2030
年の商業施設利用までに今後炭素貯留の可能性は、45%増加すると予測し、輸送段階や土壌

の影響は不確実なものの、排出削減の大部分がバイオ炭の炭素の物理的貯留によるもので

あることを強調した。 
 
 
 

                                                   
14  
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2.4. EU の開発推進機関・プログラム 

2.4.1. ヨーロッパの開発推進機関 

ヨーロッパでは、欧州委員会（EC）が複数のパートナーによる研究・イノベーションプ

ロジェクトを助成する EU の枠組の資金調達プログラムを提供している。 
 
2.4.2. プログラム 

(1) Horizon プログラム【欧州委員会】15 

複数のパートナーによる研究・イノベーションプロジェクトを助成する欧州連合（EU）

の枠組であり、資金調達プログラムである。1984 年から数年の枠で、フレームワークプロ

グラム（FP）という助成資金の枠組計画が実施されており、直近では「Horizon 2020」な

らびに「Horizon Europe」の名称でプログラムが提供されている。「Horizon 2020」は第

8 期（2014 年～2020 年）に該当し、その後継としてとして第 9 期（2021 年～2027 年）該

当する「Horizon Europe」が存在している。 
第 9 期では、現代の重要な課題に対する優れたソリューションを提供し、EU の政策優先

事項を支援するとともに、欧州の次世代のためによりよい未来を築くことを目的に、「卓越

した科学」、「グローバルチャレンジ・欧州の産業競争力」、「イノベーティブ・ヨーロッパ（イ

ノベーションを生み、欧州に市場を創出するための支援策）」の３本の柱から構成されるプ

ログラムを提供している。 
支援対象は、気候変動を含む、国連の持続可能な開発目標の達成を支援し、EU の競争力

と成長を後押しする技術開発であり、プログラムの予算規模は、Horizon 2020：800 億€

（2014～2020）、Horizon Europe：955 億€（2021～2027）となっている。 
  

                                                   
15 https://research-and-innovation.ec.europa.eu/funding/funding-opportunities/funding-
programmes-and-open-calls/horizon-europe_en（参照：2023 年 3 月） 
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(2) 低炭素技術向けのイノベーション基金【欧州委員会】16 

欧州委員会が提供する、低炭素エネルギー技術への支援プログラム「NER300」の後継事

業となる、革新的な低炭素技術の実証のための資金調達プログラムである。EU の排出権取

引制度（ETS）の第 4 フェーズ（2021～2030 年）の下で導入されたもので、EU ETS から

の収入を財源としており、基金の実施機関は欧州気候・インフラ・環境執行機関（CINEA）

となる。 
支援対象は、革新的な低炭素技術、CCS、CCUS、革新的な再生可能エネルギー発電、エ

ネルギー貯蔵などに対して実施される。EU ETS は 2022 年度現在、約 380 億€（2020～
2030 年）の収益が見込まれている。2021 年より第一回公募がなされ、設備投資額が 750 万

€を超える大規模プロジェクト向けは総予算 10 億€（2021 年～2030 年）、750 万€未満の小

規模プロジェクト向けは総予算 1 億€（2021 年～2030 年）となっている。 
  

                                                   
16 https://climate.ec.europa.eu/eu-action/funding-climate-action/innovation-fund_en（参

照：2023 年 3 月） 
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2.4.3. プロジェクト 

ヨーロッパの開発推進機関によるプログラムの中で、NETs を対象とし詳細なプロジェク

ト情報が公開されている３件について、以下にまとめた。 
 

① 大気中の炭素回収【（Horizon 2020※）】17 
※正確には、Horizon 2020（FP8）の前のフレームワークである FP7 に基づくプロジ

ェクト 

イギリスのエディンバラ大学が、DAC の実現可能性について検証する初期段階の研究プ

ロジェクトである。直接空気回収にあたり、コストとエネルギー消費の観点から吸着材に

着目し、エネルギー消費を削減するために再生可能エネルギー源と統合された空気回収の

プロトタイプの開発を目指しており、新しい吸着装置が 400ppm で空気から CO2 を捕捉

し、CO2 を濃縮、低温の熱エネルギーで加圧する能力を実証することが最終的な目的であ

る。具体的には、①プロセスの実現可能性の理論的証明、②使用に最適なナノ多孔性材料

の特徴に関する洞察と有望と思われるもののスクリーニング、③理論的考察を証明するた

めの実験装置の設計、の３つの目的を設定している。 
プロジェクトでは、95℃の熱を利用した一連の吸着ステージに基づく温度スイング吸着

空気回収システムを実現した。プロセスとナノポーラス材料の迅速な特性評価を可能にす

るラボスケールのプロトタイプが設計・実現され、実験室規模のプロトタイプにより、提

案されたプロセスの利点と限界を特定し、将来のスケールアップの基礎を築いた。 
なお、最終的な成果は論文として発表されている。 

 
表 2-17 プロジェクト概要（エディンバラ大学） 

実施主体 エディンバラ大学（イギリス） 
共同実施者 － 
実施期間 2014.5-2018.4 
技術 直接空気回収（DAC） 
規模 10 万ユーロ/EU：全額負担 

 
  

                                                   
17 https://cordis.europa.eu/project/id/630863（参照：2023 年 3 月） 
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② 炭素の捕捉と貯留を伴う統合バイオエネルギーのための吸着剤強化蒸気バイオマス改

質【Horizon 2020】18 

従来の BECCS 技術では、バイオエネルギー変換と炭素回収プロセスが分離されている

ため、システムの複雑さとエネルギーの損失が増加するという課題があった。それを解消

するため、バイオエネルギー変換が炭素回収と統合されている吸収剤強化水蒸気バイオマ

ス改質（SE-SBR）という、新しい BECCS 技術を提案し実現を試みるプロジェクトであ

る。 
この技術を実現するために、二機能吸着触媒材料（BSCM）が設計およびテスト運用さ

れ、材料内のナノスケールでの基本的なコンポーネントの相互作用が調査される。最終的

には、提案された BSCM を含む SE-SBR が従来のバイオマス変換方法に取って代わり、

化石燃料エネルギー危機を緩和し、低炭素社会に貢献することが期待される。 
 

表 2-18 プロジェクト概要（チューリッヒ工科大学） 
実施主体 チューリッヒ工科大学（スイス） 
共同実施者 － 
実施期間 2018.10-2020.9 
技術 バイオエネルギーCCS（BECCS） 
規模 約 18.7 万ユーロ/EU：全額負担 

 
③ 海洋ベースの負の排出技術（OceanNETs）-気候を安定させるための海洋ベースの負

の排出技術の実現可能性、リスク、およびコベネフィット分析【Horizon 2020】19 

OceanNETs プロジェクトは、海洋ベースの NET の実現可能性、正ならびに負の影響を

調査し、温暖化に対する中長期的な行動において実質的かつ持続可能な役割を果たすこと

ができるかどうかを実証するためのプロジェクトである。 
海洋ベースの負の排出技術の大規模な展開が、ヨーロッパと世界が気候中立性とパリ協

定での目標を達成するための現実的かつ効果的な経路にどの程度、どのような条件下で貢

献できるかを判断することを目的としている。また、CO2 の緩和、環境への影響、リス

ク、共同便益、技術的実現可能性、費用対効果、政治的および社会的受容に関して最も可

能性の高い選択肢を特定し、優先順位を付けることも目的としている。 
炭素を除去して貯留する能力が高い可能性のある海洋ベースの技術に関する知識は、い

まだ限定的であり、陸上ベースの NETs 技術と比較しほとんど研究が実施されてこなかっ

た。そこで、海洋ベースの NETs に関する研究プロジェクトを提案するために

OceanNETs のコンソーシアムが形成され、プロジェクトが立ち上がった。コンソーシア

                                                   
18 https://cordis.europa.eu/project/id/800419 
19 https://cordis.europa.eu/project/id/869357 
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ムは、ドイツのライプニッツ海洋科学研究所（GEOMAR）が中心となり、フィンラン

ド、ノルウェー、イギリス、スペイン、オーストラリアなどの大学や研究機関など、多岐

にわたって形成されている（表 2-19）。 
また OceanNETs プロジェクトは、様々な海洋ベースの NETs に焦点をあて、包括的な

評価をすることを目指している。プロジェクトの中で対象とされている技術は表 2-20 の

通りである。 
 

表 2-19 プロジェクト概要（ライプニッツ海洋科学研究所 他） 
実施主体 ライプニッツ海洋科学研究所（ドイツ） 
共同実施者 アルフレッド・ウェゲナー研究所ヘルム

ホルツ極地海洋研究センター 
連邦科学産業研究機構（CSIRO） 
オックスフォード大学 
フィンランド気象研究所 
ノルウェー研究センター 
ラス・パルマス・デグラン・カナリア大

学（ULPGC） 
など 

実施期間 2020.7-2025.6（進行中） 
技術 海洋ベース NETs 
規模 約 731 万ユーロ/EU：約 720 万ユーロ 
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表 2-20 海洋ベースの NETs 技術 
技術 詳細 

Ocean alkalinization 
（海洋アルカリ化） 

海洋表層のアルカリ度を上げて、化学的に海水の

炭素貯留能力を高め、CO 2 吸収量を増加させ

る。アルカリ鉱物は、採掘および粉砕（カンラン

石など）または石灰などを生成して海洋に直接添

加するか、ex situ 反応（電気化学的風化など）の

後にアルカリ溶液を添加する。 
Marine biomass for biochar or 
bioenergy with carbon capture 
and storage（CCS を伴うバイオ

炭・バイオエネルギーの海洋バイ

オマス） 

藻類または大型藻類を成長させ、 
(a)バイオマスを熱分解してバイオ炭を形成し、陸

上に拡散させる、または 
(b)バイオマスからバイオ燃料を作成し、炭素の回

収および貯留技術と組み合わせて燃焼させる。 
Direct CO2 removal from 
seawater with carbon capture and 
storage （CCS による海水からの

CO2 直接除去） 

海水から化学的または電気化学的に CO2 を除去

し、濃縮して貯留する技術。表層水では、海水の

化学/物理学が CO2 の除去を補うため、これによ

り CO2 の海洋吸収が増加。 
Artificial upwelling 
（人工湧昇（パイプや波ポンプの

利用）） 

パイプまたは波ポンプなどの方法を使用して、栄

養豊富な海洋深層水を表面に送り込み、肥沃な効

果をもたらす。海洋プランクトンの成長が促進さ

れ、多くの CO2 がバイオマスとして固定される。 
Artificial downwelling 
（人工沈降） 

海洋表層で吸収された炭素の深海への輸送を人為

的に強化し、そこで数百年から数千年にわたって

貯留される。 
Blue carbon sink enhancement 
（ブルーカーボンシンクの強化） 

マングローブ、湿地、海草藻場、または大型藻類

を植えて管理し、CO 2 の吸収（一次生産によ

る）、バイオマスへの貯留、および堆積物への埋没

を増加させる。 
Ocean fertilization 
（海洋肥沃化） 

鉄などの微量栄養素や窒素やリンなどの多量栄養

素を追加して、植物プランクトンの成長（CO2 固

定）と生物ポンプ（固定炭素の深海への輸送）に

よる海洋炭素貯留を増加させる 
Terrestrial biomass dumping 
（陸生バイオマスの投入） 

植生が成長中に大気から除去した炭素を含む陸生

バイオマスを収穫して深海に投入するか、沿岸の

堆積物に埋める。 
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2.5. 日本の同様の施策への示唆 

2.5.1. 日本のプログラム 

日本の NETs 技術に対するプログラムとしては、経済産業省、新エネルギー・産業技術総

合開発機構（以下、「NEDO」という。）が提供・推進するグリーンイノベーション基金事業

ならびに国が推進するムーンショット型研究開発事業が挙げられる。 
 
(1) グリーンイノベーション基金事業 20 

グリーンイノベーション基金事業は、2050 年カーボンニュートラルの実現にあたり、「経

済と環境の好循環」を作っていく新たな産業政策として、「2050 年カーボンニュートラルに

伴うグリーン成長戦略」が策定された。、そのグリーン成長戦略では、今後成長が期待され

る 14 分野を示し、各分野で目指すべき高い目標を設定すると同時に、予算、税、規制・標

準化、民間の資金誘導など、政策ツールを総動員して企業等の取組を全力で後押ししていく

ことを掲げている。その中で、研究開発・実証から社会実装までを見据え、官民で野心的か

つ具体的な目標を共有し、企業等の取り組みに対して 10 年間の継続的な支援を実施してい

くため、NEDO に総額 2 兆円規模の「グリーンイノベーション基金」が創設された。 
グリーンイノベーション基金は、さらに 20の細分化されたプロジェクトに分かれており、

その中には NETs に係る技術も対象とされている（表 2-22）。 
 

表 2-21 プログラム概要（グリーンイノベーション基金事業） 
プログラム名 グリーンイノベーション基金事業 
支援対象 グリーン成長戦略において実行計画を策定している重点分野のうち、

特に政策効果が大きく、社会実装までを見据えて長期間の取組が必要

な領域 
予算規模 総額２兆円 

プロジェクト規模は、200 億円（以上）の大型のものを想定 
ただし、場合によっては小規模プロジェクトも対象としている 

期間 最長 10 年間（2023 年度～2030 年度） 
 
  

                                                   
20 https://green-innovation.nedo.go.jp/ 
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表 2-22 グリーンイノベーション基金のプロジェクト一覧 
プロジェクト一覧 NETs との関連性 

洋上風力発電の低コスト化 － 
次世代太陽電池の開発 － 
大規模水素サプライチェーンの構築 － 
再エネ等由来の電力を活用した水電解による水素製造 － 
製鉄プロセスにおける水素活用 － 
燃料アンモニアサプライチェーンの構築 － 
CO2 等を用いたプラスチック原料製造技術開発 － 
CO2 等を用いた燃料製造技術開発 － 

（DAC 技術は対象） 
CO2 を用いたコンクリート等製造技術開発 〇 

CO2 の炭酸塩化 
CO2 の分離回収等技術開発 △ 

CO2 の回収技術 
廃棄物・資源循環分野におけるカーボンニュートラル実現 － 
次世代蓄電池・次世代モーターの開発 － 
電動車等省エネ化のための車載コンピューティング・シミュレ

ーション技術の開発 
－ 

スマートモビリティ社会の構築 － 
次世代デジタルインフラの構築 － 
次世代航空機の開発 － 
次世代船舶の開発 － 
食料・農林水産業の CO2 等削減・吸収技術の開発 〇 

バイオ炭等の開発 
高層木造建築物の拡大 
ブルーカーボン技術 

バイオものづくり技術による CO2 を直接原料としたカーボン

リサイクルの推進 
－ 

バイオマス資源や大気

中等の CO2 を原料と

した製品開発 
製造分野における熱プロセスの脱炭素化 － 
（出典）NEDO グリーンイノベーション基金 HP よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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(2) ムーンショット型研究開発事業 21 

ムーンショット型研究開発制度は、日本の破壊的イノベーションの創出を目指し、従来技

術の延長にない、より大胆な発想に基づく挑戦的な研究開発（ムーンショット）を推進する

国の大型研究プログラムである。 
未来社会を展望し、困難だが実現すれば大きなインパクトが期待される社会課題等を対

象として、人々を魅了する野心的な目標（ムーンショット目標）及び構想を国が策定し、各

ムーンショット目標において、複数のプロジェクトを統括する PD（プログラムディレクタ

ー）を任命し、その下に国内外トップの研究者を PM（プロジェクトマネージャー）として

採択し研究開発を推進する体制をとっている。 
 

表 2-23 プログラム概要（ムーンショット型研究開発事業） 
プログラム名 ムーンショット型研究開発事業 
支援対象 【全体】 

少子高齢化や地球温暖化、大規模災害などの様々な課題解決に向け、日

本発の破壊的イノベーションを創出し、より大胆な発想に基づく挑戦

的な研究開発 
【NETs 技術】 
目標４：2050 年までに、地球環境再生に向けた持続可能な資源循環を

実現 
（１）温室効果ガスを回収、資源転換、無害化する技術の開発 
A）CO2 大気からの回収（DAC） 
B）自然の CO2 吸収源を活用し、人為的に CO2 の吸収速度を加速させ

る技術 
予算規模 平成 30 年度補正予算で 1,000 億円を計上、基金を造成。令和元年度補

正予算で 150 億円を計上。令和 3 年度補正予算で 800 億円を計上。 
期間 最長 10 年間（2020～2029 年） 
 
NETs 技術については、「ムーンショット目標４：2050 年までに、地球環境再生に向けた

持続可能な資源循環を実現」するという目標の中で、さらに「（１）温室効果ガスを回収、

資源転換、無害化する技術の開発」という目標の中で、いくつかのプロジェクトが採択され

ている（表 2-24）。 
当初は、CO2 の削減コストや削減ポテンシャルの検証が比較的容易な工学的プロセスで

大気中の CO2 を直接回収（DAC）して有益な資源に転換する技術等のプロジェクトを推進

していたが、2022 年に追加募集を実施し、DAC 技術に限定せず「自然の二酸化炭素（CO2）

                                                   
21 https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100161.html 



29 
 

吸収能力を人為的に加速させて、効率的に CO2 を回収・吸収する技術（自然プロセスの人

為的加速）」の研究開発プロジェクト５件を採択した。なお、追加のプロジェクトについて

は、5 億円/プロジェクト（2022～2024 年度）と設定されている。 
 
表 2-24 NETs 技術に関わるプロジェクト一覧（ムーンショット型研究開発事業） 

電気エネルギーを利用し大気 CO2 を固定するバイオプロセスの研究開発 
大気中からの高効率 CO2 分離回収・炭素循環技術の開発 
電気化学プロセスを主体とする革新的 CO2 大量資源化システムの開発 
C4S 研究開発プロジェクト 
冷熱を利用した大気中二酸化炭素直接回収の研究開発 
大気中 CO2 を利用可能な統合化固定･反応系（quad-C system）の開発 
“ビヨンド・ゼロ”社会実現に向けた CO2 循環システムの研究開発 
機能改良による高速 CO2 固定大型藻類の創出とその利活用（追加） 
岩石と場の特性を活用した風化促進技術“A-ERW”の開発 （追加） 
遺伝子最適化・超遠縁ハイブリッド・微生物共生の統合で生み出す次世代 CO2 資源化植

物の開発 （追加） 
LCA/TEA の評価基盤構築による風化促進システムの研究開発 （追加） 
炭素超循環社会構築のための DAC 農業の実現 （追加） 

（出典）NEDO プロジェクト HP より 
 
2.5.2. 日本の同様の施策への示唆 

日本のプログラムでは、グリーンイノベーション基金において、幅広い技術に対して 10
年で２兆円規模の援助がなされおり、他国のプログラムと比較しても大きな支援であると

言える（ただし、NETs 技術のみを対象にしていない点には注意が必要）。また、グリーン

イノベーション基金では技術が細分化されており、適切な分野に対して支援が受けられる

構造となっている。ムーンショット型研究開発事業においては、「温室効果ガスを回収、資

源転換、無害化する技術の開発」の領域において、DAC や自然の CO2 吸収源を活用した人

為的な CO2 吸収速度を加速させる技術に対する支援がなされており、NETs を含む限定的

な技術に対する支援と言える。 
他国のプログラムも NETs 技術のみを対象としていないことが多いが、イギリスにおい

ては Direct Air Capture and greenhouse gas removal（GGR）competition（GGR プログ

ラム）のような DAC や CO2 除去に特化したプログラムが設定されており、ムーンショッ

ト型研究開発事業に近い限定的な支援がなされている。 
一方、Horizon プログラムのように大きな枠組みの中で、幅広い技術に対して、分野や技

術レベルを限定せずに支援する方法も存在する。Horizon プログラムはいくつかの分野のク
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ラスターならびに研究テーマが設定されているものの、援助額や技術レベルは様々であり

内容も多岐にわたって採択されている。ある程度、技術分野や技術レベル段階を制限するか、

幅広い枠組みの中で運用するかは一つのポイントであると言える。 
また援助額について、単純な比較はできないが、プログラムに紐づくプロジェクトの予算

規模感を把握するため、日本・アメリカ・イギリス・EU のプログラムに紐づくプロジェク

トの予算規模の比較を実施した。その結果を表 2-25 に示す。日本の 1 年あたりの援助額

は、他国のプログラムにおける援助額と比較して、同程度もしくは多いことが分かる。一方

で、一部については、正確なプロジェクトの金額の比較ではなく、公開情報を基に得たプロ

ジェクトの平均金額であり、また支援期間や対象とするプロジェクトの技術成熟度も様々

であることには注意が必要である。あくまでも概算であるものの、大まかな比較においては、

日本として技術に対して十分な金額の援助がなされていると考えられる。 
 

表 2-25 プログラムの予算規模の比較 
プログラム 1PJ あたり予算規模 

（年数） 
1 年あたり※3 

FLECCS プログラム 
【アメリカ】 

80 万ドル程度 
（1～2 年） 

40～80 万ドル 
（5,000 万～1 億円程度） 

CDR プログラム 
【アメリカ】 

100～500 万ドル 
（4 年程度） 

25～125 万ドル 
（2,500 万～1.5 億円程度） 

GGR プログラム 
【イギリス】 

初期：25 万ポンド 
（1 年） 

後期：300～500 万ポンド 
（4 年） 

初期：25 万ポンド 
（4,000 万円程度） 

後期：75～125 万ポンド 
（1～2 億円程度） 

Horizon プログラム【EU】※1 － － 
グリーンイノベーション基金

【日本】 
200 億円以上 
（10 年） 

20 億円以上 

ムーンショット型研究開発事

業【日本】 
5 億円※2 
（3 年） 

約 1.7 億円 

※1 Horizon プログラムについては、幅広いプロジェクトが存在するため対象外とした 

※2「自然の CO2 吸収源を活用し、人為的に CO2 の吸収速度を加速させる技術」として

採用された追加のプロジェクトの予算規模 

※3 日本円の換算は概算 
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また、各国のプログラムに紐づくプロジェクトから NETs 技術を特定し、各国プログラ

ムと NETs 技術との対応関係を表 2-26 に示した。なお、植林・再生林については、各国の

政策や植林等を促進するための支援策・プログラム等はあるが、技術開発の観点については、

多くの支援プログラムには含まれていない点に注意が必要である。 
日本においては、グリーンイノベーション基金、ムーンショット型研究開発事業で幅広く

技術が対象とされているものの、「BECCS」ならびに「海洋アルカリ化」についてはプログ

ラムに紐づく具体的なプロジェクトはなかった。特に、海洋ベース NETs はまだ技術やポ

テンシャルの考察が不明瞭だとし、イギリスや EU においては、海洋ベース NETs 全般を

対象にしたプロジェクトも存在している。日本においても、当該分野における技術開発支援

ならびに研究の推進が期待される。 
 
 

表 2-26 各国プログラムと NETs 技術との対応  

植
林
・
再
生
林 

土
壌
炭
素
貯
留 

バ
イ
オ
炭 

BE
CC

S 

D
AC

C
S 

風
化
促
進 

海
洋
肥
沃
・
生
育
促
進 

植
物
残
渣
・
海
洋
隔
離 

海
洋
ア
ル
カ
リ
化 

FLECCS プログラム － － － － ○ － － － － 
CDR プログラム － － － － ○ ○ － － － 
GGR プログラム － △ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 
Horizon プログラム － － － ○ ○ － ○ ○ ○ 
グリーンイノベーション － － ○ － ○ △ － ○ － 
ムーンショット型 － △ － － ○ ○ ○ － － 

 
2.6. プロジェクト一覧 

各国において提供されるプログラムのうち、NETs に係るプロジェクトについて詳細が取

得できたものについて、その概要のとりまとめを実施した（表 2-27）。 
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表 2-27 NETs に係るプロジェクト一覧 

 
  

国 支援主体 プログラム プロジェクト日本語訳（直訳） 実施主体 期間 技術 規模

アメリカ ARPA-E
FLExible Carbon Capture
and Storage (FLECCS)

石灰ベースの直接空気回収と統合された発電所CO2回
収

マサチューセッツ工科
大学

2021.2-2022.5 DAC 81万ドル

アメリカ ARPA-E
FLExible Carbon Capture
and Storage (FLECCS)

天然ガス/直接空気回収ハイブリッドプラント ピッツバーグ大学 2020.11-2022.9 DAC 約79万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

電気化学駆動の二酸化炭素分離 デラウェア大学 2020.10-2023.3 DAC - 膜 約130万ドル/DOE:105万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

パッシブ冷却によって可能になる超高速直接空気捕捉
のための自己組織化無機ナノケージ (SINC) を含む膜吸
着剤

ニューヨーク州立大学 2020.10-2022.12 DAC - 膜 約100万ドル/DOE:80万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

周囲空気から二酸化炭素を分離するための高性能ハイ
ブリッドポリマー膜

InnoSense LLC 2021.1-2023.3 DAC - 膜 約100万ドル/DOE:80万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

多孔性電界紡糸繊維上の階層型ナノ多孔性カプセルに
閉じ込められた小さなアミンを使用した直接空気捕獲

ニューヨーク州立大学 2021.2-2023.10 DAC - 膜 約100万ドル/DOE:80万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

King City Asbestos Corporation (KCAC) 鉱山炭素鉱化
フィールドテスト

ローレンス リバモア国
立研究所 (LLNL)

2021.9-2023.11 DAC - 風化促進 500万ドル/DOE:500万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

二酸化炭素の直接空気捕捉のためのアルカリ度濃度ス
イングの実験的実証

ハーバード大学 2021.2-2023.8 DAC - 溶剤 約90万ドル/DOE:72万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

ベンチスケールでの水素のコジェネレーションによる
直接空気捕捉用の電気化学的に再生された溶媒

ケンタッキー大学 2021.10-2023.9 DAC - 溶剤 約164万ドル/DOE:131万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

CO2 の直接空気捕捉のための二重機能材料  Susteon, Inc 2020.6-2023.8 DAC - 吸着剤 185万ドル/DOE:185万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

直接空気捕捉のための革新的な吸着剤ベースのプロセ
ス

InnoSepra, LLC 2020.6-2023.8 DAC - 吸着剤 約185万ドル/DOE:約185万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

CO2 の直接空気回収に必要なエネルギーを大幅に削減
するための変換吸着材料

InnoSepra, LLC 2020.10-2023.3 DAC - 吸着剤 100万ドル/DOE:80万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

水と二酸化炭素を組み合わせた直接空気回収システム IWVC, LLC 2020.10-2023.9 DAC - 吸着剤 193万ドル/DOE:126万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

直接空気捕捉のための高度な固体吸着剤の開発
Research Triangle
Institute (RTI)

2020.10-2023.3 DAC - 吸着剤 125万ドル/DOE:80万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

連続モーション ダイレクト エア キャプチャ (DAC) シ
ステムのデモンストレーション

Global Thermostat, LLC 2020.10-2023.7 DAC - 吸着剤 約310万ドル/DOE:約225万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

新規構造吸着剤を使用した直接空気捕捉 Electricore, Inc. 2020.10-2023.9 DAC - 吸着剤 約483万ドル/DOE:約310万ドル
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国 支援主体 プログラム プロジェクト日本語訳（直訳） 実施主体 期間 技術 規模

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

CO2の回収、利用、貯蔵のためのエネルギーの直接空
気回収 (CCUS) パートナーシップ (DAC RECO2UP)

Southern States Energy
Board (SSEB)

2020.10-2024.1 DAC - 吸着剤 約313万ドル/DOE:250万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

選択的な水除去による直接空気捕捉のための次世代
ファイバーカプセル化ナノスケールハイブリッド材料

コロンビア大学 2021.1-2022.10 DAC - 吸着剤 85万ドル/DOE:65万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

周囲温度での低真空スイング二酸化炭素捕捉用の勾配
アミン吸着剤

アクロン大学 2021.1-2022.12 DAC - 吸着剤 約95万ドル/DOE:約75万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

TRAPS: CO2 を空気中で直接捕捉するための、調整可
能で迅速な取り込みが可能な AminoPolymer エアロゲ
ル吸着剤

Palo Alto Research
Center (PARC), Inc.

2021.2-2023.3 DAC - 吸着剤 約72万ドル/DOE:約52万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

二酸化炭素の直接空気捕捉のためのモノリシック ポリ
プロピレンイミン構造接触器のベンチスケールテスト

Cormetech, Inc. 2021.9-2023.9 DAC - 吸着剤 約188万ドル/DOE:150万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

時空間適応パッシブ直接空気捕捉（DAC） Carbon Collect, Inc. 2021.10-2023.6 DAC - 吸着剤 約325万ドル/DOE:250万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

グローバルサーモスタットDACのためのスケールアッ
プとサイト固有のエンジニアリング設計

Black and Veatch
Corporation

2021.10-2023.3 DAC - 吸着剤 約350万ドル/DOE:約280万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

熱統合型 3D プリント モジュールと、大量生産可能な
低圧力損失繊維吸着剤とのハイブリッド化

Georgia Tech Research
Corporation

2021.10-2023.9 DAC - 吸着剤 約183万ドル/DOE:約147万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

直接空気捕獲のための高度な構造材料システムの加速
ライフサイクル試験

Research Triangle
Institute (RTI)

2021.10-2023.3 DAC - 吸着剤 約188万ドル/DOE:150万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

付加製造コンタクタ (AIR2CO2 コンタクタ)を使用して
二酸化炭素 (CO2) を捕捉する高度な一体型網状吸着剤
コーティング システム

General Electric (GE)
Company

2021.10-2023.9 DAC - 吸着剤 約200万ドル/DOE:約150万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

高純度 CO2 分離のためのエネルギー効率の高い直接空
気回収システム

シンシナティ大学 2021.10-2024.10 DAC - 吸着剤 約190万ドル/DOE:約150万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

米国の低炭素エネルギーとシンクによる直接空気回収
ベースの二酸化炭素除去

イリノイ大学 2021.10-2023.3 DAC - 吸着剤 約312万ドル/DOE:約250万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

高容量の構造化吸着剤を使用した新しい直接空気捕捉
技術のベンチスケール開発

Susteon, Inc. 2021.10-2023.9 DAC - 吸着剤 約190万ドル/DOE:150万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

化学プラント廃熱を利用した直接空気回収 CO2 からの
低炭素強度ギ酸化学合成 (ChemFADAC)

AirCapture, LLC 2022.9-2024.3 DAC - 吸着剤 約370万ドル/DOE:約294万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

CarbonCapture Inc. DACとUnited States Steel の Gary
Works 工場の廃熱を利用したCarbonCure活用技術の
FEED研究

イリノイ大学 2022.10-2024.3 DAC - 吸着剤 約433万ドル/DOE:約346万ドル

アメリカ NETL（FECM）
Carbon Dioxide Removal
(CDR) プログラム

長期貯蔵を伴うカリフォルニア地熱施設における
Climeworks DAC の FEED 研究

イリノイ大学 2022.10-2024.3 DAC - 吸着剤 約313万ドル/DOE:約249万ドル
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※黄色ハイライトは phase2 採用プロジェクトを示す 
 

国 支援主体 プログラム プロジェクト日本語訳（直訳） 実施主体 期間 技術 規模

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

SeaCURE 海洋媒介人為起源炭素除去
 (Sea Carbon Unlocking and Removal)

エクセター大学/プリマ
ス海洋研究所など

2021年度（フェー
ズ1）

海洋ベースNETs 25万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

バイオ水素による温室効果ガス除去のデモンストレー
ション

Advanced Biofuel
Solutions Ltd (ABSL)
他

2021年度（フェー
ズ1）

BECCS 25万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

水熱炭化および後炭化によるバイオ廃棄物からバイオ
炭へ (B to B)

ノッティンガム大学
他

2021年度（フェー
ズ1）

バイオ炭 25万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

海洋酸性化の影響に対抗するカーボンネガティブ水素
生産

Planetary Hydrogen
Inc.

2021年度（フェー
ズ1）

海洋アルカリ化 25万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

Mersey バイオ炭: カーボン ネガティブ コミュニティ
エネルギー

Severn Wye Energy
Agency　他

2021年度（フェー
ズ1）

バイオ炭 25万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

CCH2: バイオマスからの炭素回収と水素製造 KEW Technology
2021年度（フェー
ズ1）

BECCS 25万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

ネガティブエミッションガス化 Drax Corporation Ltd.
2021年度（フェー
ズ1）

BECCS 25万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

原子力発電所を動力源とする DAC Sizewell C　他
2021年度（フェー
ズ1）

DAC 25万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

バイオ炭ネットワーク – デモンストレーションとその
先への道

Sofies UK 　他
2021年度（フェー
ズ1）

バイオ炭 25万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

バイオ炭および強化された鉱物風化炭素回収技術の線
形インフラストラクチャ プロジェクトへの統合

Arup　他
2021年度（フェー
ズ1）

バイオ炭/風化促進 25万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

DRIVE (排出量の革新的な評価による直接除去)
Mission Zero
Technologies　他

2021年度（フェー
ズ1）

DAC 25万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

GREEN-SHED: 牛肉生産の持続可能性と正味ゼロ排出
をサポートする統合された低炭素循環型農業システム

SRUC　他
2021年度（フェー
ズ1）

ー 25万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

BIOCCUS
Ricardo UK Ltd.　/
Bluebox Energy

2021年度（フェー
ズ1）

バイオ炭/BECCS 25万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

ドリームキャッチャープロジェクト - 低炭素直接空気
回収

Storegga/Pale Blue Dot
Energy 他

2021年度（フェー
ズ1）

DAC 25万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

SMART- DAC直接空気捕捉のための持続可能な膜吸収
および再生技術

CO2CirculAir　他
2021年度（フェー
ズ1）

DAC 25万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

大気中のCO2除去方法としての玄武岩の風化の促進
The Future Forest
Company 他

2021年度（フェー
ズ1）

風化促進 25万ポンド
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※黄色ハイライトは phase2 採用プロジェクトを示す 
  

国 支援主体 プログラム プロジェクト日本語訳（直訳） 実施主体 期間 技術 規模

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

直接空気 CO2 の回収とミネラル化
Cambridge Carbon
Capture Ltd ( CCC )

2021年度（フェー
ズ1）

DAC 25万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

パッシブライム炭酸化プロジェクト Origenpower Ltd
2021年度（フェー
ズ1）

DAC 25万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

リバース・コール: 食糧を生産しながら炭素を貯蔵およ
び削減するための長期的なソリューションの開発

Lapwing Energy
Limited他

2021年度（フェー
ズ1）

バイオ炭 25万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

低品位バイオマスから生成されたバイオ炭を利用した
循環型温室効果ガス除去 ( GGR ) ソリューション

Capchar Ltd他
2021年度（フェー
ズ1）

バイオ炭 25万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

環境 CO2 除去
ロールス・ロイス/連邦
科学産業研究機構

2021年度（フェー
ズ1）

DAC 25万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

InBECCS
Peel NRE/Bioenergy
Infrastructure Group

2021年度（フェー
ズ1）

BECCS 25万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

複数の温室効果ガスを除去するための低エネルギーア
プローチ

エディンバラ大学 他
2021年度（フェー
ズ1）

DAC 25万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

バイオ水素による温室効果ガス除去のデモンストレー
ション

Advanced Biofuel
Solutions Ltd

2022年～（フェー
ズ2）

約475万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

バイオ炭プラットフォーム Black Bull Biochar Ltd
2022年～（フェー
ズ2）

バイオ炭 約300万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

直接空気 CO2 の回収とミネラル化 (DACMIN)
Cambridge Carbon
Capture Ltd

2022年～（フェー
ズ2）

DAC 約300万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

SMART-DAC CO2CirculAir B.V.
2022年～（フェー
ズ2）

DAC 約294万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

水熱炭化および後炭化によるバイオ廃棄物からバイオ
炭へ (B to B)

Coal Products Limited
(CPL)

2022年～（フェー
ズ2）

バイオ炭 約500万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

Ince バイオエネルギー 炭素補足と貯留(INBECCS)
フェーズ２

Ince Bio Power Limited
2022年～（フェー
ズ2）

BECCS 約500万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

CCH2: 炭素回収と水素 KEW Projects Ltd
2022年～（フェー
ズ2）

DAC 約500万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

リバース・コール
Lapwing Energy
Limited

2022年～（フェー
ズ2）

バイオ炭 約300万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

プロジェクト DRIVE (排出量の革新的な評価による直
接除去)

Mission Zero
Technologies Ltd

2022年～（フェー
ズ2）

DAC 約300万ポンド
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国 支援主体 プログラム プロジェクト日本語訳（直訳） 実施主体 期間 技術 規模

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

原子力発電所を動力源とする DAC
NNB Generation
Company (SZC)
Limited

2022年～（フェー
ズ2）

DAC 300万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

BIOCCUS Ricardo UK Ltd
2022年～（フェー
ズ2）

バイオ炭/BECCS 約299万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

ENCORE (環境 CO2 リムーバー) フェーズ 2 Rolls-Royce plc
2022年～（フェー
ズ2）

DAC 約281万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

グリーンシェッド SAC Commercial
2022年～（フェー
ズ2）

ー 約293万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

Mersey バイオ炭
Severn Wye Energy
Agency

2022年～（フェー
ズ2）

バイオ炭 約500万ポンド

イギリス BEIS
Direct Air Capture and GGR
technologies competition

SeaCURE University of Exeter
2022年～（フェー
ズ2）

海洋ベースNETs 約300万ポンド

欧州 欧州委員会 Horizon 2020 大気中の炭素回収 エディンバラ大学 2014.5-2018.4 DAC 10万ユーロ/EU：全額負担

欧州 欧州委員会 Horizon 2020
炭素の捕捉と貯蔵を伴う統合バイオエネルギーのため
の吸着剤強化蒸気バイオマス改質

Eidgenoessische
Technische Hochschule

2018.10-2020.9 BECCS 約18.7万ユーロ/EU：全額負担

欧州 欧州委員会 Horizon 2020
海洋ベースの負の排出技術-気候を安定させるための海
洋ベースの負の排出技術の実現可能性、リスク、およ
びコベネフィットの分析

Helmholtz-Zentrum fur
Ozeanforschung Kiel

2020.7-2025.6 海洋ベースNETs
約731万ユーロ/EU：約720万
ユーロ
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3. CO2 サプライチェーンに関する技術動向調査 

本章では、CO2 サプライチェーンに関する技術動向について調査する。 
3.1 では、世界での実装されている技術事例として、運転中の CCUS の商用プロジェク

トの概要と、使われている技術（特に輸送や貯留技術を中心）を整理する。 
3.2 では、要素技術毎に詳細をまとめたうえで、3.1 の調査結果も踏まえて各技術の技術

成熟レベルを整理する。 
3.3 では、CO2 サプライチェーンの各プロセスのコストについて、欧米の事例を中心に整

理し、CO2 サプライチェーンのコストダウンの方向性を分析する。 
 
3.1. 世界で実装されている技術事例 

3.1.1. 世界の CCUS プロジェクトの動向 

現在、欧米を中心に 31 の商用 CCS 施設が操業段階である操業段階にあるもののうち 1
つは景気停滞のため、もう 1 つは火災のため、合計 2 施設が操業停止している。その他、8
施設が建設段階、70 施設が開発後期段階、56 施設は初期開発段階にある。なお、商用 CCS
施設の定義は、商業生産の一部として継続的に CO2 の回収および貯留が実施されているこ

と、第 3 者あるいは回収事業者によって貯留が実施されていること、経済的な運用可能年

数が CO2 回収対象設備と類似していること、操業段階において商業的利益を生み出すもの

あるいは規制要件を満たすものであることを、満たすプロジェクトである。 
 

 
図 3-1 操業中の商用 CCS プロジェクト 

（出典）GCCSI「Global Status Report 2022」 
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図 3-2 建設・計画中の商用 CCS プロジェクト 

（出典）GCCSI「Global Status Report 2022」 
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表 3-1 CCS の操業開始済みの商用プロジェクト 
No プロジェクト名 国 操業

開始 
排出源 回収方法 回収 

能力 
(Mt-CO2/

年) 

輸送 
タイプ 

輸送

距離 
(km) 

貯留タ

イプ 

1 Terrell Natural Gas 
Processing Plant 
(formerly Val Verde 
Natural Gas 
Processing Plants) 

米国 1972 天然ガス処

理 
工業分離 0.4–0.5 PL(陸

域) 
354 EOR 

2 Enid Fertilizer 米国 1982 肥料製造 工業分離 0.7 PL(陸
域) 

193 EOR 

3 Shute Creek Gas 
Processing Plant 

米国 1986 天然ガス処

理 
工業分離 7.0 PL(陸

域) 
228 EOR 

4 MOL Szank field CO2 
EOR 

ハンガ

リー 
1992 天然ガス処

理 
工業分離

(化学吸収法

(MDMA)) 

0.16 N/A N/A EOR 

5 Sleipner CO2 Storage ノルウ

ェー 
1996 天然ガス処

理 
工業分離 
(化学吸収法

(アミン)) 

0.85 － － 沖合塩

水層 

6 Great Plains Synfuels 
Plant and Weyburn-
Midale 

米国 2000 合成天然ガ

ス 
(石炭ガス化) 

工業分離 3 PL(陸
域) 

329 EOR 

7 Borger CO2 
Compression Facility 

米国 2001 
(2017

年停止) 

肥料製造 工業分離   PL(陸
域) 

144 EOR 

8 Core Energy CO2-
EOR 

米国 2003 天然ガス処

理 
工業分離 0.3–

0.35 
PL(陸
域) 

24 EOR 

9 In Salah CO2 Storage アルジ

ェリア 
2004 
(2011

年停止) 

天然ガス処

理 
工業分離 
(化学吸収法

(アミン)) 

1.0-1.2 PL(陸
域) 

N/A 陸域帯

水層 

10 Sinopec Zhongyuan 
CCUS 

中国 2006 石油化学コン

ビナート 
工業分離 
(化学吸収法

(アミン)) 

0.12 タンク

ローリ

ー 

N/A EOR 

11 Snøhvit CO2 Storage ノルウ

ェー 
2008 天然ガス処

理 
工業分離 
(化学吸収法

(アミン)) 

0.7 PL(陸
域・海

域) 

153 沖合塩

水層 

12 Arkalon CO2 
Compression Facility 

米国 2009 エタノール

製造 
工業分離 0.29 PL(陸

域) 
145 EOR 

13 Century Plant 米国 2010 天然ガス処

理 
工業分離 8.4 PL(陸

域) 
161 EOR 

14 Petrobras Santos 
Basin Pre-Salt Oil 
Field CCS 

ブラジ

ル 
2011 天然ガス処

理 
工業分離 0.7 直接圧

入 
－ EOR 

15 Bonanza BioEnergy 
CCUS EOR 

米国 2012 バイオエタノ

ール製造 
工業分離 0.1 N/A N/A EOR 

16 Coffeyville 
Gasification Plant 

米国 2013 肥料製造 工業分離 1.0 PL(陸
域) 

112 EOR 

17 Air Products Steam 
Methane Reformer 

米国 2013 水素製造 工業分離 
(物理吸収法

(VSA)) 

1.0 PL(陸
域) 

121
～

171 

EOR 

18 Lost Cabin Gas 
Plant* 

米国 2013 天然ガス処

理 
工業分離 0.9 PL(陸

域) 
374 EOR 
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No プロジェクト名 国 操業

開始 
排出源 回収方法 回収 

能力 
(Mt-CO2/

年) 

輸送 
タイプ 

輸送

距離 
(km) 

貯留タ

イプ 

19 PCS Nitrogen 米国 2013 肥料製造 工業分離 0.2-0.3 PL(陸
域) 

N/A EOR 

20 Boundary Dam 
Carbon Capture and 
Storage 

カナダ 2014 石炭火力発

電 
燃焼後回

収 
(化学吸収法

(アミン)) 

1.0 PL(陸
域) 

50 EOR・ 
陸域塩

水層 

21 Karamay Dunhua Oil 
Technology CCUS 
EOR Project 

中国 2015 メタノール

製造 
工業分離 0.1 タンク

ローリ

ー 

N/A EOR 

22 Quest カナダ 2015 水素製造 工業分離 
(化学吸収法

(MDMA)) 

1.2 PL(陸
域) 

64 陸域塩

水層 

23 Uthmaniyah CO2-
EOR Demonstration 

サウジ

アラビ

ア 

2015 天然ガス処

理 
工業分離 0.8 PL(陸

域) 
85 EOR 

24 Abu Dhabi CCS 
(Phase 1 being 
Emirates Steel 
Industries) 

アラブ

首長国

連邦 

2016 製鉄所 工業分離 0.8 PL(陸
域) 

50 EOR 

25 Illinois Industrial 
Carbon Capture and 
Storage 

米国 2017 バイオエタノ

ール製造 
工業分離 1 PL(陸

域) 
3.2 陸域塩

水層貯

留 
26 Petra Nova Carbon 

Capture* 
米国 2017 発電 燃焼後回

収 
(化学吸収法

(アミン)) 

1.4 PL(陸
域) 

128 EOR 

27 CNPC Jilin Oil Field 
CO2 EOR 

中国 2018 天然ガス処

理 
工業分離 1.12 PL(陸

域) 
N/A EOR 

28 Gorgon Carbon 
Dioxide Injection 

豪州 2019 天然ガス処

理 
工業分離 3.4–4.0 PL(陸

域) 
7 陸域 

地下貯

留 
29 Qatar LNG CCS カター

ル 
2019 天然ガス処

理 
工業分離 2.1 PL(陸

域) 
N/A 陸域 

地下貯

留 
30 ACTL with North 

West Redwater 
Partnership's 
Sturgeon Refinery 
CO2 Stream 

カナダ 2020 製油所 工業分離 
(物理吸収法) 

1.3–1.6 PL(陸
域) 

240 EOR 

31 ACTL with Nutrien 
CO2 Stream 

カナダ 2020 肥料製造 工業分離 
(炭酸カリウ

ム) 

0.3 PL(陸
域) 

240 EOR 

32 CNOOC South China 
Sea Offshore CCS 

中国 2021 天然ガス処

理 
工業分離 0.3 PL(海

域) 
N/A 海底貯

留層 
33 Orca アイス

ランド 
2021 大気 DAC 0.004 直接圧

入 
－ 玄武岩

層固定 

（出典）GCCSI「CCS Facilities Database」22等よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

                                                   
22 https://www.globalccsinstitute.com/co2re/（参照：2023 年 3 月） 
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本調査では、商用 CCUS プロジェクトのうち、表 3-2 で示すプロジェクトについて調査

した。操業中プロジェクトは、CO2 回収量が 1.0Mtpa 以上のうち、輸送が長距離なプロジ

ェクトの上から 3 件を選出した。建設中・開発工機のプロジェクトは、ハブ&クラスターの

構想で多種多様な排出源からの回収・輸送・貯留を検討するプロジェクト 3 件を選出した。 
 

表 3-2 調査対象の商用 CCUS プロジェクト 
状況 プロジェクト名 国 操業開始 

操 

業 

中 

Shute Creek Gas Processing Plant 米国 1986 

Great Plains Synfuels Plant and Weyburn-Midale 米国 2000 

Alberta 

Carbon 

Trunk Line 

North West Redwater Partnership's Sturgeon 

Refinery CO2 Stream カナダ 
2020 

Nutrien CO2 Stream 2020 

建 

設 

中 

Longship Norcem Brevik Cement Plant 

ノルウェー 

2024 

Norcem Brevik Shipping Route 2024 

Hafslund Oslo Celsio Klenetsrud Waste to Energy 

Plant 
2025 

開 

発 

後 

期 

Porthos Porthos - Compressor Station 

オランダ 2024 
Porthos - Offshore Pipeline 

Porthos - Onshore Pipeline 

Porthos - Storage 

Humber 

Zero 

VPI Immingham Power Plant CCS 
英国 

2027 

Phillips 66 Humber Refinary CCS 2028 
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3.1.2. Shute Creek Gas Processing Plant 

ワイオミング州の Labarg gas field（天然ガス田）から排出される raw ガスに含まれる

CO2 を回収し、パイプラインで同州および近隣州の油田に輸送し、EOR するプロジェクト

である。Labarg gas field では 6~7Mt/年の CO2 が回収されており、毎年世界で回収されて

いる CO2 の約 20%を占めている。プロジェクトの詳細は以下の図表のとおり。 
 

表 3-3 Shute Creek Gas Processing Plant の全体概要 
プロジェクトの概要 

全

体 

分類/状況 商用 CCS・操業中 

プロジェクト

実施者 

【回収】ExxonMobil 
【輸送】ExxonMobil、Chevron、Anardarko 
【貯留】ExxonMobil、Chevron、Fleur De Lis Energy、Devon、Denbury 

運転開始年 1986 年 

実施地 
【回収】Shute Creek （ExxonMobil） 
【貯留】Rangley（Chevron）、Salt Creek（Fleur De Lis Energy）、Big Sand 
Draw（Devon）、Grieve、Bell Creek（Denbury） 

回

収 

回収量 6~7Mt/年（施設の拡張により 2025 年からさらに最大 1.2Mt/年回収予定） 

排出源 Labarg gas field（天然ガス田） 

回収技術 Selexol（物理吸着） 

輸

送 

輸送タイプ パイプライン輸送 

輸送距離 
70km （天然ガス田から回収源） 
460km （回収源から貯留地（Salt Creek）） 
285km （回収源から貯留地（Rangley）） 

貯

留 

貯留タイプ EOR、CCS 

貯留層・深さ 地下 5km（CCS） 

インセンティブ等 45Q 

備考 

• 天然ガス田から得られる raw gas にはメタン以外に CO2 や H2S が含ま

れている。CO2 販売に際しては H2S を取り除く必要があり、CO2 を含む

H2S は Shute Creek の地下（=AGI well）に貯留されている。 
• CO2 回収量の増加させるため＄400million かけて設備拡張を実施。 

（出典）Leonardo Technologies, Inc「Wyoming Carbon Capture, Utilization, and Storage（CCUS） 

Study」、Exxon Mobil ウェブサイト 23、NETL「A Review of the CO2 Pipeline Infrastructure in the 

U.S.」、Exxon Mobil「Shute Creek Facility and Controlled Freeze ZoneTM Updates」の公表資料 

よりみずほリサーチ&テクノロジーズ作成 

 

                                                   
23 https://corporate.exxonmobil.com/News/Newsroom/News-
releases/2021/1021_ExxonMobil-plans-to-increase-carbon-capture-at-LaBarge-Wyoming-
facility（参照：2023 年 3 月） 
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Shute Creekで回収されたCO2は、様々な企業が管理するパイプラインを経由し、Labarg 
gas field が位置するワイオミング州だけでなく、隣接するモンタナ州などの州境を超えた

油田へ供給されている。なお、Labarg gas fieldからモンタナ州へ輸送は、2012年にDenbury
社が建設した Greencore パイプラインがワイオミング州の既存パイプラインと接続された

ことで可能となった。CO2 パイプラインの敷設状況、および各パイプラインの Operator や
長さ・直径等を以下の図表に示す。 
 

 
図 3-3 CO2 パイプラインの敷設状況（Shute Creek Gas Processing Plant） 

（出典）NETL「A Review of the CO2 Pipeline Infrastructure in the U.S.」 

 

表 3-4 CO2 パイプラインの概要（Shute Creek Gas Processing Plant） 

 
（出典）NETL「A Review of the CO2 Pipeline Infrastructure in the U.S.」 
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米国政府の支援のもと作成された CO2 輸送と貯留に関するレポート 24において、本プロ

ジェクトと同様な条件での CO2 コストが示されており、成熟した EOR 地域における天然

ガス処理プラントや水素製造プラントなどの高純度の CO2 発生源で回収された CO2 を圧

縮して、50 マイル輸送するコストは 23~30＄/t と見積もられている。また、別レポート 25

では、に示す本プロジェクトの CO2 販売量の推移が示されている。CO2 販売量は原油価格

の変動に敏感であり、原油価格が高騰する 2003 年以前の CO2 販売量は 2MTPA を超える

量を回収して、販売されることはほとんどなかった。石油価格が低迷すると CO2 の需要が

減少するため、大気中に放出する CO2 が増加することが問題視されている。 
 

 
図 3-4 CO2 販売量と原油価格（Shute Creek Gas Processing Plant） 

（出典）IEEFA「Carbon Capture to Serve Enhanced Oil Recovery : Overpromise and 

Underperformance」 

  

                                                   
24 Rechel Amann, Federal Projects Director Interstate Oil and Gas Compact Commission
「A Policy, Legal, and Regulatory Evaluation of the Feasibility of a National Pipeline 
Infrastructure for the Transport and Stotage of Carbon Dioxide」 
25 IEEFA「Carbon Capture to Serve Enhanced Oil Recovery : Overpromise and 
Underperformance」 
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3.1.3. Great Plains Synfuels Plant and Weyburn – Midale 

ノースダコタ州 Beulah（米）の合成燃料プラントから排出される CO2 を回収し、サス

カチュワン州（加）の油田にパイプラインで輸送し、EOR するプロジェクトである。1988
年に Dakate Gasfication 社は米国エネルギー省から Great Plains Synfuel Plant を購入し、

2000 年から EOR が開始された。また、同時期に IEA の GHG R&D プログラムとして

Weyburn 油田を対象に CO2 モニタリングプロジェクトが実施されており、カナダ政府、州

政府、米国政府等から補助金が提供されている。合成燃料プラントでは 3Mt/年の CO2 が回

収されており、2021 年に最大 3.5Mt/年の回収量に拡張するプロジェクトが提案された。プ

ロジェクトの詳細は以下の表のとおり。 
 

表 3-5 Great Plains Synfuels Plant and Weyburn の全体概要 
プロジェクトの概要 

全

体 

分類/状況 商用 CCS・操業中 

プロジェクト

実施者 

【回収】Dakota Gasfication 
【輸送】Dakota Gasfication 
【貯留】Cenovous、Apache 

運転開始年 2000 年 

実施地 
【回収】Great Plains Synfuel Plant（米 ノースダコタ州） 
【貯留】Weyburn（Cenovous）、Midale（Apache）（加 サスカチュワン州） 

回

収 

回収量 最大 3Mt/年 

排出源 Great Plains Synfuel Plant 

回収技術 Rectisol（物理吸着） 

輸

送 

輸送タイプ パイプライン輸送 

輸送距離 330km（回収源から貯留地） 

貯

留 

貯留タイプ EOR 

貯留層・深さ 地下 1.4km 

インセンティブ等 

• 1988 年に Dakata Gasficatio は米国エネルギー省から Great Plains 
Synfuel Plant を購入。 

• IEA の GHG R&D プログロムとして CO2 のモニタリングプロジェ

クトが実施されており、カナダ政府、州政府、米国政府から補助金が

提供されている。 

備考 

• 現状では Great Plains Synfuel Plant からの CO2 排出量の約 3Mt/年
を回収しているが、最大 3.5Mt/年を回収可能とするプロジェクトを検

討。 
• プラントフル稼働時に排出される CO2 の約 2/3 を回収可能。 

（出典）Dakota Gasification Company「CO2 CAPTURE AND STORAGE」26、Basin Electric Power 

                                                   
26 https://www.dakotagas.com/about-us/CO2-capture-and-storage/index（参照：2023 年 3
月） 
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Cooperative「Basin Electric Power Cooperative」、Basin Electric Power Cooperative ウェブサイト

27、カナダ政府「International Energy Agency Greenhouse Gas Weyburn – Midale CO2 Monitoring 

and Storage Project」よりみずほリサーチ&テクノロジーズ作成 

 
Great Plains Synfuel Plant から回収される CO2 品質は表 3-6 に示すとおり。パイプラ

インは輸送する CO2 品質に合わせて構成が決定されており、本プロジェクトでは CO2 に

含まれる水分が少ないため、特殊な合金を用いていない炭素鋼から直径 12~14 インチのパ

イプラインが作られている。また、業界慣行として CO2 中の含有成分が決まっているため、

将来的なパイプラインの接続が可能となっている。本プロジェクトにおいては、CO2 中の

H2S 濃度が高いため、基準値まで H2S を除去しなければ他のパイプラインと接続できない

とされている。 
表 3-6 パイプラインに注入される CO2 品質 

 
（出典）NETL「A Policy, Legal, and Regulatory Evaluation of the Feasibility of a National Pipeline 

Infrastructure for the Transport and Stotage of Carbon Dioxide」 

 

表 3-7 CO2 中の含有成分の基準値（業界慣行） 
成分 基準値 
N2、CH4 各 5%以下、もしくは合計 10%以下 
H2S 危険性を伴うため十分な安全体制の構築が必要 
酸素 10 または 20ppm 以下 
水 20~30lbs/MMcf 

（出典）NETL「A Policy, Legal, and Regulatory Evaluation of the Feasibility of a National Pipeline 

Infrastructure for the Transport and Stotage of Carbon Dioxide」 

よりみずほリサーチ&テクノロジーズ作成 

                                                   
27 https://www.basinelectric.com/News-Center/news-releases/Great-Plains-Synfuels-Plant-
potential-to-be-largest-coal-based-carbon-capture-and-storage-project-to-use-geologic-
storage（参照：2023 年 3 月） 
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Great Plains Synfuel Plant から回収される CO2 は 19＄/t で取引されていると見積もら

れている。また、パイプラインの建設コストは当時の価格で 37,300＄/in.diameter-mile で

あったが、建設コストの 15~35%を占める炭素鋼の価格の高騰により建設コストは上昇して

いると見積もられている。また、地形に応じてパイプラインのコストは異なるとされており、

本プロジェクトでは 3 本の川を横断するため、地点によって単価が異なっている可能性が

ある。 
 

表 3-8 各地形におけるパイプラインコスト 

 
（出典）NETL「Carbon Dioxide Transport and Storage Costs in NETL Studies」 

  



48 
 

3.1.4. Alberta Carbon Trunk Line 

カナダ Alberta 州の産業クラスターに位置する製油所と肥料工場から、CO2 回収および

パイプライン輸送し、同州の Clive 貯留層に EOR するプロジェクトである。本プロジェク

トの総コストは＄1.2 billion となっており、そのうちカナダ政府から＄63.2million、州政府

から＄495million が補助されている。プロジェクトの詳細は以下の表のとおり。 
 

表 3-9 Alberta Carbon Trunk Line の全体概要 
プロジェクトの概要 

全

体 

分類/状況 商用 CCS/操業中 

プロジェクト

実施者 

【回収】NWR（製油所）、Nutrien（肥料工場） 
【輸送】Wolf Midstream 
【貯留】Enhance Energy 

運転開始年 2020 年 

実施地 
【回収】Alberta Industrial Heartland（Alberta） 
【貯留】Clive oil field（Alberta） 

回

収 

回収量 1.6Mt/年（製油所：1.3Mt/年、肥料工場：0.3Mt/年） 

排出源 
製油所：North West Strugeon Refinery（NWR） 
肥料工場：Nutrien Redwater Fertilizer Facility（Nutrien） 

回収技術 
製油所：Rectisol（物理吸収法による工業分離） 
肥料工場：Benfield process（炭酸カリウムによる工業分離） 

輸

送 
輸送タイプ 陸上パイプライン（Wolf Midstream） 
輸送距離 240km（Alberta Industrial Heartland から Clive oil field） 

貯

留 
貯留タイプ EOR 
貯留層・深さ 約 1,800km 

インセンティブ等 
全コスト$1.2billion のうち、カナダ政府が$63.2 million、州政府が$495 million
拠出。 

備考 
• CO2 を 10Mt まで貯留する予定（ポテンシャルは 18.8Mt） 
• 世界最大の CCS プロジェクト 

（出典）Enhance Energy Inc. and North West Redwater Partnership「KNOWLEDGE SHARING 

REPORT DIVISION A : SUMMARY REPORT」、アルバータ州政府「Alberta Carbon Trunk Line」28 

よりみずほリサーチ&テクノロジーズ作成 

 

CO2 を輸送するための、全長 240km のパイプラインとコンプレッサーは、Wolf 
Midstream 社が＄470millio をかけて設置された。パイプラインは、現状の CO2 回収量

1.6Mt/年であるが、最大 14.6Mt/年の輸送容量となっており、コンプレッサーは 1 日あたり

4,400t の CO2 を圧縮可能となっている。また、パイプラインは直径 12 インチ、Grade448

                                                   
28 https://majorprojects.alberta.ca/details/Alberta-Carbon-Trunk-Line/622（参照：2023 年 3
月） 
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（カナダ規格協会が定める規格）の厚さ 12.7mm の炭素鋼パイプが用いられており、一部

直径 16 インチ、Grade448 の厚さ 14.3mm の炭素鋼パイプも用いられている。加えて、パ

イプラインの金属表面の腐食を防ぐために陰極防食法が採用されている。 
安全に CO2 を輸送・貯留するために、Alberta 州のパイプライン法および規制で指定さ

れているリーク検出要件「Recommended Practice for Liquid Hydrocarbon Pipeline 
System Leak Detectio」に基づいたモニタリングが実施されており、パイプライン中の CO2
の圧力や温度を計測し、異常が見られた場合は、パイプライン全体で 17 箇所設置されてい

るバルブを閉じられるようになっている。また、貯留の安全性を確保するために、Clive 貯

留層にCO2を圧入する前にCO2の品質を検査している。CO2の品質要件は以下のとおり。 
 

表 3-10 CO2 品質要件（Alberta Carbon Trunk Line） 
品質要件 
・ 最小 95mol%の CO2 
・ 露点が-33℃を超えない 2mol%以下の炭化水素 
・ CO2 に含まれるアミン等 3lb/mmscf 以下 
・ 10lb/mmscf 以下の水分 
・ H2S が体積あたり 4ppm 以下 
・ 硫黄が体積あたり 16ppm 以下 
・ N2、H2、CO、AR、CH4 が体積あたり 1.0%未満かつ不活性物質 4%未満 
・ 0.1%未満の O2 
・ SOx または NOx が体積あたり 100ppm 以下 
・ Hg が体積あたり 1ppbHg 未満 
・ 固体粒子を含まない 

（出典）Enhance Energy Inc. and North West Redwater Partnership「KNOWLEDGE SHARING 

REPORT DIVISION A : SUMMARY REPORT」 

よりみずほリサーチ&テクノロジーズ作成 
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3.1.5. Longship 

セメントプラントと廃棄物焼却施設から CO2 を回収し、船舶およびパイプラインで輸送

し、塩水層に貯留するプロジェクトである。なお、Longship プロジェクトのうち、輸送・

貯留については Northern Lights と呼ばれている。2024 年の中期まで 1.5Mt/年の CO2
（Phase1）、2026 年までに 5.0Mt/年の CO2（Phase2）の貯留が目指されている。本プロ

ジェクトは PCI（Project of Common Interest）のステータスを獲得しているため、Longship
の回収プロジェクト（0.8Mt/年）と合わせて、欧州企業から CO2 を受け入れることで、年

間 CO2 貯留目標に到達する見込みである。プロジェクトの詳細は以下の表のとおり。 
 

表 3-11 Longship の全体概要 
プロジェクトの概要 

全

体 

分類/状況 商用 CCS・建設中 

プロジェクト

実施者 

Gassnova が Longship の調整機関として、回収~貯留の FEED を実施 
【回収】Norcem、Fortum Oslo Varme 
【輸送・貯留】Northern Lights（Equinor、Shell、Total） 

運転開始年 2024 年 

実施地 
【回収】Bravik （Norcem）、Klemetsrud （Fortum Oslo Varme） 
【貯留】ノルウェー沖 Aurora 地区 

回

収 

回収量 0.8Mt/年（Norcem 0.4Mt/年、Hafslund Oslo Varme 0.4Mt/年） 

排出源 
Brevik のセメント工場/Norcem、 
Klemetsrud の廃棄物焼却施設/Hafslund Olso Celsio 

回収技術 
セメント工場：アミン化学吸収法（Aker Carbon Capture） 
廃棄物焼却施設：アミン化学吸収法（Shell CANSOLV） 

輸

送 

輸送タイプ 船舶輸送＋パイプライン輸送 

輸送距離 
船舶輸送     585km（Brevik からノルウェー西岸（Øygarden）） 

700km（Klemetsrud からノルウェー西岸） 
パイプライン 100km（ノルウェー西岸からノルウェー沖 Aurora 地区） 

貯

留 
貯留タイプ 海底下の沖合深部塩水層 

貯留層・深さ 海底下 2,600m 

インセンティブ等 

政府からの直接補助金 
• セメント工場 44 億 NOK（CAPEX 33 億 NOK、OPEX（10 年） 12 億）、

直接補助金 38 億 NOK 
• 廃棄物焼却施設 65 億 NOK（CAPEX 43 億 NOK、OPEX（10 年） 22

億）、直接補助金 26 億 NOK 
• 輸送・貯留 141 億 NOK（CAPEX 93 億 NOK、OPEX（10 年） 48 億）、

直接補助金 100 億 NOK 

備考 
• 本プロジェクトは PCI（Projects of Common Interest）のステータスを獲

得しており、将来的に他国からの CO2 を受け入れる想定 
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（出典）ノルウェー政府「Longship – Carbon capture and storage」 

よりみずほリサーチ&テクノロジーズ作成 

 
本プロジェクトでは、CO2 の輸送にあたり、各排出源から陸上受入ターミナルまで船舶

で輸送し、陸上受入ターミナルから塩水層までパイプラインで輸送することが計画されて

いる。船舶について、2016 年時点の FS 調査 29では、輸送条件として高圧・中圧・低圧を

想定した船舶設計を実施した結果、高圧と低圧条件では技術的課題が多いことから、中圧条

件が選定されている。また、陸上受入ターミナルまでは 13~18bar の液化状態で輸送するこ

とが想定されている。2021 年 10 月に大連船舶重工集団公司（DSIC）と、2024 年までに貨

物容量 7,500m3、長さ 130m の船舶を 2 隻製造する契約が結ばれた 30。また、2022 年 12
月にも川崎汽船株式会社と、2024 年までに貨物容量 7,500m3 の船舶を 2 隻製造する契約

が結ばれた 31。 
 

表 3-12 FS 調査における船舶輸送条件の比較（Longship） 
 低圧 中圧 高圧 

条件 ・6-8bar, -50℃ ・15bar, -25℃ ・45bar, 10℃ 

利点 ・高密度 CO2 

・LPG 船の知見 

・タンクサイズがスケーラブル 

・食品グレード品質の CO2 輸送

経験 

・技術成熟 

・エネルギー消費が少ない 

・タンク容量がスケーラブル 

課題 ・CO2 ドライアイス化の運用マ

ージが小さい 

・エネルギー集約 

・高い絶縁要件 

・タンクに大量の鋼材 

・タンク構造 

・多くのスペース、多大な鋼材料 

・困難な配管 

・低 CO2 密度 

（出典）Gassnova「Feasibility study for full – scale CCS in Norway」 

よりみずほリサーチ&テクノロジーズ作成 

 
塩水層までのパイプラインについては、陸上受入ターミナルが位置するノルウェー西岸

陸部から HDD 技術（水平方向採掘）で掘削された 650m のトンネルから海底に延びてお

り、全長 100km 程度敷設される予定である。最初の 7km 地点までのパイプラインは-300℃
の温度仕様、それ以降は-200℃の温度仕様となっており、さらに HDD 技術で掘削したトン

ネルは、液体 CO2 の凍結を防ぐため、電気ヒーターで 1℃以上に加熱される設計となって

いる。また、パイプラインでの CO2 の輸送にあたり、最大流量 1.5Mt/y（171t/h）の CO2
                                                   
29 Gassnova「Feasibility study for full – scale CCS in Norway」 
30 Northern Lights ウェブサイト https://norlights.com/news/northern-lights-awarding-
ship-building-contracts/（参照：2023 年 3 月） 
31 川崎汽船株式会社、Northern Lights JV DA「Northern Lights 社向け液化 CO2 船 2 隻の

長期契約を締結~世界初のフルスケール CCS プロジェクト~」 
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を、45barg を超える圧力で輸送可能なポンプ設備も設置する予定である。加えて、将来的

に複数の貯留地への CO2 貯留を計画しており、その拡張に対応するために Subsea facility
の設置も予定している。なお、経済的な観点から Fedjie 近海の海底に設置することが考え

られている。 
本プロジェクトでは、表 3-13 に示す CAPEX および OPEX の補助金基準が設定されて

おり、表 3-11 に示した直接補助金額はこの基準をもとに見積もられている。また、各事業

者のインセンティブについても示唆されている。回収事業者については、CO2 削減分の EU 
ETS と炭素税の支払いが免除されることがあげられており、EU ETS の対象外の CO2（生

物起源、廃棄物焼却起源）を回収した場合でも、EU ETS の取引価格に相当する金額を補償

することが検討されている。ただし、EU ETS が対象外であっても炭素税が適用されてい

た場合は、その差額が補償される、もしくは支払う必要がある。加えて、輸送・貯留費用も

免除される。輸送・貯留事業者（Northern Lights）については、Longship 以外の排出源か

らの CO2 貯留に伴う収益がインセンティブになる。ただし、10 年間のうちに一定の利益に

達した場合は、政府と収益を分け合う必要がある。 
 

表 3-13 Longship における補助金基準 
 CAPEX OPEX 

Norcem 政府が規定されたレベルまで費用を

全負担し、それを超える費用は 75%が

支援される。 

政府が 10 年間にわたって規定された

レベルまで費用を全負担し、それを超

える費用は 75%が支援される。 

Fortum Oslo Varme 政府が規定されたレベルまで費用を

全負担し、それを超える費用は 75%が

支援される。 

政府が 10 年間にわたって規定された

レベルまで費用を全負担し、それを超

える費用は 75%が支援される。 

Northern Lights 政府が陸上施設、パイプラインの設

置、および 2 隻の船舶の製造費用の

80%を支援。また、3 隻目の船舶の製

造費用の 50%を支援、さらに最大予算

まで貯留地の追加掘削の支援。 

政府が 10 年間にわたって運用コスト

のうち 83%（10 年平均）を支援。年間

貯留量が 150 万 t を超える場合は、

CO2 総量に応じて費用を事業者と政

府で配分。 

（出典）ノルウェー政府「Longship – Carbon capture and storage」 

よりみずほリサーチ&テクノロジーズ作成 
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3.1.6. Porthos 

ロッテルダム地域の製油所、水素製造プラントから CO2 を回収し、北海の枯渇ガス田に

輸送・貯留するプロジェクトである。枯渇ガス田の推定貯留量は 37Mt であり、15 年間に

わたって 2.5Mt/年の CO2 を回収・貯留することが計画されている。また、将来的に回収さ

れた CO2 は貯留だけでなく、植物の促進栽培を行う温室園芸などの他産業での利用も検討

されている。2023 年に最終投資決定し、2026 年から運用開始予定である。プロジェクトの

詳細は以下の表のとおり。 
 

表 3-14 Porthos の全体概要 
プロジェクトの概要 

全

体 

分類/状況 商用 CCS・建設中 

プロジェクト

実施者 

【回収】Air Liquide、Air Products、Exxon Mobil、Shell 
【輸送】Gasunie（パイプライン）、MAN Energy Solutions（コンプレッサー） 
【貯留】EBN 

運転開始年 2026 年 

実施地 
【回収】ロッテルダム港地域 
【貯留】北海 

回

収 

回収量 2.5Mt/年 

排出源 ロッテルダム地域の製油所、水素製造プラント 

回収技術 アミン吸収や深冷分離等（各排出源により異なる） 

輸

送 

輸送タイプ パイプライン輸送 

輸送距離 

陸上パイプライン 30km（ロッテルダム港ボトレックエリアからコンプレッ

サーステーションまで） 
海底パイプライン 22km（コンプレッサーステーションからオフショアプラ

ットフォームまで） 

貯

留 

貯留タイプ 海底枯渇ガス田貯留 

貯留層・深さ 海底下約 3km 

インセンティブ等 

• Connecting Europe Facility Funding からプロジェクトに対して 1.02 億

€の資金を提供 
• 回収事業者に対してオランダ政府が設立した SDE++（sustainable energy 

transition subsidy schem）から最大 21 億€の補助金を拠出。 

備考 

• 本プロジェクトは PCI（Projects of Common Interest）のステータスを獲

得している。 
• 将来的に回収された CO2 を貯留だけでなく、植物の促進栽培を行う温室

園芸などの他産業で利用することも視野に入れている。 
（出典）Porthos ウェブサイト 32よりみずほリサーチ&テクノロジーズ作成 

 
                                                   
32 https://www.porthosco2.nl/project/（参照：2023 年 3 月） 
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ロッテルダム地域で回収した CO2 は、42 インチ径・30km の陸上パイプラインで 35bar
の気体状態で輸送される。陸上パイプラインと海底パイプラインの接続時に、コンプレッサ

ーステーションで 35bar から最大 130bar へ昇圧後、16 インチ径・22km の海底パイプラ

インにより液体状態で輸送される。また、CO2 の注入にあたっては、注入前（坑口）、注入

中、注入後の各段階で温度や流量などが測定される。 
Porthos は CO2 輸送・貯留コスト概要を示しており、CO2 回収事業者は輸送・貯留にあ

たり表 3-15 に示すコストが請求される。料金は、主に事前に登録された輸送能力、貯留容

量、加えて事業者が測定した CO2 量に基づいて算出される。プロジェクト初期においては、

EUA（EU-ETS 取引価格）よりも CO2 回収・貯留コストの方が高いことが予測されるた

め、その差額を埋めることを目的に、SDE++（Sustainable energy transition subsidy schem）

により 15 年間にわたって最大 21 億€の支援を受けることができる。補助金は最大 60€/t-
CO2 と設定されているが、実際に支給される補助金は CO2 回収・貯留コストと EUA の差

額のみとなっている。そのため、EUA が CO2 回収・貯留コストを超えた場合は、支給が停

止される。 
 

表 3-15 輸送・貯留コスト（Porthos） 
料金項目 定義・算定方法 

FTCF（Fixed Transport Capacity Fee） 

固定輸送容量料金 

契約に基づいて登録された毎日の各時間の輸送能力（t/時間）合計に単価を乗

じた料金。メンテナンスなどを実施している時間は除く。 

SSF（Storage Space Fee） 

貯留スペース料金 

契約に基づいて登録された貯留容量の保管料金。貯留時間と貯留容量単価を乗

じて算出。メンテナンスなどを実施している時間は除く。 

TTCF（Transferable Transport Capacity Fee） 

譲渡輸送容量料金 

他ユーザーから購入した輸送容量に対する料金。他ユーザーから譲渡された輸

送容量に単価を乗じて算出。メンテナンスなどを実施している時間は除く。 

Variable Electricity Fee 

変動電気料金 

輸送・貯留システムに関連した電気料金。ユーザーが計測した CO2 量に基づ

いて、総電気料金を比例配分して算出。 

Variable CO2 Fee 

変動 CO2 料金 

Porthos が負担した CO2 漏洩分に対する EU-ETS 料金について、ユーザーが

計測した CO2 量に基づいて、比例配分して算出。 

TCE Fee（Transport Capacity Exceedance Fee） 

輸送容量超過料金 

ユーザーが計測した CO2 量が譲渡分も含めた輸送容量を超過していた場合、

1t-CO2/時間あたり 100€の支払いが求められる。 

RRP（Ramp Rate Penalty） 

ランプレートペナルティー 

ユーザーが計測した CO2 量が、その前の時間の CO2 量よりも 20%以上の変

動がある場合、1t-CO2/時間あたり 100€の支払いが求められる。 

（出典）Porthos「Standard CO2 TRANSPORT AND STORAGE CONDITIONS」 

よりみずほリサーチ&テクノロジーズ作成 
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3.1.7. Humber Zero 

英国の Immingham とその周辺の地域の産業からの CO2 を回収し、脱炭素化するプロジ

ェクトとなっており、CO2 回収に加えて、水素製造の技術開発も目的としている。輸送・

貯留については、V Net Zero および East Coast Cluster の 2 つのプロジェクトで開発され

ているインフラを利用する予定である。プロジェクトの詳細は以下の表のとおり。 
 

表 3-16 Humber Zero の全体概要 
プロジェクトの概要 

全

体 

分類/状況 商用 CCS・建設中 

プロジェクト

実施者 

【回収】Phillips 66、VPI-Immingham（Shell の回収技術） 
【輸送】National Grid Ventures、Northern Endurance Partnership、Harbour 

Energy 
【貯留】Northern Endurance Partnership、Habour Energy 

運転開始年 2027 年（VPI-Immingham）、2028 年（Phillips 66） 

実施地 
【回収】Immingham 
【貯留】Endurance、Rotiegend、Viking、Victor gas fields 

回

収 

回収量 8Mt/年（2030 年までに Immingham 工業地帯で目指されている回収量） 

排出源 Humber Refinery、VPI Immingham combined heat and power plant 

回収技術 Cansolv CO2 technology（アミン、化学吸着） 

輸

送 

輸送タイプ パイプライン輸送 

輸送距離 

・貯留地点：Endurance 
→陸上パイプライン：120km（Drax から Easington）、海底パイプライン：

103km 
・貯留地点：Rotiegend、Viking、Victor gas fields 
→陸上パイプライン：53km、海底パイプライン：140km 

貯

留 

貯留タイプ 海底下の塩水層 

貯留層・深さ 
・海底下 1.6km（Endurance） 
・海底下 9,000 フィート（Rotiegend、Viking、Victor gas fields） 

インセンティブ等 • ISCF（Industrial Strategy Challenge Fund）：￡12.7M（初期費用：￡25M） 

備考 

• ビジネス・エネルギー産業戦略省（BEIS）が後援する UKRI が ISCF を

設立。ISCE は 4 テーマ、23 課題を対象に資金提供を実施。本プロジェク

トはクリーンな成長、産業の脱炭素化のプログラムにあてはまる。本プロ

グラムは、phase1、2 に分かれており、phase1 ではプロジェクト計画を

策定し、phase2 では phase1 のプロジェクトの中から実施するものが選

定される。 
（出典）Humber Zero ウェブサイト、Humber Zero「TECHNOLOGY SELECTION REPORT」、 

UK Research and Innovation ウェブサイト 33よりみずほリサーチ&テクノロジーズ作成 

                                                   
33 https://www.ukri.org/what-we-offer/our-main-funds/ukri-challenge-fund/（参照：2023 年 
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V Net Zero は、Immngham 地域から回収した CO2 の輸送・貯留プロジェクトである。

2027 年から稼働予定となっており、2034 年までに最大 11Mt/年以上の CO2 貯留が目指さ

れている。本プロジェクトは 2018 年までに稼働していた Lincolnshire Offshore Gas 
Gathering System（LOGGS）と呼ばれる天然ガス回収設備（ガスターミナル、海底パイプ

ライン）を再利用している。Immingham 地域で回収した CO2 は 53km にわたる陸上パイ

プラインで Theddlethorpe と呼ばれるガスターミナルまで輸送され、海底パイプラインと

接続される。海底パイプラインは貯留地から 23km の地点までは新設されるが、それ以外

の 120km は既存パイプラインが再利用される。ただし、ガスターミナルから海に至るまで

の陸部のパイプラインは取り換えが予定されている。また、既存パイプラインは、元々は天

然ガスを輸送していたため、CO2 腐食評価等が実施されており、CO2 輸送に適していると

いう結果が得られている。 
East Coast Cluster は、Humber 地域と Teeside 地域から排出される CO2 の輸送・貯留

プロジェクトとなっており、地域ごとに陸上および海底パイプラインが敷設されるが、貯留

地は共通の海域帯水層が利用される予定。陸上パイプラインについては、East Coast 
Cluster の一部である Humber Low Carbon Pipeline プロジェクトで建設され、Humber 
Zero プロジェクトだけでなく、Humber 地域で進められているいくつかの回収プロジェク

トと共通インフラとして利用が予定されている。 
英国政府は、CCUSへの民間投資を呼び込むために、CCS Infrastructure FundのCluster 

Sequencing process の中で輸送・貯留、産業用 CCUS、CCUS 付き発電のビジネスモデル

が検討されている。輸送・貯留のビジネスモデルとしては、基本的に輸送・貯留事業者は、

パイプラインおよび貯留層の利用者からの料金が収益となるが、許容収益を満たさない場

合は、消費者・納税者から徴収して収益を確保することが検討されている 34。 
  

                                                   
34 https://www.gov.uk/government/publications/carbon-capture-usage-and-storage-ccus-
business-models（参照：2023 年 3 月） 
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3.2. CO2 サプライチェーン要素技術毎の動向 

3.2.1. CCUS サプライチェーンの全体像 

CCUS のサプライチェーンは「分離回収プロセス」、「輸送プロセス」、「利用プロセス」、

「貯留プロセス」に大別される。CCUS のサプライチェーン及び各プロセスにおける要素

技術は下図のとおりである。本調査では、特に「輸送プロセス」と「貯留プロセス」につい

て詳細を整理する。 
 

 
図 3-5 CCUS サプライチェーンの全体像 

（出典）みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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3.2.2. 要素技術の技術成熟度 

輸送プロセスの要素技術はほとんどが商業段階である。ただし、大規模船舶輸送は世界的

にも導入されている実績がなく、今後技術開発が必要な要素であることから、TRL3 となっ

ている。 
貯留プロセスの要素技術は石油・ガス事業の既存技術がベースであるため、TRL は商業

レベルである。ただし、比較的新しい貯留先である玄武岩層への固定や ECBM の技術は技

術開発～実証レベルとなっている。 
 

表 3-17 輸送・貯留プロセスの要素技術の技術成熟度（TRL） 
プロセス 要素技術 TRL* 
輸送 脱水・圧縮・液化等 9 

パイプライン 8-9 
トラック・ローリー 8-9 

鉄道 8-9 
船舶(飲料・食品向けの小規模運送) 9 
船舶(沖合貯留等向けの大規模輸送) 3 

貯留 石油増進回収(EOR)・モニタリング 9 
帯水層への圧入・モニタリング 9 

枯渇ガス田・油田への圧入・モニタリング 5-8 
玄武岩層への固定 2-6 

ECBM(Enhanced Coal Bed Methane) 2-3 
（出典）みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

 
表 3-18 IEA-GHG による CCS の TRL の定義 

 
（出典）GCCSI「Technology Readiness and Costs of CCS」 
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3.2.3. 要素技術の概要と動向 

(1) 圧縮・液化プロセス 

脱水や圧縮、液化等の輸送の前段階における技術は、効率や安定性の向上を目的とした技

術改良は継続しているものの、基本的には成熟した技術である。CO2 は既に産業ガスとし

てローリーやボンベを利用して流通している。 
圧縮・液化には、遠心式コンプレッサーやレシプロコンプレッサーが利用されている。脱

水技術にはいくつか種類があるが、天然ガス産業でも利用されているトリエチレングリコ

ール（TEG）の例を以下に挙げる。米国エネルギー省の調査 35では、2050 年における CO2
分離回収技術では本手法が最も採用される見通しとなっている。 
 

 
図 3-6 脱水工程の一例 

（出典）DOE「Carbon Capture,Transport, & Storage Supply Chain Deep Dive Assessment」 

  

                                                   
35 DOE「Carbon Capture,Transport, & Storage Supply Chain Deep Dive Assessment」 
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(2) パイプライン輸送プロセス 

陸上・海上共に、米国を中心とした海外で既に商業的に実績がある輸送方法であり、輸送

量が大規模かつ輸送距離が短～中距離の場合に最も低コストの輸送方法となる。 
圧力は、気相または液相・超臨界相のいずれかの状態で輸送しており、温度条件が 5～

25℃の場合、気相は 4.5MPa、液相・超臨界相は 7.4MPa 以上（輸送中に超臨界相状態を維

持するため 10MPa 以上が好ましい）となる。他の条件が同じであれば、液相・超臨界相の

方がパイプラインの直径が小さく低コストになる場合が多いため、液相・超臨界相での輸送

が選択される場合が多い。 
CO2 パイプラインの設計は、天然ガスパイプラインと同様であると考えられることが多

いが、幾つか異なる点がある。一般的に超臨界相で輸送されるため、CO2 圧力は 1,800～
2,700 psi/in2（psi: pound per square inch、12.4～18.6 MPa 相当）であり、200～1,500 
psi（1.38～10.3 MPa）という一般的な天然ガスパイプラインの操業圧力よりも高い傾向に

ある。高圧を維持するためパイプラインの途中にブースターステーション（ポンプ）が必要

である。CO2 輸送パイプラインは、天然ガスパイプラインと同じ材料で作ることができる

が、高圧であるため、天然ガスパイプラインと比較してより壁の分厚いパイプが必要となる。 
CO2 パイプラインの運用・保守は天然ガスパイプラインと基本的に同様で、主にパイプ

ラインの監視や定期的な検査、CO2 流量の計測、必要に応じた遮断・起動が必要となる。

パイプライン検査ピグとは、パイプラインに発生する腐食・変形等の様々な欠落を、操業を

止めずに検査する装置で、天然ガスや石油パイプラインに使用されている技術である。また、

CO2 流量の測定装置は、天然ガス等の測定にも利用されるベンチュリ―メーターやオリフ

ィスメーターなどが利用可能である。 
CO2 パイプラインコストは建設コスト、運用維持費（人件費・メンテナンス費・燃料費）、

プロジェクト終了時の廃棄コストが含まれる。CO2 パイプラインの建設コストは一般的に、

使用するデザインと材料、必要なパイプラインの長さ、システムの構造（サブパイプライン

の本数やハブの有無など）、エネルギー消費量、規制・許認可対応、設計と操業の規格など

に影響を受ける。 
下図に、1991～2003 年に米国で建設されたパイプラインの建設コストの平均割合を示す。

また、別の研究では天然ガス等のパイプラインと比較すると平均して 10%程度高コストで

あることもわかっている。 
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図 3-7 パイプラインコストの内訳 

（出典）GCCSI「CARBON DIOXIDE (CO2) DISTRIBUTION INFRASTRUCTURE」 
 
具体的なパイプラインの敷設状況は下図のとおりである。また、次頁に米国の既知のパイ

プラインを事例として、特徴とコストをまとめる。パイプラインコストが広範囲に及ぶ理由

は、様々なタイプの地形や条件（湿地、平地または山地、都市）による建設の課題、および

パイプラインやユーティリティのアクセスに係る用地利用権といった課題に関連している。 
 

 
図 3-8 米国の CO2 パイプライン敷設状況 

（出典）NPC「MEETING THE DUAL CHALLENGE A Roadmap to At-Scale Deployment of 

CARBON CAPTURE, USE, AND STORAGE CHAPTER SIX」よりみずほリサーチ＆テクノロジーズが

作成 
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表 3-19 米国の既知の CO2 パイプラインの特徴 
パイプライ

ン名 
Green 

Pipeline 
Greencore 
Pipeline 

Seminole 
Pipeline 

Coffeyville 
Pipeline 

Webster 
Pipeline 

EMMA 
Pipeline 

TCV 
Pipeline, 

LLC 
会社 Denbury 

Gulf Coast 
Pipelines, 

LLC 
（LA）、

Denbury 
Green 

Pipeline-
Texas, LLC 
（TX） 

Greencore 
Pipeline 

Company, 
LLC 

Tabula 
Rasa 

Energy, 
LLC 

Perdure 
Petroleum, 

LLC 

Denbury 
Green 

Pipeline – 
Texas, LLC 

Tabula 
Rasa 

Energy, 
LLC 社 

Texas 
Coastal 

Ventures, 
LLC 

状態 LA/TX WY/MT TX KS/OK TX TX TX 
建設年 2009-2010 2011-2012 2012 2013 2013 2015 2016 

パイプライ

ン長さ 
（マイル） 

320 232 12.5 67.85 9.1 2 81 

パイプライ

ン直径 
（インチ） 

24 20 6 8 16 6 12 

最大使用圧

力 
（psig） 

2,220 2,220 1,825 1,671 2,220 2,319 2,220 

総コスト 
（$/マイ

ル） 

$3,044,000 $1,372,700 $480,000 $928,500 $3,190,000 $750,000 N/A 

直径あたり

コスト 
（$/直径イ

ンチ・マイ

ル） 

$126,823 $68,635 $80,000 $116,062 $199,176 $125,000 N/A 

備考 Galveston
湾と交差す

る広大な湿

地帯や湿地

帯に立地 

35%が公有

地・州有

地、65%の

私有地にお

ける用地利

用権を獲得

している 

- パイプライ

ン下部の岩

石が施工上

の課題であ

り、主なボ

ーリング必

要条件であ

った。 

郊外地域に

大きな影響

を与える通

行権が必要

であり、パ

イプライン

の 60%以上

が水平方向

の掘削によ

って敷設さ

れたため、

建設コスト

が大幅に増

加した 

- Hilcorp 
Energy I, 
L.P. 
（50%）

と、Petra 
Nova LLC 
（50%） 
農場と放牧

地に敷設さ

れ、大部分

が他のパイ

プラインや

送電線と併

置されてい

る。 

（出典）NPC「MEETING THE DUAL CHALLENGE A Roadmap to At-Scale Deployment of 

CARBON CAPTURE, USE, AND STORAGE CHAPTER SIX」よりみずほリサーチ＆テクノロジーズが

作成 
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メキシコ湾岸、パーミアン盆地、ロッキー山脈地域で運用されている各パイプラインシス

テムには、CO2 の品質基準が定められている。以下に示す通り、不純物や汚染物質の分類

はシステム間で共通であるが、それぞれの限界値はわずかに異なる。 
 

表 3-20 米国の CO2 パイプラインにおける CO2 品質基準 
対象物質 基準 不純物が影響を与える対象とその概要 
CO2 純度 95%-体積  パイプライン：CO2 純度が低いと、一定量の CO2 を輸送す

るための配管の直径または圧力が増加。また、水の含有許容

水準がより厳しくなる。 
水分 12～ 45lbs/MMcf(体積

比 250～950ppm)未満 
 パイプライン：パイプラインの腐食とハイドレート形成につ

ながる可能性がある。 
硫化水素 重量比 10～45ppm未満  パイプライン：腐食の懸念がある。H2S が多く含まれると、

パイプラインの水素誘起割れにつながる可能性がある。 
 圧入(EOR)：H2S が多く含まれると、EOR の最小混和圧

(MMP)を低下させる可能性がある。 
窒素 体積比 0.9～4%未満  周辺設備：N2 水準が高いと、より大きなポンピング/圧縮を

必要とする。 
 圧入(EOR)：N2 水準が高いと、EOR の MMP を上げてしま

う。 
総硫黄 重量比 10～35ppm未満  パイプライン：硫黄酸化物(SOx)と窒素酸化物(NOx)は、腐食

性の酸を生成する可能性がある。 
酸素 体積比 10ppm 未満  圧入(EOR・帯水層)：酸素の基準は貯留設備および EOR に

関連する設備の技術要件に従って設定される。O2 レベルが

高いと、地層における微生物や藻類の成長や腐食の可能性が

ある。 
炭化水素 体積比 4～5％未満  パイプライン：CO れメルが高く、水が含まれる場合、酸を

発生させ腐食の可能性がある。 
 周辺設備：CH4 がより高い場合、より大きなポンピング/圧

縮を必要とする。水素がより高い場合、追加のポンプ/圧縮、

潜在的な破損の問題の軽減が必要となる。 
 圧入(EOR)：メタンや水素がより高いレベルで含まれる場合

は、EOR の MMP が増加する。 
温度 90℉～120℉未満(32.2～

48.9℃未満) 
 パイプライン：高温は外部パイプコーティングを損傷し、パ

イプラインの密閉性に影響を与える可能性がある。逆に極端

な低温は、パイプラインの建設に使用される金属に影響を与

える可能性がある。 
グリコール 0.3gallons/MMcf  周辺設備：グリコール濃度が高くなるとポンプシールに損傷

を与える可能性がある。 
配送圧力 1,200 ～ 2,200psig(8.27

～15.17 Mpa) 
 コスト：高圧状態を維持することで、輸送コストを削減する

ことができる。 
（出典）NPC「MEETING THE DUAL CHALLENGE A Roadmap to At-Scale Deployment of 

CARBON CAPTURE, USE, AND STORAGE CHAPTER SIX」 

よりみずほリサーチ＆テクノロジーズが作成 

 
米国では、過去に数件、CO2 パイプラインの事故が発生している。特に被害額が多かっ

た事故は 2020 年ミシシッピ州で起きた事故で、そのうちの 1 つは大雨が引き起こした土砂

崩れによるひずみが原因でパイプラインが破裂し CO2 が放出・気化し、付近の住民 200 人
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が避難、45 人が病院へ搬送される事故となった。 
 

表 3-21 米国における CO2 パイプラインに関連する事故の件数・被害額等の推移 

 
（出典）DOT ウェブサイト 36 

表 3-22 ミシシッピ州における CO2 パイプライン事故の概要 
地域 ミシシッピ州サタルティア ミシシッピ州マディソン 
年 2020 年 2 月 2007 年 6 月 
運営 Denbury Gulf Coast Pipelines LLC Enmark Energy, INC 
概要  大雨後土砂崩れが発生。PL の溶接部に過度

のひずみが発生 
 パイプラインの破裂地点から、9,532 バレル

の液化 CO2 が放出し、気化 

 第 3 者の掘削によるパイプライン損傷 
 50 バレルの液化 CO2 が漏えい 

被害  破裂地点近くの住民 200 人が避難。45 人が

病院に搬送 
 被害総額は 4,025,722 ドル 

 けが人 1 名 
 被害総額は 33,780 ドル 

その後

の対応 
 気候変動、地学的ハザード、土壌安定性の

問題によるリスクに対処するため、運営会

社の認知とリスク緩和の努力 
 近隣住民による緊急対応の認識を確実にす

る取り組み 
 2022 年 5 月に、DOT が「Pipeline and 

Hazardous Materials Safety 
Administration」を公開。CO2 パイプライ

ンの安全性に関して、新しい安全規則の計

画を発表 

(情報なし) 

（出典）DOT「Pipeline and Hazardous Materials Safety Administration」 

よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

                                                   
36 https://www.phmsa.dot.gov/data-and-statistics/pipeline/pipeline-incident-20-year-trends
（参照：2023 年 3 月） 
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(3) トラック・ローリー輸送プロセス 

陸上のトラック・ローリー輸送は、既に商業的に利用されている方法である。主に小規模

需要（数 kg～1 トン未満）に対してはボンベや LGC（超低温液化ガス容器）をトラックで

輸送する方法、中規模需要（数十トン）に対しては液化ローリー輸送方法が選択される。 
日本国内で運行される液化ローリー車のほとんどは 8~10 トン車で、-20℃、2MPa で輸

送されている。海外では、IEAGHG によると 2~30 トンの範囲まであり、一般的に-30℃、

1.7MPa である。 
 
(4) 船舶輸送プロセス 

排出源と貯留サイト間に海がある場合や、輸送距離がパイプライン輸送に比べて長距離

である場合は、船舶輸送が採用される。船舶輸送技術は、-20℃・2MPa の小規模船舶技術

は存在するものの、大容量・長距離輸送に適した CCUS 向けの低温・低圧（-50℃・0.9MPa
付近）船舶輸送技術の確立が課題となっている。低温・低圧は CO2 の三重点に近く、輸送

中にドライアイス化のリスクがあるため精密な制御・タンクの設計が必要となる。 
大規模 CCS 向けの船舶輸送実証がノルウェーで実施されているが、2024 年までに開始

予定のフェーズ 1 は中温・中圧での 7,500m3（7,500 トン）規模の実証となる。一方、国内

で 2024 年開始が目指される CO2 大量輸送のための船舶輸送実証事業では低温・低圧が実

証される予定である。 
 

表 3-23 船舶輸送に関連するプロジェクトの概要 
プロジェクト 国 技術概要など 
Northern Light 
（Longship プロジェクトの

輸送・貯留プロセス） 

ノルウェー  フェーズ 1 では FS 調査の結果、中温・中圧（平均

-28.5℃・1.4MPa）が採用され、大連造船（中国）

が船舶エンジニアリングを担当。 
 フェーズ 2 は未定だが、低温・低圧が検討される

予定。 
船舶による CO2 大量輸送技

術確立のための技術開発お

よび実証事業（NEDO） 

日本  低温・低圧を検討。 
 LCO2 の圧力制御等は川崎汽船、日本ガスライン、

お茶の水女子大学が、船舶管理は山友汽船が、船舶

エンジニアリングは三菱造船が担当。 
Deep Cstore1 プロジェクト 豪州  タンクの条件は未定。 

 船舶管理は商船三井が担当。 
東海ガス田 CCS 事業 韓国  タンクの条件は明らかにされていないが、容積は

74,000m3 で世界最大級 
 現 代 重 工 、 Korea Shipbuilding & Offshore 

Engineering（韓国）が船舶エンジニアリングを担

当。 
（出典）みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

 
Northern Lights プロジェクトでは、DNV が低温・低圧の LCO2 輸送船の運用・保守に

関する検討プロジェクト「CETO：CO2 Efficiently Transported via Ocean joint industry 
project（JIP）」を実施予定である。本プロジェクトは、低温・低圧の輸送船における技術的

な不確実性を軽減させるため、8 つのワークパッケージに分けて実証試験やシミュレーショ
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ン、研究を行うものである。船舶輸送の運用および保守に関して、LCO2 船の設計、材料の

選択と試験、貨物の取り扱いに関する中規模の試験とプロセスシミュレーション、液化、低

圧下での CO2 の挙動の試験を実施する予定である。 
 

(5) 貯留・モニタリングプロセス 

CO2 の圧入・モニタリング技術は主に石油・ガス産業における技術を利用でき、基本的

な技術は確立されている。 
圧入は超臨界 CO2 の状態で地下 800m 以上の地層に貯留する。CO2 の地中貯留プロジ

ェクトは適地選定、圧入設備の建設、圧入、閉鎖の順で進み、これらの工程に沿って、地質

モデリング技術、掘削技術、圧入技術、貯留層シミュレーション技術等が圧入技術として挙

げられる。これらの技術は天然ガスや石油等の資源開発の技術が利用可能である。 
「トラッピングメカニズム（CO2 が地中に圧入後、地中に留まりつづけ不動状態となる

こと）」としては、「構造トラップ（遮へい層下で不動状態となること）」、「残留ガストラッ

プ（岩石中の粒子の孔隙間の亀裂に入りトラップされること）」、「溶解トラップ（遮へい層

下にある貯留層に圧入後、次第に地層流体に溶解すること）」、「鉱物沈殿トラップ（既存の

岩石と化学反応し、炭酸塩鉱物として沈殿、トラップされるこ）」の 4 つが挙げられる。 
圧入先の条件として、貯留層の上に遮へい層があること、遮へい層が完全にトラッピング

が可能なこと、十分な貯留容量と等価性が確保されていること、超臨界を保つ深度にあるこ

とが挙げられる。具体的な貯留層の種類は下表のとおりである。 
 

表 3-24 貯留層の種類と概要 
概要 
枯渇油ガス田 枯渇ガス油田はもともと石油やガスが蓄積されており貯留の完全性・安全性が実証され

ていること、地層構造の調査やモニタリング技術が既存産業で開発されていること、既

存インフラが活用できる可能性があることなどから、貯留適地として考えられている。 
帯水層 帯水層は孔隙が多く、水などの流体を通しやすい地層であり、空隙の中は水(あるいは塩

水)で満たされている。必要とされる技術は EOR など油田・ガス田への貯留と同様であ

るが、圧入された CO2 の移動を阻止するトラップ構造(遮へい層)と、貯留を行える十分

な空隙(貯留層)を必要とする。 
CO2-EOR CO2-EOR(Enhanced Oil Recovery)は、地下の原油層に高圧の CO2 を圧入して原油層

内の圧力を維持し、さらに、原油の粘性、界面張力を低下させ流動性を高め、原油の回

収率を高める技術であり、米国を中心に商業的に成立。 
玄武岩層固定 玄武岩層には、一般的にミクロな孔隙やマクロな亀裂が存在し、そこに液体または超臨

界状態の CO2 や CO2 が溶解した海水を注入すると、玄武岩に含まれる金属イオンと

CO2 との化学反応により炭酸塩鉱物を形成することで固定する(形成には数年程度)。 
ECBM ECBM は、採掘不能な石炭層に CO2 を注入することによって、石炭に吸着しているメ

タンに優先して CO2 が吸着され、メタンを置換するもの。 
（出典）GCCSI「Technology Readiness and Costs of CCS」、NETL ウェブサイト 37 

よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
 
モニタリングは CO2 が地下に貯留され続けていること（貯留層からの CO2 漏洩の有無）

の確認、及び CO2 漏出等により環境への悪影響がないかを確認するために実施する。モニ

                                                   
37 https://www.netl.doe.gov/carbon-management/carbon-storage/faqs（参照：2023 年 3 月） 
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タリング対象や目的により、適切な手法が選択される。 
 

表 3-25 モニタリングの種類と概要 
概要 
圧入 CO2 及び貯留層 
の性状 

坑井モニタリング 等 

地層内における CO2 
の挙動 

弾性波探査／電磁探査・電気探査／重力探査／微小振動観測 等 

貯留層からの漏洩、 
貯留層上層への移動 

弾性波探査／音響探査／坑井モニタリング 等 

大気又は海水への漏出 海洋モニタリング／フラックス測定／地下水、土壌ガスサンプリング 等 

 
モニタリングコストは選択する手法や調査回数、期間によって異なるが、以下に事例を示

す。 
 

表 3-26 モニタリングコストの例 
プロジェクト名 分類 モニタリングコスト 備考 

Midwest Regional Carbon 
Sequestration Partnership 
Niagaran Reef CO2-EOR 
Industrial-scale 
Demonstration 

実証

CCS 
$1.23USD/t 
$208,000USD/y(2004-2017) 
Total $2,700,000USD 

コストには、圧入井の設置・建

設、技術スタッフおよび管理サ

ポートは含まない。 

Quest Carbon Capture and 
Storage Facility 

商用

CCS 
$1.5-2.0CAD/t 
$1,500,000-2,000,000CAD/y 
(2015-2019) 
Total $20,250,000 

- 

Sleipner CCS Project 商用

CCS 
～€2.0/t 
～€2,000,000/y(1996-2018) 
Total ～$42,000,000 

- 

Mountaineer Product 
Validation 
Facility CCS Project 

実証

CCS 
$63.0USD/t 
$294,320/y(2009-2011) 

- 

（出典）IEAGHG「Technical Report Monitoring and Modelling of CO₂ Storage: The Potential for 
Improving the Cost-Benefit Ratio of Reducing Risk」よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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3.3. CO2 サプライチェーンコストとコストダウンの方向性 

3.3.1. Global CCS Institute による分析事例 

Global CCS Institute（以下 GCCSI）により分析されている CCS のコスト構造は以下の

とおりである。各要素のコストは、プロジェクト固有のものであり、資本金、設備、人件費、

エネルギー、その他の消耗品のコストは、施設の規模や場所によって大きな違いがある。技

術は重要なコスト要因であるが、それだけが唯一の要因だけではないことに留意する必要

がある。各プロセスのコストの詳細を次より示す。 
 

表 3-27 CCS コスト構造とコスト因子の分析 
プロセス コスト構造 コスト因子 
分離回収  排出原からの CO2 分

離回収コスト 
 CO2 精製コスト 

（基本的には体積比

で 95％以上の純度） 

 CO2 ガスの分圧、つまり濃度が低いほど、また、回収規

模が小さいほどコストが増加する。 
 規模の経済の他、モジュール化、エネルギー転換や排熱

の利用、プロセスの最適化、次世代技術との組み合わせ

を通じて、CO2回収コストを削減することは可能である。 
液化・圧縮  CO2 輸送方法に合わ

せた、脱水および圧

縮・液化コスト 

 コンプレッサーの CAPEX と、駆動に係るエネルギーコ

ストが主なコスト因子。エネルギーコストは流量に比例

して大きくなる一方、CAPEX は流量が増えるほど CO2
トン当たりのコストは低減する。 

 技術革新・成熟によるコスト低減はさほどないと予想さ

れている。 
輸送  CO2 のパイプライン、

船舶、車両による輸送

コスト 

 パイプライン輸送の主なコスト因子は CO2 の形態（コス

トは気相＞密相）、規模（流量が増えるほどコスト減）、距

離（長距離なほどコスト高）。 
 中程度規模以上の場合、輸送距離が非常に長くなると、

船舶輸送がパイプライン輸送に比べて経済的に有利にな

る。 
貯留・ 
モニタリング 

 CO2 圧入コスト 
 圧入後のモニタリン

グおよび検証コスト 

 コスト因子として、サイトの選択（オフショア/オンショ

ア、特定サイトの知見の有無、既存インフラの有無など）、

貯留事業の展開状況（ノウハウが蓄積されることでコス

ト減につながる）、技術革新（デジタルイノベーションな

ど）が挙げられる。 
 既存のデータとインフラストラクチャの再利用が可能な

陸上サイトが最もコストが低い。オフショアサイトでは

データがほとんどないためコスト高になりやすく、さら

に再利用するインフラがない場合は最もコストが高くな

ることがわかっている。 
（出典）GCCSI「Technology Readiness and Costs of CCS」よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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(1) 回収コスト 

回収コストは、CO2 ガスの分圧が高いほど、また、回収規模が大きいほどコストが小さ

くなる。 
CO2 の分圧が高いほど、溶媒などの媒体に CO2 が吸着しやすくなり、設備規模が小さく

なり CAPEX が削減されるため、コストが低くなる。分圧が低い、つまり低濃度 CO2 の回

収には一般的に化学吸収法が用いられるが、CO2 を溶媒から脱離する際に熱エネルギーを

要し、低濃度であればあるほど、OPEX 増加の要因となる。 
また、他の産業施設と同様、スケールメリットがあり、生産率が高ければ高いほど回収コ

ストが低くなる。なお、一般的に CAPEX は規模の n 乗に比例し、n の範囲は 0.6（単一の

トレイン）～0.8（複数のトレイン）となる。 
この 2 つの要因に関して、GCCSI がプロセスのモデル化を行い試算した CO2 回収コス

トを示す。 
 

 
図 3-9 化学吸収法による CO2 回収コストの試算結果 

（出典）GCCSI「Technology Readiness and Costs of CCS」 
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表 3-28 CO2 回収コスト試算に係る前提条件 
CO2 回収設備の前提条件 

所在地 米国テキサス州 

建設年数 3 年 

資本回収係数（capital recovery factor：CRF） 8.88% 

稼働年数 30 年 

回収方法 化学吸収法 

溶剤 MEA（重量 30%） 

回収率 90% 

（出典）GCCSI「Technology Readiness and Costs of CCS」よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

 
また、GCCSI は天然ガス・コンバインド・サイクル（NGCC）と超臨界圧微粉炭（SCPC）

の 2 つの発電用途におけるスケールメリットを分析している。規模が大きくなると回収コ

ストは大幅に減少するが、回収能力が 0.3Mtpa を超えると減少幅は少なくなり、最終的に

は 0.5~0.6Mtpa で横ばいになる。このことから、回収コストを最小限に抑えるには、

0.4~0.45 Mtpa 以上にすることが望ましいが、一定規模以上では、十分に大きな規模（約

0.5Mtpa）で標準単位としモジュール化を図る方が、コストメリットがあることが示されて

いる。 
 

 
図 3-10 NGCC と SCPS からの CO2 回収コストの試算結果 

（出典）GCCSI 公表資料「Technology Readiness and Costs of CCS」 

 
モジュール式 CO2 回収プラントは、大量生産技術の下で標準化された方法で建設された

ものである。通常、専用の施設でオフサイトにより製造され、個別のモジュラー型コンポー
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ネント（多くの場合、輸送用コンテナ）で出荷される。例えば、Aker Carbon Capture は

現在、モジュール式のカーボンキャプチャプラントを 「Just Catch」 ブランドで販売して

いる。モジュール式 CO2 回収プラントは以下のメリットをもたらす。 
 

表 3-29 モジュール化によるメリット 
項目 概要 
建設に係る 
メリット 

 プラント設計が標準化されているため、セミオーダーで設計が可能となる。 
 自動操作の導入が容易。 
 現場での施工時間の短縮。 

その他財政的な 
メリット 

 建設期間の短縮により、保険期間の短縮や、仮設の建設施設等の設置期間の

短縮、プロジェクト管理スタッフの使用要件の削減など、副次的な財政メリ

ットが生まれる。 
（出典）GCCSI「Technology Readiness and Costs of CCS」よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

 
化学吸収法では、そのエネルギーのほとんどが蒸気で供給される。発電所や通常の産業プ

ラントなどは、CO2 回収で消費されるエネルギーペナルティは、一般的に発電損失や新規

ボイラーの投資・運転コストのいずれかとして反映される場合が多い。一方、鉄鋼、紙パル

プ、廃棄物などの大規模な産業プラントでは、CHP からの熱供給を利用できる。また、セ

メントや鉄鋼などの製造では、製造工程で発生する廃熱を利用して回収コストを下げるこ

とも可能である。 
 

 

図 3-11 天然ガスボイラー、熱電併給 （CHP） 、石炭火力発電、NGCC、廃熱 
およびエネルギーコストゼロの CO2 回収コスト試算結果 

（出典）GCCSI「Technology Readiness and Costs of CCS」 

 



72 
 

また、回収コストは技術革新によるコストダウンの可能性があることも示されている。コス

ト因子と技術革新によるコストダウンの方向性を以下に示す。 
 

表 3-30 技術革新による CO2 回収コスト削減の方向性 
影響因子と概要 技術開発の方向性 
CAPEX 装置サイズ  サイズが大きいほど、CAPEXに影

響を与える。サイズの大きさは、処

理する排ガスの体積に比例する。 

【材料】より吸着速度の速い吸着媒

体を使用する。 

装置の材料  ステンレス鋼（または他の高コス

ト材料）を使用する場合、CAPEX
に大きな影響を与える。 

【機器】優れた耐腐食性と機器の完

全性とのバランスを取る必要がある

が、より低コストの材料（例えば炭素

鋼やコンクリートなど）を使用する。 
プロセス 
設計 

 レトロフィットの場合、CO2 回収

プロセスを導入する場合、新しい

プロセスを導入する必要があり、

CAPEX に大きな影響を与える。 
 主に、蒸気供給システムの導入や

冷却システムの拡張、排ガスの煙

道との接続など。 
 蒸気タービンに大幅な改造が必要

な場合、特に複雑でコストがかか

る。最悪の場合、蒸気タービンの完

全な交換が必要になる可能性もあ

る。 

【プロセス】プロセス設計の最適化

を行う。 

OPEX エネルギー

消費 
 化学吸収法では、CO2 の脱離に熱

エネルギーを要し、OPEX の大部

分を占める。 

【材料】再生エネルギーが低い高機

能溶剤の開発 
【プロセス】最適な蒸気供給が可能

なプロセス設計の開発（排熱回収な

ど） 
吸着材の 
交換 

 化学吸収法でよく使われるアミン

は、加熱と冷却を繰り返すことで、

劣化することが多い。 
 劣化したアミンの交換は継続的に

行う必要があり、OPEX に大きな

影響を与える。 

【材料】新化合物や溶剤添加剤によ

る溶剤劣化の低減。 

（出典）GCCSI「Technology Readiness and Costs of CCS」よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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(2) 液化・圧縮、輸送、貯留・モニタリングコスト 

輸送・貯留プロセスは大きく分けて、「液化・圧縮＋脱水」、「輸送」、「貯留」、「モニタリ

ング」がある。 
CO2 の大規模輸送方法としては主にパイプライン輸送と船舶輸送があるが、それぞれの

輸送方法に合わせた圧力まで圧縮するプロセスが必要となる（パイプライン：CO2 の高密

度相（>74 bar）への圧縮、船舶：液化・圧縮が必要）。また、回収した CO2 は通常水を含

む。パイプラインやその他の機器の腐食を防ぐため、脱水プロセスが必要で、脱水は一般的

には圧縮・液化プロセスとともに行われる。パイプラインおよび船舶の輸送コストは、規模

および輸送距離によって大きく異なる。 
下図に示すものは米国メキシコ湾岸での貯留を想定した場合のコストであるが、あくま

で目安である。コストは常にプロジェクト固有であり、設備 CAPEX、人件費、エネルギー

およびその他の消耗品コストは、場所によって大きく異なる。 
 

 
図 3-12 米国湾岸における米国湾岸における CO2 輸送・貯留サプライチェーンの 

要素ごとのコスト試算結果 
（出典）GCCSI「Technology Readiness and Costs of CCS」 

 
パイプライン輸送コストは CO2 の形態、規模、輸送距離に大きく影響される。下図は、

豪州の CO2 パイプライン費用の内部分析に基づいた見積もり（年間 CAPEX と OPEX）を

示している。パイプラインコストは各国・各地域で異なるが、下図に示すようなコスト曲線

は共通である。 
 



74 
 

 
図 3-13 豪州のパイプラインのコスト（年間 CAPEX・OPEX）試算結果 

（出典）GCCSI「Technology Readiness and Costs of CCS」 
 
中程度規模の場合、輸送距離が非常に長くなると、船舶輸送がパイプライン輸送に比べて

経済的に有利になる。また、船舶輸送の場合、異なる貯留サイトに運ぶことが可能であり、

仮に貯留サイト間で価格競争が発生た場合に有用であることが示されている。 
 

表 3-31 輸送コスト因子の概要 
輸送コスト因子 概要 

CO2 の形態 パイプライン輸送の場合、他の条件が同じであれば気相は密相よりも直径が大

きくなるため、高コストになる傾向。 
規模 小さな流量は非常にコスト高となるが、流量が増加するにつれ急速に低下し、

メガトン規模になると平準化される 
距離 輸送距離が長くなるほどコスト高となる。 

中程度の規模の場合、非常に長距離の場合は船舶輸送が有利になる。 
（出典）GCCSI「Technology Readiness and Costs of CCS」 

よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
 
貯留サイトの空隙を最大限有効活用するためには、高密度相（>74 bar）への圧縮が必要

となる。また、パイプライン輸送の場合、気相に比べて密相へ圧縮する方がコスト低減可能

である。圧縮コストは、コンプレッサーの CAPEX と、駆動に係るエネルギーコストが主な

因子である。エネルギーコストは流量に比例して大きくなるため、規模の経済は働かない。

一方、CAPEX は流量が増えるほど CO2 トン当たりのコストは低減する。圧縮技術は、主

に効率と安定性の向上を目的とした技術改良は継続しているが、技術革新・成熟によるコス

ト低減はさほどないと予想されている。 
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CO2 の圧入・貯留・モニタリングの基礎的な技術は既に確立されている。コスト因子は

以下のとおり分析されている。 
 

表 3-32 CO2 貯留コスト因子の概要 
コスト因子 概要 
サイトの選択  オイル・ガス産業で採用されている既存技術が活用可能。米国では 1～18 ド

ル/t-CO2 という推定貯留コストが公表（米国石油審議会 2019）。 
 貯留コストに影響を与える、サイトに関連した因子は以下のとおり。 

 アクセス：オフショアはオンショアのストレージに比べてコスト高。既

存の土地やインフラが利用できる場合、コストが抑えられる。 
 知識：過去の油ガス田の探鉱・開発が実施されたサイトは知見が十分あ

る可能性が高く、新規に開発・調査が必要なサイトに比べて開発コスト

が下がる。枯渇した油ガス田は、炭化水素の生産中に得られる大量のデ

ータを有しており、貯留形成の適合性を証明するために必要な追加デー

タは少ない。 
 既存のインフラストラクチャ：地上設備、海上プラットフォーム、パイ

プ、および井戸を再利用できれば、必要な設備投資を削減可能。 
 貯留容量/圧入性：圧入率の高い大規模貯留サイトでは、圧入される CO2 

1 トン当たりの圧入井が少なくて済む。 
 CO2 体積と純度：高純度 CO2 を大量に使用することで、運転期間中の

圧入効率が向上する。 
 モニタリング：導入の容易さ、設置面積、閉鎖後の要件はすべて、モニ

タリングにかかる継続的なコストに影響を与える。 
 欧州の「Zero Emission Platform」（2013）で実施された理論的な分析（次頁

参照）により、立地の選択、インフラストラクチャの再利用、既存の知見によ

るコストの違いが明らかになっている。 
貯留事業の展開  貯留事業の導入率の向上は貯留コストの低減につながる。CO2 に特化した材

料の製造や運用のノウハウは成熟しているものの、オイル・ガス産業と比べ

るとまだ小規模。 
 貯留事業が展開し、貯留サイトの探査・評価が数多く実施されるようになる

と、CCS 特有の地震探査や井戸掘削のプロセス開発のノウハウが蓄積される

ため、探査・評価コストが 20％程度削減されることが期待できる。 
 IEAGHG は、IEA の SDS シナリオを満たすためには、毎年 30~60 箇所の貯

留サイトの開発が必要であると推定しており、年間 300～1200 の圧入井の新

規開発に相当するもので、このことは今後大規模に貯留サイトを開発・展開

していく必要があることを示している。インフラ（掘削、貯留サイトのプラ

ットフォーム、圧入井、パイプライン）の大規模展開は、インフラで使用され

る CO2 耐食鋼や、セメント、その他の部品の大規模製造を促すため、材料の

全体的なコスト削減につながる可能性がある。 
技術革新  既存機器の改良、デジタル革新、自動化等の技術革新によるコスト削減が可

能であることが示されている。IEAGHG によると、沖合塩水層に貯留する理

論的な CCS 施設では、設備投資で 4500 万ドル、運用費用で 6000 万ドル以

上のコスト削減が見込まれ、これらのコスト削減は、主にデジタルイノベー

ション （自動化と予知保全） によるものとなっている。 
 モニタリング用機器（MMV）・技術は、開発（CO2 予測の改良や貯留形成に

おける移動・検証・定量化）、経験（処理とリアルタイムテストの改善）、革新

（自律性とリモート操作の向上、予測分析および高度な分析）などによるコ

スト削減が見こまれる。 
 少量の CO2 を検出するための機器はコスト高になることが多い。たとえば、

貯留層からの漏えいの検出は同等の産業モニタリングの類似技術が少なく、

コストが高くなりがちであり、世界的に技術開発が進められている分野でも

ある。 
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（出典）GCCSI「Technology Readiness and Costs of CCS」 

よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
 
欧州の「Zero Emission Platform」の試算結果によると、既存のデータとインフラストラ

クチャの再利用が可能な陸上サイトが最もコストが低く、オフショアサイトでデータがほ

とんどなく、再利用するインフラがない場合は最もコストが高くなることがわかっている。 
 

 

図 3-14 欧州「Zero Emission Platform」の貯留コスト試算結果 
（出典）GCCSI「Technology Readiness and Costs of CCS」 
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3.3.2. 米国 National Petroleum Council の分析事例 

NPC 分析レポート 38は、CCUS 技術を米国で大規模展開するために必要なアクションに

関して、エネルギー長官の要請に応え公表しているもので、2019 年に最終版を公表してい

る（その後適宜修正・改訂を実施）。米国の単一排出源からの一般的な CCUS コストと固定

排出源から発生する CO2 の 80%を CCUS する場合のコスト曲線を以下のグラフに示して

いる。 
 

 
図 3-15 米国における CCUS コスト曲線 

（出典）NPC「MEETING THEDUAL CHALLENGE A Roadmap to At-Scale Deployment of 

CARBON CAPTURE, USE, AND STORAGE CHAPTER TWO」に一部加筆 

  

                                                   
38 Nationa; Petroleum Council「MEETING THEDUAL CHALLENGE A Roadmap to At-
Scale Deployment of CARBON CAPTURE, USE, AND STORAGE CHAPTER TWO」（参

照：2023 年 3 月） 
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2019 年より 25 年間の中で、米国における CCUS 展開フェーズが 3 段階あると予測して

いる。 
 
 5～7 年以内（活性化フェーズ）：政策や規制の明確化や、インセンティブ価格を約 50

ドル/トン-CO2 として、25～40Mtpa の CCUS 可能容量の追加を可能にする。 
 ～15 年以内（拡大フェーズ）：既存の政策を拡大し、インセンティブ価格を 90 ドル

/トン-CO2 として、75～85 Mtpa の追加を可能にする。 
 ～25 年以内（大規模なフェーズ）：インセンティブ価格を約 110 ドル/トン-CO2 まで

引き上げ、CCUS 総容量は約 500 Mtpa に達する。なお、米国の CCUS 導入量約

500Mtpa は、固定排出源からの CO2 量の 20%近くに当たる。 
 
年間 CCUS 量が 500 Mtpa の場合、米国における単一排出源からの CCUS 最大コストは

約 110 ドル/トン-CO2 に上る。また、CCUS 導入量 500Mtpa を達成するには、25 年間の

累積投資総額約 6800 億ドルが必要であり、そのうち約 280 億ドルがパイプライン敷設等に

かかるインフラ開発費用と分析されている。 
次より、上記のコスト曲線を算出するにあたって試算された、各プロセスのコストを示す。 
 

(1) 回収、圧縮・脱水コスト 
回収コストは、一般的に排ガスから CO2 を分離するコスト、パイプライン輸送のために

圧縮・脱水するコストを含むとしている。回収、圧縮・脱水コストについて、主要な回収源

ごとに一定の仮定のもと算出した結果を以下に示す。 
排ガス中から CO2 を取り出さずそのまま回収可能な排出源（天然ガス処理やエタノール

生産、アンモニア製造）は回収コストが 26～29 ドル/トンと低価格である一方、CO2 濃度

が低い排出源（製油所、石炭火力、工業炉、天然ガス火力）は回収コストが 124～235 ドル

/トンと数倍～十倍近くまで価格が高くなっている。また、火力発電は、設備利用率によっ

て回収コストが大きく異なり、例えば石炭火力発電所では 85%の時は 104 ドル/トンである

ことに対し、35%の時は 217 ドル/トンとおよそ 2 倍近くの差がある。 
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表 3-33 回収源ごとの回収、脱水・圧縮の総コスト 

設備タイプ 
プラント 
サイズ 

CO2 回収量 
（トン/年） 

CAPEX 
（$/トン） 

OPEX 
（非エネルギー） 

（$/トン） 
OPEX 

（エネルギー） 
（$/トン） 

回収総コスト 
 （$/トン） 

低 高 
平

均 
低 高 

平

均 
低 高 

平

均 

天然ガス処理 
140 

MMCF/day 
24,000 7 12 10 8 13 11 9 23 35 29 

エタノール 
生産 

150 million 
gal/year 

342,000 6 10 8 8 13 11 11 24 34 29 

アンモニア 
製造 

907,000 
t/year 

389,000 6 11 9 6 10 8 9 21 30 26 

水素製造 
87 

MMCF/day 
340,000 19 33 26 15 26 21 28 61 88 75 

セメント 
工場 

1 million 
t/year 

842,000 17 29 23 22 37 30 28 64 95 80 

製油所 
（FCC プラント） 

60,000 
barrels/day 

374,000 43 72 58 28 47 38 29 97 150 124 

鉄鋼・ 
製鉄所 

2.54 million 
t/year 

3,324,000 26 44 35 22 38 30 29 75 113 94 

石炭発電所 
550 

MW net 

3,089,000 33 55 44 22 37 30 30 83 124 104 

1,999,000 54 91 73 35 59 47 26 113 178 146 

1,272,000 89 149 119 57 95 76 23 166 268 217 

工業炉 
（精錬・化学） 

4 × 150 
MMBTU/hour 

220,000 49 83 66 33 55 44 31 110 171 141 

天然ガス 
発電所 

560 
MW net 

1,279,000 34 58 46 29 49 39 31 93 140 117 

827,000 57 95 76 47 79 63 26 122 192 157 

527,000 92 155 124 75 126 101 23 179 290 235 

（出典）NPC「MEETING THEDUAL CHALLENGE A Roadmap to At-Scale Deployment of CARBON 

CAPTURE, USE, AND STORAGE CHAPTER TWO」よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

 

 

図 3-16 回収源ごとの回収、脱水・圧縮の総コストの平均値の比較（20 年稼働の場合） 
（出典）NPC「MEETING THEDUAL CHALLENGE A Roadmap to At-Scale Deployment of CARBON 

CAPTURE, USE, AND STORAGE CHAPTER TWO」よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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表 3-34 回収、脱水・圧縮の総コスト試算に係る前提条件（共通） 
項目 内容 
CAPEX 関連 設備寿命 20 年 

IRR（内部収益率） 12％ 
エクイティファイナンス 100％ 
税率 21% 
インフレーション 2.5% 
減価償却 7 年-MACRS 

OPEX 関連 費用項目  年間固定費（税金、保険、間接費、一般的な工

場勤務の給与） 
 準変動費（修理、整備、オーバーホール） 
 変動非エネルギーコスト（薬品の交換、水調達、

水処理など） 
 変動するエネルギーコスト（圧縮機、モーター、

ポンプ、ファンを駆動する電気など） 
電力 50 ドル/MWh 

（出典）NPC「MEETING THEDUAL CHALLENGE A Roadmap to At-Scale Deployment of CARBON 

CAPTURE, USE, AND STORAGE CHAPTER TWO」よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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表 3-35 設備要件及び CO2 回収に係る前提条件（回収源ごと） 

設備 
タイプ 

設備 
利用率 

ガス流量 
（t/hour） 

CO2 
濃度 
（%） 

回収 
方法 

回収容量 
（t/year） 

総 CAPEX 
（$million） 

CAPEX 
（$/トン） 

エネルギー 
以外の O&M 

（％-CAPEX） 

電力 
消費量 

（MWh/t-CO2） 

ガス消費量 
（MMBTU/t-CO2） 

天然ガス 
処理 

85 21 95-100 - 24,000 17-28 7-12 6 0.10 0.0 

エタノール 
生産 

85 49 95-100 - 342,000 21-36 6-10 7 0.12 0.0 

アンモニア 
製造 

85 53 95-100 - 389,000 24-41 6-11 5 0.10 2.6 

水素製造 85 59 45 
アミン 

（プロセスから 
の発生のみ） 

340,000 59-98 19-33 5 0.18 2.6 

セメント 
工場 

85 431 21 
アミン 

（プロセス・ 
燃焼両方） 

842,000 148-247 17-29 7 0.16 2.6 

製油所（FCC） 85 272 16 
アミン 

（プロセスから 
の発生のみ） 

374,000 136-227 43-72 4 0.14 2.6 

鉄鋼・ 
製鉄所 

85 1,381 26 
アミン 

（プロセス・ 
燃焼両方） 

3,324,000 805-1,342 26-44 5 0.16 2.6 

石炭火力 
発電所 

85 
2,829 13 

アミン 
（燃焼排ガス） 

3,089,000 
891-1,485 

33-55 
4 0.16 2.6 55 1,999,000 54-91 

35 1,272,000 89-149 
工業炉 

（精錬・化学） 
85 247 8 

アミン 
（燃焼排ガス） 

220,000 92-153 49-83 4 0.16 2.6 

天然ガス 
火力 

発電所 

85 
3,707 4 

アミン 
（燃焼排ガス） 

1,279,000 
399-666 

34-58 
5 0.16 2.8 55 827,000 57-95 

35 527,000 92-155 

（出典）NPC「MEETING THEDUAL CHALLENGE A Roadmap to At-Scale Deployment of CARBON CAPTURE, USE, AND STORAGE CHAPTER TWO」

よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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(2) 輸送コスト 
米国では一般的にパイプラインによる輸送が最も経済的であると想定されている。本レ

ポートにおけるコスト評価では、2Mtpa 以上の輸送容量が必要な場合はパイプライン輸送、

それ以下は鉄道かトラックによる輸送を想定したうえで輸送コストを評価している。 
パイプライン輸送については、各地域のローカルパイプライン、地域ごとを結ぶ幹線パイ

プラインを想定し、トンマイルあたりのコストは過去の実績から見積もられたものとなっ

ている。輸送コストは、各回収源と貯留地の直線距離に、CO2 回収量を輸送するのに必要

な容量を、トンマイルあたりのコストで掛けることによって推定された。結果、20 年間プ

ロジェクト稼働の場合、2～38 ドル/トン-CO2 と試算されている。なお、回収源とパイプラ

インを接続する初期投資として、初期導入量の 100 Mtpa に 5 ドル/トンの追加コストが追

加される（つまり、5 億ドルのインセンティブが必要となる見積である）。 
 

表 3-36 米国におけるパイプラインコスト 
PL 地域 パイプラインコスト 

（$/inch-mile） 
ローカル 西部 

（経度：～-114.75） 
120,000 

ロッキー 
（経度：-114.75～-102.50） 

150,000 

中央部 
（経度：-102.50～85.75） 

80,000 

東部 
（経度：-85.75～） 

100,000 

幹線 
※100Mtpa の 
輸送容量を想定 

中西部 80,000 
中南部 80,000 
東部 100,000 

（出典）NPC「MEETING THEDUAL CHALLENGE A Roadmap to At-Scale Deployment of CARBON 

CAPTURE, USE, AND STORAGE CHAPTER TWO」よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

 
(3) 貯留・モニタリングコスト 

貯留・モニタリングコストは、NETL が公表する「CO2 塩水層貯留コストモデル（Fossil 
Energy （FE） / NETL Carbon Dioxide （CO2） Saline Storage Cost Mode：以下 FE/NETL
モデル）（2017 年 9 月版）」に基づいて、試算を実施している。 

FE/NETL モデルは、塩水帯水層に CO2 を貯留する、初年度の損益分岐点価格を、CO2
貯留サイト所有者の視点から、4 つのモジュールを通して推定する、Excel ベースのツール

である。本モデルの設計には、UICクラスVI規制の要件と、GHG報告プログラムのSubpart 
RR（帯水層貯留用の規程）の要件を満たすために必要な労働力、設備、技術、および金融

商品が組み込まれている。推定コストは、以下の表のとおり、貯留サイトのスクリーニング、

サイトの選択と特性評価、許認可と建設、運転、および圧入後のケア（PISC）とサイトの

閉鎖で構成される。 
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表 3-37 FE/NETL モデルによるコスト試算の前提条件 
項目 スクリーニング サイトの選択と特性評価 許認可と建設 運転 PISCとサイト閉鎖 （長期管理） 
規制 - UICクラスVI規則 開発中 

- - Class VI Permit 州規制 
期間 0.5～1年 3年以上 2年以上 30年～50年 10～50年以上 その他 
実施事

項 
• 既存のデータ

を収集し、い

くつかの

Prospectを作

成 

• Prospectの選択、新

規・追加データ取得、

地震データ取得 
• 試験用の井戸の掘削 
• 許認可に向けた計画を

準備 
• FR（Finantial 

Responsibility）の手配 

• 計画の提出と許認可

の取得 
• 許認可証明書の付与 
• 圧入井の掘削と試験 
• 新規井戸のデータの

取り込み 
• 圧入開始の承認取得 

• 圧入開始 
• 監視井の掘削

と古井戸の修

復 
• MVA 
• 資金投入 

• サイトとCO2プ
ルームのモニタリ

ング 
• 危険性がないこと

の証明 
• サイトの閉鎖と復

元 

• 別のエンテ

ィティ

（例：州政

府）への引

継 

他必要

事項 
• 区画の組立、空隙権の取得、地表面へのア

クセス権 
• 契約ボーナス、1エーカーあたりのリース

費用 

• 許可申請時にFRを証明 
• 変化するコストごとにFRレベルを維持する。 

－ 

備考 
 

サイト特性評価の 
成功率は25% 

 

キャッシ

ュフロー 
ネガティブキャッシュフロー ポジティブキャ

ッシュフロー 
ネガティブキャッ

シュフロー 
運転時に手数

料を支払い 

（出典）NETL「FE/NETL CO2 Saline Storage Cost Model: User’s Manual」 

よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

 
FE/NETL モデルには 684 個の個別の地下地層が登録されているが、NPC の試算ではこ

れらを 5 つの領域に分類したうえで、地域ごとに NPC が設定した閾値を超える貯留層は貯

留適地から除外し、選定された貯留適地を対象として地域ごとの貯留コスト平均値を求め

ている。 
さらに、最高品質かつ低リスクの貯留層を対象とすることを前提とし、FE/NETL モデル

の初期設定から、モニタリングや探査の条件を一部簡易化したうえでコスト試算を実施し

ている。そのため、FE/NETL モデルと比較して貯留コストを約 50%削減する結果となって

いる。 
 

表 3-38 NPC による貯留コスト試算結果 
地域 閾値（$/t） 選定された貯留適地の 

平均貯留コスト（$/t） 
貯留容量（Gt） 

California 15 7 11 
Midwest 15 7 54 

North Central 22 11 85 
Gulf Coast 15 7 135 

South Central 15 8 129 
Average/Total 15 8 413 

（出典）NPC「MEETING THEDUAL CHALLENGE A Roadmap to At-Scale Deployment of CARBON 

CAPTURE, USE, AND STORAGE CHAPTER TWO」よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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3.3.3. 英国 Department for Business, Energy and Industrial Strategy の分析事例 

英国の Department for Business, Energy and Industrial Strategy（以下 BEIS）では、

政策にまつわる各種調査・分析レポートを公表している。本章では、BEIS の CCS のコス

トに関する公表レポートである「 Assessing the Cost Reduction Potential and 
Competitiveness of Novel （ Next Generation ）  UK Carbon Capture Technology 
Benchmarking State-of-the-art and Next Generation Technologies」（CO2 回収付発電コ

スト）と「Shipping CO2: UK cost estimation study」（輸送コスト）について、整理する。 
 
(1) CO2 回収付発電コスト 

BEIS の分析レポートでは、ベースラインとなる CCS なし発電を含む 11 ケースについ

て、CCS 付き発電の LCOE を試算している。評価ケースの概要、前提条件、および発電コ

スト（LCOE）を以下に示す。 
 

表 3-39 評価ケースの概要 
ケース 

No. 
概要 設備容量 

（MW） 
CO2 
回収率 

CO2 回収量 
（kg/h） 

0 
（ベース） 

リファレンス CCS なし 
天然ガス CCGT 

1229 0 0 

1 天然ガス 燃焼後回収 1144 90.8 361,539 

2 天然ガス 燃焼前回収 919 90.4 353,319 

3 石炭 SVPC 燃料後回収 953 90.0 692,310 

4 石炭 SVPC 酸素燃焼法 1113 89.2 685,896 

5 石炭 IGCC 燃焼前回収 1063 90.3 673,147 

6 超臨界ガス発電 酸素燃焼法 1264 90.0 283,546 

7 天然ガス 溶解炭酸塩 
燃料電池回収 

1645 92.1 477,597 

8 バイオマス 
CFB ボイラー 

燃料後回収 498 90.0 523,849 

9 バイオマス 
CFB ボイラー 

酸素燃焼法 598 89.9 523,093 

10 バイオマス IGCC 燃焼前回収 493 90.8 356,162 

（出典）BEIS「Assessing the Cost Reduction Potential and Competitiveness of Novel （Next 

Generation） UK Carbon Capture Technology Benchmarking State-of-the-art and Next Generation 

Technologies」よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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表 3-40 各ケースの前提条件 

 
（出典）BEIS「Assessing the Cost Reduction Potential and Competitiveness of Novel （Next 

Generation） UK Carbon Capture Technology Benchmarking State-of-the-art  

and Next Generation Technologies」 
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表 3-41 燃料価格及び炭素税の価格 

 
（出典）BEIS「Assessing the Cost Reduction Potential and Competitiveness of Novel （Next 

Generation） UK Carbon Capture Technology Benchmarking State-of-the-art 

 and Next Generation Technologies」 
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表 3-42 CCS 付き発電コスト（LCOE）試算結果 

 
（出典）BEIS「Assessing the Cost Reduction Potential and Competitiveness of Novel （Next 

Generation） UK Carbon Capture Technology Benchmarking State-of-the-art 

 and Next Generation Technologies」 

 

  
図 3-17 CCS 付き発電コスト（LCOE）試算結果 

（出典）BEIS「Assessing the Cost Reduction Potential and Competitiveness of Novel （Next 

Generation） UK Carbon Capture Technology Benchmarking State-of-the-art 

 and Next Generation Technologies」 
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ケース 0 は、全体的な投資コストが最も低いが、全体的な LCOE が最も低いケースは、

ケース 1 である。また、ケース 0 は、CO2 排出分のペナルティの影響が大きい。 
ケース 2 は、ケース 1 よりも CAPEX と OPEX が高く、ガス供給率がほぼ同じにもかか

わらず、電力販売に利用できる出力も大幅に低くなる。より大規模な精製設備や石油化学設

備の一部として改質水素を必要とし、ピークカット発電所のために余剰の水素を生産し貯

蔵できる設備であれば強みを持つ。 
石炭ベースのケースはすべて LCOE が高い。これは熱効率が非常に低いことと、これら

のケースに関連する CAPEX と OPEX が高いことが一因となっている。 
すべてのケースでほぼ同じ正味電力供給が可能な場合、各要素の実際のコストについて

同じ比較を行うことが可能だが、電力供給量の多い発電所では、どの要素でも LCOE が削

減されることに留意する必要がある。 
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(2) 輸送コスト 
BEIS の「Shipping CO2: UK cost estimation study」では、以下の図に示す輸送要素ご

とに、各種文献を比較・検証したうえで、コスト試算用モデルを構築している。 
 

 

 
図 3-18 英国における船舶輸送サプライチェーン 

（出典）BEIS「Shipping CO2: UK cost estimation study」 
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表 3-43 英国の船舶輸送コスト試算モデルにおける各プロセスの前提条件 

 
 

プロセス
液化コストは、液化プラントのCAPEXと固定OPEX、変動OPEX(電力コスト）で構成される。

輸送圧力 予圧 CAPEX
固定OPEX

(%-CAPEX）
電力消費量
(kWh/t）

あり 9.8 24.6

なし 19.5 104.2

あり 7.6 19.6

なし 15.1 83.1

あり 4.9 16.6

なし 9.7 70.3

電力

輸送圧力 CAPEX (£/t）
OPEX/y

(%-CAPEX）

低圧 516

中圧 795

高圧 3,073

容量

時間

15h

36h

2h

4h

8,322h

15nm/h

容量(t-CO2） CAPEX(低圧）(£m） CAPEX(中圧）(£m） CAPEX(高圧）(£m）

2,000 12 26 52

4,000 17 37 74

6,000 21 45 90

8,000 25 52 104

10,000 28 58 117

20,000 42 - -

30,000 53 - -

40,000 61 - -

50,000 69 - -

船舶

CAPEXは、船のサイズと隻数など、幾つかの要因に依存する。コスト試算用モデルでは、流量、距
離、船のサイズに関して、船舶の往復時間(積載、移動、港操作、荷卸し含む）で算出できるように

船舶速度

年間運転時間

オフショアの接続

ポート操作

オフショアの荷卸時間

陸上の積載・荷卸時間

パラメータ

概要・前提条件

一時貯蔵

12,310～14,285t-CO2

5

3%

OPEX/y (%-CAPEX）

1.4

CAPEX (£/(t-CO2/y））
積上

高圧

中圧

低圧

液化
10%

0.08ポンド/kWh
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（出典）BEIS「Shipping CO2: UK cost estimation study」 

よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成  

プロセス

燃料 単価(£/t） 単価(£/MWh） 単位換算 (MWh/t）

LNG 282 20 14.5

MDO 275 24 11.63

容量(t-CO2）
固定OPEX

(%-CAPEX）
港利用料

(£/cycle）
燃料消費量
(Mwh/d）

2,000 6,486 233

4,000 7,413 240

6,000 8,340 248

8,000 9,267 256

10,000 10,194 263

20,000 14,829 301

30,000 19,464 339

40,000 24,099 377

50,000 28,734 415

陸上：CAPEXは流量でスケールすると仮定され、OPEXはプラントの維持費と燃料費を含む。

輸送圧力 CAPEX(£/(t/a）） OPEX(£/t-CO2）

低圧 0.83 0.33

中圧 0.78 0.31

高圧 0.5 0.23

オフショアでのガス化については、以下のとおり仮定。

荷卸 輸送圧力 CAPEX(£/(t/a）） OPEX(%-CAPEX）
エネルギー

(kWh/tCO2）

低圧 6.8

中圧 6.5

高圧 5.4

プラット 低圧 10.3

中圧 10

高圧 9

船舶

再ガス化

陸上の場合は、ローディングと同じインフラを利用するため、積載コストと同じ方法でモデル化。
海上の場合は、

o貯留設備を備えたプラットフォーム：貯留コストはモデル内で考慮済みであることから、4万tの貯
留システムのコスト分を減算したＣＡＰＥＸを採用。年間のOPEXは、CAPEXの5%と想定。

o直接圧入：指定されたSALM型(Single Anchor Leg Mooringと呼ばれる係留方式）のコストを
CAPEXとし、OPEXはCAPEXの年間5%と仮定。

アンローディ
ング（荷卸）

フォーム

直接圧入

5

6.7

4.3

固定OPEXは、管理費と保険費、乗組員の費用、維持費と修理費で構成される。モデルでは、文献に
明記されている最も一般的な固定OPEXの値として、5%-CAPEXを使用している。
その他のコストとして入港料が挙げられる。本モデルでは各種文献で得られた回帰曲線に基づく値を
採用。
船舶燃料はLNGかMDO (Marine Diesel Oil） のどちらかを選択し、年間1隻の船舶の総航行時間と船

本モデルにおける各容量の想定を以下に示す。

5

概要・前提条件
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上表のコスト試算モデルに基づき、以下のパラメータでコストを試算した結果、CO2 ト

ン当たり 10.02£と示されている。なお、既存の LNG 船や LPG 船を CO2 船に改造するこ

とは、技術的には可能であるが、船舶の設備容量が総輸送コストの約 14%に相当するこ

と、改造に設備投資の一部が必要であることから、既存船を再利用してもコスト削減はご

くわずかであり、新造船に比べて最適化されていないと予想している。 
 

表 3-44 英国における船舶輸送コストのパラメータの概要 
パラメータ 値 
荷卸 オンショア 
流量 1Mtpa 
距離 600 ㎞ 
初期 CO2 条件 予圧あり 
輸送 CO2 条件 低圧 
出荷サイズ 10kt-CO2 
船舶燃料 LNG 
船舶燃料価格 中央値 
液化燃料価格 中央値 
運用年数 20 年 
割引率 0% 

（出典）BEIS「Shipping CO2: UK cost estimation study」 

よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

 

 
図 3-19 英国における船舶輸送コスト 

（出典）BEIS「Shipping CO2: UK cost estimation study」 
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上記の結果に加えて、圧力、流量、船舶規模などで感度分析を実施した結果を以下に示す。 

 
 圧力 

液化コストは、輸送圧力の増加に伴い必要エネルギーが低くなるため、輸送圧力の増加と

ともに減少するが、輸送費や保管費がかさむため、全体的に輸送費がかさむ。 
また、CO2 が事前に加圧されている場合、主に液化燃料コストが低いため、3 つのケース

すべてでコストが大幅に削減される。 
低圧と中圧の輸送条件のコストは、液化コストの削減が船舶コストと貯留コストの増加

をバランスさせている。事前に加圧された CO2 の場合、液化コストは全体のコストのより

小さな要素であるため、船舶コストと貯留コストの増加を同じようにバランスさせること

はできない。 
 
 

 

図 3-20 圧力による船舶輸送コストの感度分析 
（出典）BEIS「Shipping CO2: UK cost estimation study」 
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 流量 
下図は、異なる流量での CO2 輸送コストを示している流量を 1Mtpa 以上に増やすと、

輸送コストを 10£/tCO2 未満にすることができる。スケールメリットにより、船舶関連のコ

スト要素は流量を増やすことで削減される。 
より大きな船 （5 Mtpa の場合 50 kt） を使用するため、輸送燃料費や港湾使用料と同

様に、tCO2 あたりの輸送 CAPEX は減少する。逆に、液化インフラが流量に比例して規模

を拡大しても、液化設備のコストは減らず、さらに OPEX が支配的である。 
 

 
図 3-21 流量による船舶輸送コストの感度分析 

（出典）BEIS「Shipping CO2: UK cost estimation study」 
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 船舶規模 
船のサイズが大きくなると、必要な隻数が減り、航行の総数も減るため、港湾使用料や燃

料費が削減される。船舶建造のスケールメリットにより、船舶設備投資も減少する。1 万

tCO2 以上の船は、船の大型化によって隻数が減らなくなるため、船が必要以上に大型化す

ると輸送コストが増加するほか、船の容量に比例した保管コストも増加する 
 

 

図 3-22 規模による船舶輸送コストの感度分析 
（出典）BEIS「Shipping CO2: UK cost estimation study」 

  



96 
 

 その他 
下図に示すパラメータそれぞれ感度分析を実施し、リファレンス（10.02 ポンド/tCO2、

総コスト 2 億ポンド）との差分を比較した結果を示す。 
距離については、増加させると船の大きさの変更も必要となり、輸送コストが大幅に増加

する結果となった。 
流量については、小さくすると規模の経済性が低下し、コスト増となる。多くすると大き

な船が必要となり総コストは上がるが、単位コストへの影響は少なく、単価を低下できる。 
運転年数については、CAPEX を分散できるため、ユニットコストが削減可能である。 
積載時間については、増加させるとより大きな船、貯留設備が必要となる。一方短縮する

場合は船のサイズを小さくすることはできないため、影響は全くない。 
エネルギー・燃料価格については価格の変動に比例して増減するが、船舶燃料の感度はか

なり低い。 
 

 

図 3-23 各パラメータによる船舶輸送コストの感度分析結果（ベースラインとの比較） 
（出典）BEIS「Shipping CO2: UK cost estimation study」 
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3.3.4. 環境省の分析事例 

環境省は、分離回収技術の実証、および輸送・貯留・円滑な導入に関する検討をする環境

配慮型 CCS 実証事業を実施していた。2016～2020 年にかけて、福岡県大牟田市の三川発

電所において化学吸収法（アミン吸収法）による CO2 分離回収実証を実施しており、定格

運転時に発生する日量約 1,000 トンの CO2 の 50%以上を分離回収する実証を行った。 
上記事業の報告書で、実証事業のデータをベースに、CCS 一貫実証に係る費用、および

将来の大規模 CCS 事業の費用の分析を実施している。「実証実現」、「実証理想」、「大規模商

用バイオマス発電」、「大規模商用石炭火力」の 4 ケースを評価しており、分離回収はいずれ

のケースもアミンを用いた化学吸収法を想定しているが、輸送は実証の 2 ケースでは船舶

で CO2 を輸送し、船から直接圧入する方式、大規模商用の 2 ケースでは船舶で CO2 を輸

送し、圧入地にある浮体設備を通じて CO2 を圧入する方式を想定して推計が実施された。 
 
 

表 3-45 コスト評価ケースの概要 

 
（出典）環境省「令和 2 年度環境配慮型 CCS 実証事業報告書」 

  



98 
 

表 3-46 評価対象作業・設備 

 

（出典）環境省「令和 2 年度環境配慮型 CCS 実証事業報告書」 
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実証現実ケースでは事業期間が短く、また船舶が一隻（1,600 トン）しか使えず、排出源

からの CO2 回収率が 50%であっても、そのうち 1/3 程度しか輸送・貯留できないため、実

証理想ケースの 4 万円/t-CO2 に対して、19 万円/t-CO2 と高コストになっている。 
実証理想ケースでは輸送工程のコスト割合が最も大きくなっている。このケースでは船

舶数を 6 隻と想定しているため、船舶建造費、運転費の負担が大きくなっていることが要

因となっている。そのため、大規模商用ケースで想定しているように船舶の大型化によって

輸送効率を高めることが課題としてあげられる。 
大規模商用ケースでは回収工程のコスト割合が最も大きくなっているが一般的な回収コ

ストの値に近くなっている。また、2 番目にコスト割合が大きい液化工程について、そのコ

ストの大半は電力コストが占めているため、液化工程の効率化が課題となっている。 
 

 

図 3-24 CCS 実施コスト[円/t-CO2] 
（出典）環境省「令和 2 年度環境配慮型 CCS 実証事業報告書」 
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LCOE では、実証現実ケースよりも実証理想ケースの方が高くなっている。これは設備

規模によるコストの違いと回収設備の容量の違いによる発電効率の低下が要因となってい

る。また、大規模商用ケースについて、同じ設備規模の場合、発電効率が高い石炭火力の方

が LCOE は小さくなる。 
LCOE は重要な指標の一つであるが、CCS 付火力発電所が持つ需給調整力や供給の信頼

性・安定性などの再生可能エネルギーに代表される他の低炭素電源では提供できない価値

が反映されていないことを留意する必要がある。 
CCS 付バイオマス発電のようなネガティブエミッション技術については、LOCE を基準

として他の低炭素技術と比較するとネガティブエミッションという価値があまり反映され

ないため、CO2 排出強度にベースラインを設けて限界削減コストを基準として比較を実施

している。 
 

  
図 3-25 LCOE[円/kWh]の比較 

（出典）環境省「令和 2 年度環境配慮型 CCS 実証事業報告書」 
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図 3-26  4 ケースと他の発電技術の限界削減コストの比較[円/t-CO2] 

※限界削減コストのベースラインは長期エネルギー需給見通しの 

2030 年想定値 370g-CO2/kWh、12.5 円/kWh として算定。 

※太陽光発電と風力発電については出力変動対策コストも付加している。 

（出典）環境省「令和 2 年度環境配慮型 CCS 実証事業報告書」 
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3.3.5. 経済産業省 苫小牧 CCS 事業の事例 

経済産業省、NEDO、日本 CCS 調査株式会社が 2012 年度から苫小牧において日本初の

大規模 CCS 実証試験を開始した。2016 年 4 月より、年間 10 万規模の CO2 圧入を開始

し、2019 年 11 月までに累計 CO2 圧入量 30 万 t 達成している。 
約 52%濃度の CO2 を含む PSA オフガスの一部を隣接する CO2 分離・回収/圧入設備ま

で 1.4km の長さのパイプラインにより輸送して CO2 を分離・回収し、回収した CO2 を圧

縮し、独立した 2 坑の圧入井（萌別層、滝ノ上層）より、海岸から 3~4km 離れた海底下

の異なる深度の 2 層の貯留層へ圧入・貯留する。 
 

  
図 3-27 苫小牧 CCS 事業の全体像 

（出典）経済産業省「苫小牧における CCS 大規模実証試験 30 万トン圧入時点報告書」 

 
分離回収プロセスでは、製油所から排出される PSA オフガスを 1.4km のパイプラインに

より分離・回収設備に輸送し、PSA オフガスから活性アミン系化学吸収プロセスにより濃

度 99%以上の高濃度 CO2 を回収する。また、本事業では二段吸収法（CO2 吸収塔の上段に

低濃度 CO2、下段に中濃度 CO2 のアミン溶液を供給）を採用しており、さらに低圧フラッ

シュ塔を設置することでエネルギー消費量を低減している。 
CO2 吸収塔の塔頂から排出される CO2 分離回収後の PSA オフガス（約 80%の水素と約

14%のメタン）は、分離・回収/圧入設備等用の熱源および電力を供給する蒸気タービン発

電機の燃料として利用している。 
回収した CO2 を 7.38MPa、31.1℃以上まで遠心式圧縮機（第 1 低圧 CO2 圧縮機、第 2

低圧圧縮機、高圧 CO2 圧縮機）で昇圧し、昇圧した CO2 を圧入井により海底下の貯留層
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に圧入・貯留する。 
 

 
図 3-28 苫小牧 CCS 事業の分離回収プロセスのフロー 

（出典）経済産業省「苫小牧における CCS 大規模実証試験 30 万トン圧入時点報告書」 

  



104 
 

2 坑の圧入井は、ともに陸上沿岸部から坑口地点から沖合の海底下へ向け掘削されており、

水平偏距（坑口位置から坑底までの水平距離）と垂直深度の比が 2 以上の大偏距井となっ

ている。大偏距井の掘削では、非常に長い高傾斜区間を採掘しなければならないため、ケー

シングの降下・設置の困難等を克服する高い技術が要求される。 
CO2 はケーシングと呼ばれる坑井を保護する鋼管内に設置されたチュービングと呼ばれ

る直径 3.5 インチの鋼管を通して貯留層に運ばれ、直径 7 インチのケーシングにスリット

等が施された仕上げ区間で地中層に圧入される。 
圧入井を陸域から海底下に向けた高傾斜井として陸上掘削したことで、湾港の船舶運業

と漁業に対する影響がなくなり、かつプラットフォーム等の設備を必要とする海上掘削に

比べて掘削コストが大幅に低減される。 
 

  
図 3-29 萌別層圧入井の形状 

（出典）経済産業省「苫小牧における CCS 大規模実証試験 30 万トン圧入時点報告書」 

 

図 3-30 滝ノ上層圧入井の形状 
（出典）経済産業省「苫小牧における CCS 大規模実証試験 30 万トン圧入時点報告書」 
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本事業では、①所定の回収量、回収率、純度、分離・回収エネルギーを達成、②分離・回

収に必要なアミン溶液の組成・性能の安定等の分離回収プロセスの実証を達成した。また、

2 段吸収法の分離・回収エネルギーについて、海外 CCS プロジェクト（Quest）の 1 段階

吸収法での実績よりも 56%の削減となっており、2 段吸収法が有効なプロセスであると評

価している。 
今後の分離・回収エネルギーの低減に向けて、低低圧フラッシュ塔と小型圧縮機を追設し

た画期的プロセス構成が検討されている。追設によって、吸収塔などの直径を縮小できるた

め、設備費用の増加は少ないと期待されている。 
2 つの貯留層に累計 300,110 トン（萌別層:300,012 トン、滝ノ上層:98 トン）の CO2 圧

入を達成した。萌別層は圧入性状（砂岩層）が良好であり、50 万~100 万 t/年の CO2 圧入

可能性が示唆された。滝ノ上層は圧入性状が良好な火山岩層と予想していたが、十分な圧入

性を有する貯留層ではなかった。火山岩層の圧入性状の不確実性を予測するかが課題であ

る。 
 

表 3-47 CO2 分離・回収エネルギー（消費量）の試験結果  
2016 年度 2017 年度 2019 年度 設計値 1 段吸収法 画期的 

プロセス 
CO2 回収量 

［t/h］ 
25.3 24.3 26.4 25.3 - 26.4 

リボイラー 
熱量［GJ/t］ 

0.923 0.882 0.915 0.862~0.94
9 

- 0.541 

ポンプ電気量 
［kWh/t］ 

19.8 21.0 18.8 19.2 - 22.1 

分離・回収 
エネルギー 

［GJ/t-CO2］ 

1.20 1.16 1.18 1.22 2.79 0.73 

（出典）経済産業省「苫小牧における CCS 大規模実証試験 30 万トン圧入時点報告書」 

 
苫小牧の実証データをもとに、燃焼前回収（Pre-CC）が可能な水素製造、アンモニア製

造、IGCC（石炭ガス化複合発電）の CCS に適用できる年間 20 万 t 規模（苫小牧の設備規

模）の実用化モデルのコスト試算、さらに年間 100 万 t 規模（実用化で想定される規模）に

スケールアップした実用化モデルのコストが試算された。 
CO2 圧縮の運転コストが 2,174 円/t で CCS コストの 19.5%を占めており、その大部分は

CO2 圧縮機の電力コストによるものであり、コスト低減には圧縮機効率の向上が重要。 
海洋環境調査は 1,540 円/t-CO2 で、CCS コストの 13.8%を占めるため、必要な調査回数の

み実施することにより、一定程度の削減は可能と考えられる。 
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表 3-48 実証事業と実用化モデルの主要な相違箇所 
設備構成 苫小牧 実証事業 実用化モデル 

原料ガス圧縮設備 原料ガス圧縮機 なし 

CO2 圧縮設備 第一低圧・第二低圧圧縮機、高圧圧縮機 第一低圧・第二低圧圧縮機 

自家発電設備 高圧蒸気発電機 なし（オフガスは別途回収） 

ボイラー設備 高圧ボイラー（発電用） 

低圧ボイラー（アミン再生用） 

低圧ボイラー 

圧入井 滝ノ上層圧入井、萌別層圧入井 萌別層圧入井 

（出典）経済産業省「苫小牧における CCS 大規模実証試験 30 万トン圧入時点報告書」 
 

表 3-49 年間 20 万 t 実用化モデルの設備コストと運転コスト（消費税抜き） 

 
※試算条件 

 CO2 原料ガスは PSA 上流から分岐し、オフガスは PSA 上流に戻す 

 CO2 輸送費は含めず。建屋費用・運転員労務費等は、製油所から提供されるとし、コストには含めず。 

 燃料ガス単価:1,205 円/GJ（48.2 円/Nm3 に相当）、電力単価:10.82 円/kWh（消費税抜き） 

（出典）経済産業省「苫小牧における CCS 大規模実証試験 30 万トン圧入時点報告書」 
 
年間 100 万 t 規模の分離・回収/圧入・貯留では、スケール効果による設備コストの低減

が期待できる。また、燃料ガスや電力の単価が CCS コストに与える影響は大きい。本試算

では外部購入することを想定しているが、CCS 設備が IGCC 等に隣接する場合は同一工場

で燃料ガスや電力を融通することができ、単価を低減できると考えられる。 
CO2 回収率を 99.9%から 95%に減少させた場合、分離・回収エネルギーを約 9.5%低減す

ることができるため、100 万 t 規模の CCS コストは 6,052 円/t-CO2(Cap)となる。また、画

期的プロセスを適用した場合は 5,715 円/t-CO2 円/t-CO2(Cap)となる。 
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表 3-50 実用化モデルでの年間 20 万 t と年間 100 万 t の CCS のコスト比較 

 
※Captured cost：CCS コスト/圧入した CO2 量 

※Avoided cost：CCS コスト/(圧入した CO2 量ーCCS で発生した CO2 量) 

（出典）経済産業省「苫小牧における CCS 大規模実証試験 30 万トン圧入時点報告書」 
 

 

図 3-31 電力単価と CCS コスト(Cap)の関係(100 万 y 実用化モデル) 
（出典）経済産業省「苫小牧における CCS 大規模実証試験 30 万トン圧入時点報告書」 



108 
 

3.3.6. 国内 CCUS サプライチェーンコスト低減の方向性 

これまで分析した各種事例を参考に、国内における CCUS コスト低減の方向性について

以下の表のとおり整理した。 
 

表 3-51 国内 CCUS サプライチェーンコスト低減の可能性 
プロ

セス 
コスト低減の方向性 

回収 

排出源 

 将来的に炭素税が導入される場合、CCS なし火力より CCS 付き火力の方が、発

電コストが安くなる場合がある。例えば BEIS の分析では、炭素税を段階的に増

加させ 2050 年時点で約 200£/t-CO2 の炭素税が導入される総知恵の場合、天然ガ

ス火力で CCS あり・なしを比較すると、CCS ありの方が、発電コストが安くな

る可能性が示唆されている。国内におけるカーボンプライシングの導入時期や価

格の見通しを踏まえ、火力発電等への CCS の導入を考えていく。 
 火力発電の場合、設備利用率が高いほど、回収コストが下がる。例えば NPC の

分析では、石炭火力発電所では 85%の時は 104 ドル/トンであることに対し、35%
の時は 217 ドル/トンとおよそ 2 倍近くの差がある。回収規模が小さいほどエネル

ギー量は減るものの、エネルギー以外の OPEX や CAPEX には規模の経済が働か

なくなるためである。排出源の設備利用率とコストのバランスを考慮した稼働を

考える必要がある。 

回収設備 

 回収規模が大きいほどコストが下がる。例えば、GCCSI の分析では、石炭火力発

電の場合、回収容量が 0.15Mtpa では 70 ドル/t-CO2 である一方、1.5Mtpa では

52 ドル/t-CO2 とコスト低減が望める。CCS 実装の初期段階では、比較的大規模

な排出源に大規模な回収設備を導入していくことでコスト低減を図る。 
 回収設備をモジュール化することで、プラント設計が標準化され、設計・建設に

係る期間・費用を削減することができる。 

プロセス 
 プロセスによっては排熱等を利用できる場合があり、回収コスト削減に繋がる。

CCS を導入する排出源およびその周辺のエネルギー利用状況や余剰エネルギーの

有無を把握し、使えるエネルギーを使うことでコスト低減を図る。 

技術開発 

 化学吸収法の場合、脱離の熱エネルギーに係るコストが多くを占める。最適な蒸

気供給が可能なシステム開発によって回収コスト削減が見込める。 
 その他、吸収材に関しては、より吸着速度の速い吸着剤を開発することで回収コ

ストの削減が可能。また、アミンの交換は OPEX に影響を与えるため、新化合物

や溶剤添加剤による溶剤劣化の低減によって、回収コスト削減に繋げられる。 
液化

圧縮 設備 
 コンプレッサーの CAPEX と、駆動に係るエネルギーコストが主なコスト因子。

エネルギーコストは流量に比例して大きくなる一方、CAPEX は流量が増えるほ

ど CO2 トン当たりのコストは低減する。 
技術開発  圧縮機効率の向上がコスト低減につながる可能性がある。 

PL 
輸送 

CO2 の

形態 
 他の条件が同じであれば、密相の方が気相よりもパイプラインの直径が小さく、

パイプラインコストが削減可能である。パイプライン輸送を選択する場合は、密

相での輸送を選択し、パイプライン建設に当たっては高い圧力に耐えられる設

備・材料を選択する。 
規模  小さい規模の場合は非常に高コストになるが、規模が大きくなるにつれコストが

低減し、メガトン規模輸送になると平準化される。小規模（NPC の分析によると

2 Mtpa 以下）の場合は鉄道もしくはトラック輸送を、それ以上の場合はパイプ

ライン輸送を選択すると、コストの最適化が図れる。 
距離  輸送距離が長くなるほどコスト高となる。中程度の規模の場合、非常に長距離の

場合は船舶輸送が有利になる。 
船舶 
輸送 

規模  タンクへの流量を増加すればするほど、CO2 トン当たりのコストを削減可能。な

お、液化や再ガス化のコストは、流量が大きくなってもトン当たりのコストは削

減されない。 
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プロ

セス 
コスト低減の方向性 

 船のサイズが大きくなると、必要な隻数が減り、航行の総数も減るため、港湾使

用料や燃料費が削減される。船舶建造のスケールメリットにより、船舶設備投資

も減少する。一方、1 万 t-CO2 以上の船は、船の大型化によって隻数が減らなく

なるため、船が必要以上に大型化すると輸送コストが増加するほか、船の容量に

比例した保管コストも増加する。国内の港湾の状況にもよるが、一定規模まで大

規模化（1 万 t-CO2 程度）し、コスト低減を図る。 
距離  中程度規模以上の場合、輸送距離が非常に長くなると、船舶輸送がパイプライン

輸送に比べて経済的に有利になる。輸送距離が非常に長距離の場合は船舶輸送を

選択する。 
圧力  輸送圧力が上がれば上がるほど液化に係るコストは下がる一方、輸送費や貯留費

が増加する。低圧が最もコストが低くなる。 
技術開発  既存の LNG 船や LPG 船を CO2 船に改造することは、技術的には可能である

が、船舶の設備容量が総輸送コストの約 14%に相当すること、改造に設備投資の

一部が必要であることから、既存船を再利用してもコスト削減はごくわずかであ

り、新造船に比べて最適化されていないと予想されている。既存の LNG 船や

LPG 船を CO2 船に改造するより、CO2 輸送船は新規に製造することが良いと考

えられる。 
貯留 
モニ

タリ

ング 

サイト  既存のデータとインフラストラクチャの再利用が可能な陸上サイトが最もコスト

が低い。オフショアサイトではデータがほとんどないためコスト高になりやす

く、さらに再利用するインフラがない場合は最もコストが高くなることがわかっ

ている。日本は沖合貯留のポテンシャルが高い一方、サイトに関する知見が少な

い状況である。サイトの知見の蓄積や共有が重要となる（JOGMEC を中心に実

施予定）。 
モニタリ

ング 
 モニタリングや探査は、その回数や品質が高くなればなるほど高コストになる。

必要な頻度・回数を適切に見極め実施する必要がある。 
 貯留事業が展開するにつれ、探査やモニタリングのノウハウが蓄積される。実施

済みの事業の知見を十分に活用していくことが重要。 
技術開発  既存技術が既に確立しているが、最新のデジタル技術の活用や自動化等によりコ

スト低減が可能である。 
 サイト探査の段階で漏えいの可能性が非常に低いサイトを選択していることか

ら、CO2 の漏えいが仮にあったとしてもその量は微量であると考えられる。少量

の CO2 を検出する機器はコスト高になることが多く、技術開発が必要。 
（出典）みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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4. CO2 サプライチェーンに関する市場動向調査 

CO2 サプライチェーンに関する市場動向を把握するため、CCUS プロジェクトを実施し

ている事業者にヒアリングを行い、商用化・事業化に向けてプロジェクト実施者が認識する

課題や想定するビジネスモデルを調査した。 
 
4.1. ヒアリング調査の概要 

表 3-2 で調査対象としたプロジェクトに加え、DACCS/CCU 関連のプロジェクトに携わ

る事業者を対象にヒアリング調査を実施した。回答が得られた事業者は 7 社であった。な

お、7 社に対して実施したヒアリング項目は、以下の通り。 
 
＜ヒアリング項目＞ 

〇CCU/CCS の実施理由はなにか。  
- CO2 活用先としてその形態・製品を選んだ理由は何か。（例：燃料利用でも合成燃

料、合成メタン、SAF 等の活用先が存在） 
- CO2 回収・貯留・利用の目的は何か。（例：目標達成、クレジット化、規制対応、制

度活用（補助金・助成金取得、税制優遇等）等） 

〇どこで収益を得ているか/どこで収益を得るビジネスモデルを想定しているか。 
- CO2 の有償取引によるものか。 
- 低炭素・脱炭素製品の販売による収益か。 
- クレジット等、環境価値によるものか。 

〇CO2 価格はどのように設定しているか。 
- 油価や炭素価格（EU-ETS 等）の影響を受けて変化するものか。 
- 個社間の契約に基づき設定されるものか。 

〇実ビジネスとして開始される時期はいつごろを想定しているか。 

〇ビジネスモデルの確立に向けた重要な要素は何か。 
- 技術開発、マーケティング戦略、規制対応、連携先  
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4.2. ヒアリング調査結果の概要 

ヒアリング調査の結果は以下の通り。 
 

4.2.1. ヒアリング調査結果の全体概要 

ヒアリング調査結果の全体概要は表 4-1 の通り。 
CCU/CCS の実施目的としては、税額控除や補助金等を得ること、除去クレジットの販売

収益を得ることが目的であるとの回答であった。一方で、7 社の内、多くの事業者が、CO2
排出量を抑えることで炭素税や排出権取引制度のコスト負担を軽減することが目的である

と回答した。 
 

表 4-1 ヒアリング調査結果の全体概要 

質問項目 回答結果 
CCU/CCS を実施する理由  クレジット化、排出削減目標の達成、税額控除、税制優

遇、補助金取得、規制対応、環境製品（ブルー水素製造） 
想定するビジネスモデル  税額控除・補助金等による収益 

 除去クレジット販売による収益 
 排出量削減に伴う炭素税等のコスト負担の軽減 
 DAC 由来 CO2 を利用した低炭素製品の販売 

CO2 取引価格の設定  相対契約 
商業開始時期  2025 年～ 
ビジネス確立の重要な要素  技術開発、マーケティング戦略、広大な土地の確保、規

制市場、連携先確保、需要側のコミットメント、プロジ

ェクト実行能力、制度・ルールへの CCU/CCS 技術の反

映、支援策、等 
 
ヒアリング調査結果を踏まえると、現時点では、CCU/CCS の実施コストが大きいため、

収益化が見込めるビジネスとして実施されているわけではなく、あくまでも規制対応や排

出削減目標達成のための手段として実施されていると考えられる。一方で、将来的には、除

去クレジットや DAC 由来 CO2 を利用した低炭素製品の販売に伴う収益化が見込む事業者

も存在する結果となった。 
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5. CO2 サプライチェーンに関する関連政策調査 

EU、イギリス、米国における CCUS に関連する政策動向を、特に CO2 の輸送に着目し

ながら整理した。 
 
5.1. EU 

EU は 2021 年 6 月に、欧州気候法において、1990 年比で 55%削減を 2030 年までの拘

束力ある排出削減目標として定めた。この目標を達成するための政策パッケージとして、

2021年 7月に、EU-ETSや再生可能エネルギー指令の改正案を含むFit for 55 を発表した。

さらに 2021 年 12 月には、ガス規制・ガス指令の改正案などを含む、Fit for 55 を補完する

第二弾政策パッケージを発表した。その後も、カーボンニュートラル達成に向けた様々な政

策案を発表している。 
CCUS に関連する政策も打ち出されている。まず欧州委員会は 2021 年 12 月に

Sustainable Carbon Cycles 計画を発表し、CCUS の今後の実施計画を定めた。さらに 2022
年 12 月には炭素除去認証制度案を公表し、炭素除去の基準を整備し始めている。支援策の

観点では、2022 年 6 月に発効した改正 TEN-E 規制において、CO2 輸送インフラを優先す

べき支援対象の一つとして位置づけている。また、EU-ETS では、回収して恒久的に貯留さ

れた CO2 分は償却必要排出量から控除されるため、CCS 導入のインセンティブになってい

る。CCU の中でも合成燃料については、再生可能エネルギー指令による拘束力ある再エネ

割合目標に使えることで、導入インセンティブが与えられている。これらの動向の詳細を、

以下の通り整理した。 
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5.1.1. Sustainable Carbon Cycles 計画 

(1) 概要 

欧州委員会は炭素除去に関する行動計画として、2021 年 12 月に「Sustainble Carbon 
Cycles」計画を発表した。カーボンファーミングと産業における CCUS に関して、表 5-1
のように目標と実施計画を定めた。 

 
表 5-1 Sustainable Carbon Cycles 計画の主な内容 

項目 カーボンファーミング 産業における CCUS 

概要  2028 年までに、すべての農地管理者が検証

された排出量・除去量のデータにアクセス

できるようにする 

 2030 年までに、土地セクターでの除去量

310MtCO2eq を目指す 

 カーボンファーミングのベストプラクティ

ス、モニタリング、検証、報告の方法論に関

する専門家グループを創設 

 Innovation Fund、Horizon Europe などの

を通じ、カーボンファーミングへ資金提供 

 2028 年までに、産業によって回収・輸送・

使用・貯留された CO2 量を、その起源とと

もに報告できるようにする 

 2030 年までに、化学製品とプラスチック製

品に使用される炭素の 20%以上を、持続可

能な非化石源から供給 

 2030 年までに、毎年 5Mt の CO2 を大気か

ら回収し、技術的手法を通じて恒久的に貯留 

 木造建築製品の炭素除去の基準を作成 

 バイオエコノミーを統合した土地利用評価

の公表 

 Innovation Fundや Horizon Europeを通じ

た、産業における炭素除去へ資金提供 

 CO2 輸送ネットワークに関する調査、CCS

指令の更新、CCUS forum の毎年開催 

（出典）欧州委員会「COM(2021)800 final」よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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(2) 炭素除去認証制度 

Sustainable Carbon Cycle 計画では、上記の目標と実施計画の他、2022 年末までに炭素

除去量の算定と認証に関する制度を提案しており、2022 年 12 月に本制度の枠組案が発表

された。本制度は、EU で精製された炭素除去を認証するための自発的な制度であり、各企

業がグリーンウォッシュを避けながら炭素除去の行動を示すことができるようにすること

で、炭素除去の取組を拡大することを目的としている。枠組案では高品質な炭素除去を定義

する基準と、除去の信頼性をモニタリング・報告・検証するプロセスを定めている。本 
本制度の対象となる炭素除去とは、「大気または生物起源の炭素の、地質学的炭素プール、

生物的炭素プール、長期に持続する製品・素材、海洋への貯留、または生物起源炭素プール

から大気への炭素排出の削減」と定義されている。具体的な該当例は、表 5-2 の通りであ

る。短期的な貯留や、化石由来の炭素を貯留する取組は対象外となっている。 
 

表 5-2 炭素除去認証制度の対象活動 

恒久的な炭素の貯留 カーボンファーミング 長期的に持続する 

製品・原料への炭素貯留 

 BECCS 

 DACCS 

 植林・森林再生 

 アグロフォレストリー 

 泥炭湿地の再生 

 森林管理の高度化 

 鉱質土壌中の有機炭素の増加 

 ブルーカーボン 

 建築物中のバイオマス 

 長期（数十年以上）にわたり炭

素を貯留する CCU 

（出典）欧州委員会「Ares (2022)869812」よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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枠組案では、炭素除去活動が満たすべき基準を、「Qualification（定量化）」「Additionality
（追加性）」「Long-term Storage（長期貯留）」「Sustainability（持続可能性）」の 4 つを定

めた。それぞれの頭文字を取って、QUALITY と名付けられており、それぞれの詳細は以下

の通りである。なお、それぞれの基準の詳細については、Expert Group on Carbon Removals
が除去活動タイプごとに開発して、今後委任法で定める予定である。 

 
【Qualification】 
 正味の炭素除去便益（ベースライン除去量－除去量+排出量）があること 
 
【Additionality】 
 EU と国の法定要件を超えて、炭素除去認証のインセンティブ効果によって取り組ま

れること。 
 
【Long-term Storage】 
 貯留された炭素が放出されるリスクをモニタリングして軽減しており、炭素の長期

貯留を目指していることを実証すること。 
 
【Sustainability】 
 「気候変動緩和・適用」「循環型社会への移行」「汚染の防止・管理」「生物多様性の

保護・回復」のいずれにも悪影響を及ぼさないこと。 
 
今後の制度の運用方法としては、認証を取得したい炭素除去活動の実施者は、欧州委員会

が承認した公的または民間の認証スキームに申請書を提出し、認証機関に対して適用した

方法論とその適格性を示す情報を提出することになる。それを受けて認証機関が監査を行

い、取り組みに対して監査報告書と認証を発行し、それをレジストリ上で公開することで透

明性を確保する。 
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5.1.2. TEN-E 規制 

TEN-E 規制（Trans-European Networks for Energy Regulation）とは、EU が共通利益

プロジェクト（PCI: Project of Common Interest）として支援する、国境を超えるエネルギ

ーインフラを選定する基準を定めるものである。2020 年 12 月に欧州委員から TEN-E 規制

の改訂案が発表され、2022 年 6 月に改訂案が発効している。 
改訂された本規制では、11 個の優先回廊が設定されている。2013 年に発効した改訂前の

TEN-E 規制では、「電力」、「ガス」、「石油」の 3 つにおける優先すべき接続インフラが優先

回廊として定められていた。一方で、改訂後の規制では、石油・天然ガスのインフラは対象

から外れ、「電力」、「オフショアグリッド」、「水素と電解槽」の 3 つにおける優先すべき接

続インフラが以下を優先回廊として設定している。 
 

表 5-3 改正 TEN-E 規制における優先回廊 

電力 ① 西ヨーロッパの南北相互接続（NSI West Electricity） 

② 中央東部ヨーロッパと南東ヨーロッパの南北相互接続（NSI East Electricity） 

③ 電力のバルト地域エネルギー市場相互接続計画（BEMIP Electricity） 

オフショア 

グリッド 

④ 北海オフショアグリッド（NSOG） 

⑤ バルト海のエネルギー市場相互接続計画（BEMIP offshore） 

⑥ 南と西のオフショアグリッド（SW offshore） 

⑦ 南と東のオフショアグリッド（SE offfshore） 

⑧ 太平洋オフショアグリッド 

水素と電解槽 ⑨ 西ヨーロッパの水素相互接続（HI West） 

⑩ 西中央ヨーロッパと南西ヨーロッパの水素相互接続（HI East） 

⑪ 水素のバルト海のエネルギー市場相互接続計画（BEMIP Hydrogen） 

（出典）欧州委員会「Regulation(EU) 2022/869」よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

 
改訂された本規制は、3 個の優先領域も設定しており、「スマートグリッド」、「国境を越

えた CO2 ネットワーク」、「スマートガスグリッド」の 3 つを挙げている。なかでも「国境

を越えた CO2 ネットワーク」として、地質的貯留・合成燃料の原料利用を目的とした、加

盟国間及び近隣国間における CO2 の輸送と貯留に関わる、CO2 輸送専用パイプライン、船

舶や陸上輸送（車・鉄道）などの様々な輸送モードを考慮した CO2 の液化・貯留設備、CO2
注入設備、モニタリングなどに必要な設備を具体的に優先領域として整理している。 
  



117 
 

5.1.3. 再生可能エネルギー指令 

再生可能エネルギー指令（Renewable Energy Directive）とは、EU 加盟国に対して再エ

ネ導入に関する目標設定を求める指令である。2018 年 12 月に REDⅡが発効しており、

2021 年 7 月に Fit for 55 の一つとして、REDⅡの改正案（以下、REDⅢ案）が発表されて

いる。現在は、REDⅢ案の採択に向けて、欧州理事会及び欧州議会が議論しているところ

であり、2023 年第 1 四半期までに採択される予定である。 
REDⅡおよび REDⅢ案における再エネ導入目標では、再生エネ由来電力と CO2 で製造

された合成燃料も、再エネとして目標に適用することができる。そのため本規制は、CCU
の一つである合成燃料の導入促進を促進するものとなっている。 
 
(1) REDⅢ案の概要 

欧州委員会が 2021 年に発表した REDⅢ案の目標は、表 5-4 の通りである。REDⅡの目

標を大きく引き上げており、加えて、建築部門における再エネ導入目標や運輸部門における

RFNBO の導入目標、産業部門における再エネ導入目標・再生可能水素の導入目標を新設

し、その達成を各国に求める提案となっている（ただし、冷暖房部門の目標は努力目標であ

る）。 
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表 5-4 REDⅡと REDⅢの主な数値目標 
部門 REDⅡ REDⅢ案 

EU 全体  EU 域内の最終エネ消費量における再エ

ネ割合を 2030 年までに 32%以上に増加 

 EU 域内の最終エネ消費量における再エ

ネ比率を 2030 年までに 40%以上に増加 

運輸部門  再エネ割合を 2030 年までに 14%以上に

増加 

 先進的なバイオ燃料・バイオガスの割合

を、2022 年までに 0.2%以上、2025 年ま

でに 1%以上、2030 年に 3.5%以上に増加 

 GHG 排出強度を 13%以上削減 

 先進的なバイオ燃料・バイオガスの割合

を、2022 年までに 0.2%以上、2025 年ま

でに 0.5%以上、2030 年までに 2.2%以上

に増加 

 RFNBO の割合を 2030 年に 2.6%以上に

増加 

産業部門 －  再エネ割合を毎年 1.1 ポイント以上増加 

 水素消費のうち 50%を RFNBO 

建築物部門 －  再エネ割合を 2030 年に 49%に増加（努

力目標） 

冷暖房部門  再エネ割合を毎年 1.3 ポイント増加（努

力目標） 

 再エネ割合を毎年 1.1 ポイント増加 

地域冷暖房 

部門 

 再エネ+廃熱の割合を毎年 1 ポイント以

上増加 

 再エネ+廃熱の割合を毎年 2.1 ポイント

以上増加 

（出典）欧州委員会「Directive (EU) 2018/2001」および「COM（2021）557 final」 

よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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さらに欧州委員会は、2022 年 5 月に、ロシアのウクライナ侵攻を受けて、ロシアへの依

存から脱却する計画として RepowerEU 計画を発表した。その中で、表 5-5 の通り、RED
Ⅲ案の目標割合をさらに引き上げることを提示している。 

 
表 5-5 REPowerEU による数値目標の引き上げ 

再エネ割合目標 REDⅢ案（REPowerEU 計画反映前） REDⅢ案（REpowerEU 計画反映後） 

EU 全体の 

再エネ割合 

 EU 域内の最終エネルギー消費量にお

ける再エネ割合を 2030 年までに 40%

以上に増加 

 EU 域内の最終エネルギー消費量にお

ける再エネ割合を 2030年までに 45%

以上に増加 

運輸部門の 

RFNBO 割合 

 RFNBO の割合を 2030年に 2.6%以上

に増加 

 RFNBO の割合を 2030 年に 5%以上

に増加 

産業部門の再生

可能水素割合 

 水素消費のうち 50%を RFNBO  水素消費のうち 75%を RFNBO 

（出典）欧州委員会「Communication REPowerEU Plan COM (2022)230」 

よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

 

(2) 合成燃料の位置づけ 

REDⅡでは非バイオ由来の再生可能燃料（RFNBO: Renewable Liquid and Gaseous 
Fuels of Non-Biological Origin、以下 RFNBO と呼称）を、「バイオ燃料やバイオガス以外

の輸送分野で使用される液体・気体燃料で、バイオマス以外の再生可能資源に由来する燃料」

と定義している。REDⅢ案では、使用用途を輸送分野に限定せず、その他の用途での利用

も認められる形で定義が修正されている。RFNBO は、REDⅡでは運輸部門における再エ

ネ割合目標において適用することができ、REDⅢ案では各部門における再エネ導入目標に

おいて適用することができる。 
定義を踏まえると、RFNBO には、再生可能電力を用いて生産された水素、及びその水素

を用いて生産された合成燃料が該当する。よって、再生可能エネルギー指令は、再エネ電力

だけでなく、合成燃料の導入インセンティブも与える制度となっている。 
ただし、再エネ割合目標に適用可能な RFNBO は、再エネ電力基準と排出削減基準を満

たす必要がある。両基準は REDⅡ及び REDⅢ案の委任規則で定める予定となっており、欧

州委員会は 2023 年 2 月にその規則案を公表した。今後、欧州議会・EU 理事会において本

規則案の採択について審議が行われる。 
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5.1.4. EU-ETS 

欧州排出量取引制度（EU-ETS）は、2005 年から導入されている EU 域内における排出

量取引制度である。第 1 フェーズ（2005-2007 年）、第 2 フェーズ（2008-2012 年）、第 3 フ

ェーズ（2013-2020 年）を経て、現在は第 4 フェーズ（2021-2030 年）に該当し、制度概要

は表 5-6 の通りである。 
 

表 5-6 EU-ETS の第 4 フェーズの概要 
対象 ■国：EU 加盟国 27 か国に EEA-EFTA 国の 3 か国を加えた 30 か国 

■ガス：CO2、N2O、PFCs 

■部門：発電、産業（石油精製、鉄鋼、製鉄、アルミニウム、金属、セメント、石灰、ガ

ラス、セラミック、パルプ、紙、段ボール、有機化合物製造）、航空（EEA 内発着の運航） 

カバー率 ■EU 域内の年間排出量の約 40% 

CAP 設定 ■航空以外：2021 年は 1,572MtCO2e、2030 年まで毎年 2.2%削減。 

■航空：2021 年は 38MtCO2e、2030 年まで毎年 2.2%削減。 

割当方法 ■発電 

• すべて有償割当（オークション） 

■産業 

• 基本は有償割当（オークション）で、一部は無償割当（ベンチマーク方式） 

• ベンチマーク方式で算出された排出枠の約 30%が無償割当される 

• 無償割当の割合は、2026 年以降 30%から徐々に削減し、2030 年には 0%にすること

で有償割当に完全移行する形 

• 各業種に設定されるベンチマーク値は、初期値が年 2 回更新され、毎年 0.2～1.6%削

減 

• 炭素リーケージが高いと判断された 63 業種については、無償割当（ベンチマーク方

式）で算出された排出枠の 100%を割当 

■航空 

• 航空部門に設定された CAP の 82%を無償割当（ベンチマーク方式）、15%を有償割当

（オークション）で割当 

（出所）欧州委員会「Directive（EU）2018/410」よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

 
EU ETS における CCS の扱いは、2009 年の EU-ETS 指令の改訂時に、恒久的な貯留の

ために回収されて貯留設備に輸送されたことが確認された排出量は、排出枠を償却する義

務が生じないというルールが定められている。つまり、排出された CO2 を CCS すれば EU-
ETS における排出枠調達の負担を減らすことができるため、EU-ETS は CCS 導入のイン

センティブを与えていると言える。 
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欧州委員会は、2021 年 7 月に EU-ETS の改正案を提示した、対象部門を海運事業者に拡

大し、CAP の削減率の強化、無償割当から有償割当への移行などを進める方針が示された。

さらに改正案では、RFNBO の原料となる CO2 の扱いとして、表 5-7 の通りに提案してい

る。つまり、合成燃料の原料 CO2 については、原排出側で EU-ETS の対象として計上さ

れ、燃料消費側では EU-ETS の対象としない形で検討を進めている。このような整理にな

れば、EU-ETS によって合成燃料の利用側にインセンティブが与えられ、そのインセンテ

ィブにより合成燃料の需要が生まれて原排出側にも金銭的なメリットが生じると考えられ

る。 
 

表 5-7 EU-ETS 改正案における RFNBO の原料 CO2 の扱い 
前文（40）  EU-ETS の対象となる活動において、CO2 を用いて RFNBO 及び RCF を生産する

場合は、その CO2 排出量は当該活動のもとで算定されるべきである。 

 REDⅡにおける RFNBO・RCF の扱い方も踏まえて、算定方法の調整を進める。 

14 条 1 項  RFNBO・RCF からの排出される CO2 については二重計上を回避する。 

（出所）欧州委員会「COM（2021）551」よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
 
なお、EU-ETS の改正案については、現時点で詳細な指令案の文章が未発表であるが、

2022 年 12 月に EU 理事会と欧州議会の間で政治的合意に達している。 
 
  



122 
 

5.2. イギリス 

イギリスでは、2019 年に 2050 年ネットゼロの目標が定められ、以降、その達成に向け

た気候変動関連の政策の整備が進んでいる。2020 年 11 月には Ten Point Plan（グリーン

産業革命のための 10 項目計画）、2021 年 10 月にはネットゼロ戦略、2022 年 4 月にはロシ

アのウクライナ侵攻を踏まえたエネルギー安全保障戦略を発表しており、CCUS の実施計

画および目標を定めている。さらに、CCUS business model と呼ばれる、CCUS の事業運

営を支えるための支援策の検討を進めている。また、国内に導入されている排出量取引制度

である UK-ETS は、EU-ETS と同様に、CCS により貯留された排出量は償却必要量から除

外することができるため、CCS の導入インセンティブを与えている。CCU のなかでも合成

燃料については、輸送用燃料事業者を対象にした RTFO 制度が規制型の制度として導入さ

れている。各政策の詳細は、以下の通りである。 
 
5.2.1. Ten Point Plan 

イギリス政府は 2020 年 10 月に「Ten Point Plan（グリーン産業革命のための 10 項目計

画）」を発表した。10 項目は、①洋上風力、②水素③原子力、④EV、⑤交通機関、⑥航空・

海運、⑦建築、⑧CCUS、⑨環境保全、⑩グリーン投資である。 
⑧CCUS については、2030 年までに年間 1,000 万 t の CO2 回収を目指すと目標を設定

し、そのために最大 10 億£の CCUS インフラ基金を設立して投資すると発表している。ま

た、具体的なプロジェクトとして、2020 年代半ばまでに 2 つの産業クラスターで、2030 年

までに 4 つの産業クラスターで CCUS を確立する目標を定めている。また、②水素日手は、

2025 年までに生産能力を 1GW に、2030 年までに 5GW にする目標を定めた。 
 
5.2.2. ネットゼロ戦略 

イギリス政府は 2021 年 10 月に「ネットゼロ戦略（Net Zero Strategy）」を発表した。

電力、水素、CCUS、輸送、GGR（Greenhouse Gas Removals）などについて、2050 年か

ネットゼロに向けた目標と実施内容を整理した。 
CCUS については、Ten Point Plan で掲げた目標を引き上げて、2030 年までに年間 2,000

万-3,000 万 tCO2 を回収・貯留するとした。そのために、3 億 1,500 万£の産業エネルギー

変革基金を通じて、産業の脱炭素化に向けた資金提供をすると公表した。 
また GGR については、GGR 技術の例として植林、土壌炭素貯留、DACCS、BECCS、

建設木材、バイオ炭、風化促進などを挙げて、それらの技術開発・普及に 1 億£を投資する

と発表した。目標として、GGR 技術を用いて 2030 年までに年間 500 万 tCO2 の除去を目

指すとし、GGR のモニタリング、報告、検証の手法も検討するとした。 
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5.2.3. エネルギー安全保障戦略 

イギリス政府は 2022 年 4 月に「Energy Security Strategy」を発表し、パンデミック後

のエネルギー需要拡大とロシアウクライナ侵攻によって引き起こされた、世界的なエネル

ギー価格高騰に対応する戦略を提示した。2022 年末までにロシア産の石油・石炭の使用を

段階的に廃止し、早急にロシア産 LNG の輸入停止にコミットすると明言した。 
その代わりに、低炭素燃料への移行を強化する方針を示した。水素の導入目標値を「Ten 

Poit Plan」時から倍増させ、2025 年までに電解水素を 1GW、CCUS を用いたブルー水素

を 1GW の生産容量を稼働中又は建設中とすることを、2030 年までには低炭素水素の生産

能力を 10GW とすることを目標とした。 
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5.2.4. CCUS business model 

(1) 概要 

イギリスのビジネス・エネルギー産業戦略省（BEIS）は、CCUS への民間投資を呼び込

むことを目的に、CAPEX および稼働時への支援体制を含めた CCUS ビジネスモデル

（CCUS business model）の検討を実施している。2019 年 7 月に「Business models for 
Carbon Capture, Usage and Storage」を発表してコンサルテーションを実施し、2020 年

12 月に草案を公表した後、随時更新案を公表している。 
CCUS business model で検討対象となっているのは、①輸送・貯留、②産業設備用 CCUS、

③CCUS 付き発電の 3 つである。それぞれ、現在検討されているビジネスモデルを整理し

た。以下、それぞれのビジネスモデルを整理するが、それらをすべて合わせた模式図は以下

の通りになる。検討されているこれらのビジネスモデルは、CCUS クラスタープロジェク

トにおいて実装するべく引き続き準備が進められていく見通しである。 
 

 

（出所）BEIS「Carbon Capture, Usage and Storage: An update on the business model for Carbon 

Capture, Usage and Storage（December 2020）」（みずほリサーチ＆テクノロジーズ和訳） 
図 5-1 現在提案されているビジネスモデル案の全体像 
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(2) 輸送・貯留 

輸送・貯留に関するビジネスモデルとしては、CO2 の輸送貯留ネットワークの開発、建

設、資金調達、運用、保守および廃止の責任を負う事業者を「T&SCo」（Transport and 
Storage Company）と呼び、その事業運営を支えるビジネスモデルを検討している。この

ビジネスモデルは、Transport and Storage Regulatory Investment Model（TRI Model）
と呼ばれている。 
現在の TRI Model の案では、輸送貯留ネットワークの利用者が、T&SCo に輸送・貯留

料金を支払い、何らかのリスクが発生した場合には政府が GSP というスキームにより資

金提供するビジネスモデルが想定されている（図 5-2）。以下、詳細を見ていく。 
 

 
（出所）BEIS「Carbon Capture, Usage and Storage: An update on the business model for 

Transport and Storage（January 2022）」よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
図 5-2 現在提案されている TRI モデル案 

 
 
利用者が T&SCo に支払う輸送・貯留料金（T&S fee）は、以下の 3 つに構成されること

が検討されている。それぞれの支払額は計算式が用意され、それに沿って算定されることに

なる。 
 Capacity Charge…輸送・貯留事業者が輸送・貯留ネットワーク資産に負担したコス

トに関する支払い 
 Volumetic Charge…輸送・貯留された CO2 量に紐づいて、輸送・貯留事業者が負担

したコストに関する支払い 
 Residual Charge…許容収益（Allowed Revenue）と、Capacity Charge と Volumetic 

Charge の合計の差分 
 
Allowed Revenue とは、T&SCo が受け取る権利を有する収益である。設備投資費や減価
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償却などを踏まえて、Economic Regulatory Regime（ERR）という T&SCo の管理枠組に

よって算定される。Residual Charge が輸送・貯留料金に含まれていることで、T&SCo が

事業を続けていくうえで最低限必要な収益を確保できる仕組みとなっている。また、

Capacity Charge はネットワークの容量に起因するコスト、Volumetic Charge は輸送する

CO2 量に起因するコストであり、その双方が輸送・貯留料金に含まれている。 
当初の議論では、輸送・貯留ネットワークと特定の回収プラントを輸送・貯留ネットワー

クに接続するために必要なインフラの単独利用に関するコスト「Connection Charge」も、

輸送・貯留料金に含められる予定であった。しかし、その後の議論で、初期段階では含めな

いこととすることが決められている。その理由として、輸送・貯留ネットワークから距離が

離れた回収プラントほど、ネットワークとの接続に必要なインフラのコストがかかり、

Connection Charge が高くなるため、ネットワークから遠い設備における CCUS 導入が妨

げられるためである。 
なお、輸送・貯留料金は、陸上パイプラインでの輸送時のものと、海上パイプラインでの

輸送時のものの 2 つに分けて整理されている（図 5-3）。陸上パイプラインではなく、パイ

プライン以外の方法（NPT: Non Pipeline Transport）で輸送し、海上パイプラインに直接

つなぐ可能性が考えられるためである。 
 

 
（出所）BEIS「Carbon Capture, Usage and Storage: An update on the business model for 

Transport and Storage（January 2022）」（みずほリサーチ＆テクノロジーズにより和訳） 
図 5-3 輸送・貯留料金の構造 

 
輸送・貯留料金で T&SCo の事業が安定的に運営されるのが理想であるが、輸送・貯留ネ

ットワークは、貯留・輸送ネットワークの需要が完全かつ永続的に失われるリスク（Asset 
Stranding リスク）や、CO2 が貯留施設から漏洩するリスクが発生する可能性がある。そ

のようなリスクが生じ、民間の保険会社などの他の手段ではカバーできない場合には、最後
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の手段として GSP（Government Supporting Package）と呼ばれる、政府から資金を提供

する制度を導入することが検討されている（図 5-2）。 
 
 
(3) 産業設備用 CCUS 

BEIS は CCUS Business model の議論において、産業設備用 CCUS の事業運営を支え

るビジネスモデルを検討している。このビジネスモデルは、「Industrial Carbon Capture
（ICC）business model」と呼ばれている。なお、ICC business model には、産業部門の

CO2 排出者が自身で回収を実施するケースを対象にした「generic（汎用）model」と、排

出者に代わって CO2 回収者がサービスとしての CO2 回収（CaaS: Capture-as a Services）
を提供するケースを対象にした「CaaS model」の 2 つが提案されている（図 5-4）。 
 

 
（出所）BEIS「Carbon Capture, Usage and Storage: An update on the business model for 

Industrial Carbon Capture（May 2021）」（みずほリサーチ＆テクノロジーズにより和訳） 
図 5-4 ICC ビジネスモデルの模式図 

 
現在の ICC business model 案では、政府（BEIS の所有企業・Low Carbon Contract 

Company が契約先となることが想定されている）が排出者に対して、CO2 回収量当たりの

支払いを提供する ICC 契約を結ぶ形が提案されている。ICC 契約は、CO2 回収装置の運転

費用、T&SCo への輸送・貯留料金の支払い、CO2 回収装置の設備投資の返済をカバーする

ことを目的しており、支払われる価格は権利行使価格と参照価格の差額に、輸送・貯留料金
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を加えた価格である。参照価格は UK-ETS における炭素の市場価格に基づいて設定され、

徐々に引き上げられることが想定されている。逆に参照価格のほうが権利行使価格を上回

った場合には、排出者は ICC 契約先に支払いを行う必要がある。ICC 契約の契約期間は 10
年で、要件を満たせば 5年延長できる。また、産業用CCUS設備には、別途Carbon Inovation 
Fund（CIF）による支援も入ることが想定されている。 

 
(4) CCUS 付き発電 

BEIS は、CCUS 付きガス火力発電設備の運営を支えるビジネスモデルを検討している。

その理由として、CCUS 付きガス火力発電設備は、調整可能な発電設備としての役割が期

待されるため、再エネ設備にとって代わるべきではないが、調整可能な電源が求められた際

に火力発電設備に取って代わって運用されるようなビジネスモデルが必要であるとしてい

る。 
現在のビジネスモデル案では、政府（BEIS の所有企業・Low Carbon Contract Company

が支払うことが想定されている）が CCUS 付きガス火力発電設備に対して、DPA
（Dispatchable Power Agreement: 調整可能電源契約）を結ぶ形が提案されている（図 
5-5）。 

 

 

（出所）BEIS「Carbon Capture, Usage and Storage: An update on the business model 

（December 2020）」よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
図 5-5 CCUS 付きガス火力発電設備のビジネスモデル案の模式図 

 
 

DPA では、CCUS 付き発電設備は、Low Carbon Contract Company から、可用性支払

い（Availability Payment）と変動性支払い（Variable Payment）を受ける。可用性支払い

は、発電容量に基づく定期的な支払いである。稼働率が低くても CCUS 付きガス火力発電
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設備を導入し、電力市場に参加するために必要なインセンティブとなる。変動性支払いは、

発電量に基づく支払いであり、支払額は CCUS 付きガス火力発電設備と基準プラントであ

る CCGT 発電設備の発電コストの差分を参考に決められる。再エネだけでは電力需要が満

たせない状況下で、ガス火力発電設備よりも稼働するために必要なインセンティブになる。

なお、DPA の契約期間は、15 年と設定される予定である。また、DPA 契約の資金は消費者

が支払う補助金によって賄うことが想定されている。 
 

5.2.5. UK-ETS 

イギリス政府は、EU 脱退に伴い EU-ETS の対象でなくなったことから、2021 年より

UK-ETS を開始した。UK-ETS は発電・産業・国内航空を対象にしており、排出枠は基本

的に有償割当（オークション）で割り当てられ、炭素リーケージがある一部産業のみが無償

割当（ベンチマーク方式）で割り当てられている。第 1 フェーズ（2021-2025 年）では

736MtCO2e、第 2 フェーズ（2026-2030 年）で 630 万 tCO2e のキャップを設定されてお

り、この値は EU-ETS の第 4 フェーズ（2021-2030 年）におけるイギリスの想定キャップ

を 5%下回る値となっている。2022 年のキャップは 151.6MtCO2e で、2030 年まで毎年

4.2MtCO2e ずつ削減されていく設計になっている。 
UK-ETS における GHG 排出量のモニタリングと報告におけるルールは、欧州委員会が

定めた EU-ETS におけるルールを参照している。このルール下では、EU-ETS の排出枠の

償却対象になる排出量から、長期の地質学的貯留のための回収設備、輸送パイプラインネッ

トワーク、貯留サイトに輸送される CO2 排出量は差し引くことが認められている。そのた

め、UK-ETS が、CCS 実施のインセンティブの一つであると考えられる。 
2022 年 3 月にイギリス政府は、2050 年ネットゼロ目標に沿った UK-ETS の改訂案を提

示している。対象セクターを海運セクター、廃棄物焼却、廃棄物由来エネルギーなどに拡大

することを提案している。さらに、キャップの引き上げを提案しており、2021-2030 年のキ

ャップを、現行制度から 30-35%下げて 887-936MtCO2e とし、それに整合するように 2024
年以降のキャップを現行制度よりも引き下げ、最終的に 2030 年には 50MtCO2e にするこ

とを提案している。 
改訂案は、排出枠の償却の対象外にする CCS 関連の除去量の要件を拡張することを提案

している。現行案に加えて、NPT（non-pipelone transport）に輸送される CO2 も、排出

枠の償却の対象外にすることが提案されている。パイプラインでの CO2 輸送だけでなく、

車や鉄道なでの陸上 CO2 輸送にも、導入インセンティブを拡張していると言える。 
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5.2.6. RTFO 

RTFO（Renewable Transport Fuel Obligation）とは、イギリス国内の輸送用燃料供給

者に対して、一定割合の再生可能燃料の供給を義務付ける国内制度である。RED の運輸部

門における拘束力圧再エネ比率目標に相当する制度となっている（英国が EU に加盟して

いた時代には、RED における運輸部門の再エネ比率目標の達成するための制度として機能

していたと思われる）。 
本制度の対象者は、45 万 L/年以上の輸送燃料を供給する事業者であり、対象となる輸送

は、道路輸送、非道路輸送（トラクターなど）、航空、RFNBO を使用した海運である。各

事業者には、持続可能性基準を満たした再生可能燃料の一定割合の供給を求める「再生可能

燃料供給義務」と、持続可能性基準を満たした次世代燃料の一定割合の供給を求める「次世

代燃料目標」の、2 つの義務が課されている。両義務において求められている供給割合は、

表 5-8 の通りであり、毎年徐々に引き上げられる設計となっている。 
 

表 5-8 RTFO における今後の供給割合 
供給義務期間 再生可能燃料の供給義務割合 次世代燃料の目標割合 

2022 年 12.599% 0.908% 

2023 年 13.078% 1.142% 

2024 年 13.563% 1.379% 

2025 年 14.054% 1.619% 

2026 年 14.552% 1.863% 

2027 年 15.056% 2.109% 

2028 年 15.566% 2.358% 

2029 年 16.083% 2.611% 

2030 年 16.607% 2.867% 

2031 年 17.138% 3.127% 

2032 年以降 17.676% 3.390% 

（出所）イギリス政府「Renewable Transport Fuel Obligation: Compliance Guidance 2022」 

よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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再生可能燃料及び次世代燃料の定義及び持続可能性基準は、表 5-9 のように整理されて

いる。記載されているように、再生可能水素を用いて生産された合成燃料は、制裁可能燃料

及び次世代燃料として該当する。 
 

表 5-9 RTFO における再生可能燃料・次世代燃料の定義と持続可能性基準 
再生可能燃料の定義 バイオ燃料と RFNBO が該当し、それぞれは以下のように定義される。 

【バイオ燃料】 

 生物起源の原料、廃棄物や残渣物から生産された燃料 

【RFNBO】 

 生物起源に由来しない、再生可能な液体・気体燃料。 

 バイオマスを除く再エネ（風力、太陽光、地熱、水力）由来の電気または熱を

使用して生成される。 

 水及び CO2 から生成され、CO2 は、化石資源由来、生物資源由来、大気由来

などが認められる。 

 具体的には、再生可能水素、再生可能水素由来のメタン、メタノール、エタノ

ール、ケロシンなどが該当。 

次世代燃料の定義 以下のいずれかを満たす場合に該当する。 

 エネルギー作物由来のバイオ燃料、RFNBO、指定された廃棄物・残渣物由来

のバイオ燃料、のいずれかに該当する 

 水素、航空用燃料、代替天然ガス（ガス化や熱分解の生成物から生産された再

生可能メタン）、再生可能部分が最低 25%混合されており、BS EN:228（ガソ

リン規格）または BS EN:550（軽油規格）を満たす燃料、のいずれかに該当

する 

持続可能性基準 バイオ燃料と RFNBO ごとに、以下のように設定されている 

【バイオ燃料】 

 2015 年 10 月 5 日前の製造設備の場合は、LC-GHG 排出削減量が 55%

（=42.3gCO2e/MJ）。 

 2015 年 10 月 5 日後の製造設備の場合は、LC-GHG 排出削減量が 65%

（=32.9gCO2e/MJ） 

【RFNBO】 

 LC-GHG 排出削減量が 65%（32.9gCO2e/MJ） 

（出所）イギリス政府「Renewable Transport Fuel Obligation: Compliance Guidance 2022」 

よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

 
本制度の設計では、「再生可能燃料供給義務」と「次世代燃料目標」は、持続可能性基準

を満たした再生可能燃料及び次世代燃料の供給によって発行される RTFC という証書を償
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却することで達成することになっている。基本的には供給量に応じた RTFC が発行される

が、再生可能燃料のなかでも、エネルギー作物由来のバイオ燃料、指定された廃棄物・残渣

物由来のバイオ燃料、RFNBO に対しては、供給量の 2 倍の RTFC が発行されるルールと

なっており、他の再生可能燃料と比してインセンティブが与えられる形となっている。なお、

RTFC は「再生可能燃料供給義務」と「次世代燃料目標」のいずれかでしか償却することが

できず、他社間で売買することが可能である。 
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5.3. アメリカ 

アメリカでは 2021 年 1 月にバイデン政権が誕生して以降、気候変動やエネルギーに関す

る政策の整備が進んでいる。11 月にはネットゼロ戦略を発表し、CCUS を重要な要素とし

て位置づけている。さらにバイデン政権の目玉政策として、2021 年 11 月にインフラ投資・

雇用法が、2022 年 8 月にはインフラ抑制法が成立した。ともに CCUS プロジェクトへの支

援やインセンティブを与える政策が多く盛り込まれている。また、CCU のうち合成燃料に

関しては、カリフォルニア州における LCFS が規制型の制度として導入されている。LCFS
の中では CCS により創出されたクレジットも利用できるため、CCS のインセンティブにも

なっている。一方で、カリフォルニア州では LCFS に加えて、カリフォルニア州排出量取

引制度も導入されているが、本制度では CCS により償却必要量を削減することは認められ

ていないため、CCS の導入インセンティブとしての機能は限定的である。これらの政策に

ついて、下記の通り整理した。 
 
5.3.1. 2050 年ネットゼロ戦略 

米ホワイトハウスは 2021 年 11 月に、2050 年ネットゼロを目指した長期戦略を策定し、

2030 年までに 2005 年比で 50-52%削減を中期目標として、2050 年までにネットゼロを長

期目標として掲げた。想定している削減経路は図 5-6 の通りである。 

 
（出所）Whitehouse「The long-term strategy of the United States」 

図 5-6 米国における 2050 年ネットゼロに向けた削減経路 
（左：手段ごとに整理、右：セクターごとに整理） 

 
本戦略では、CCUS も重要な要素として位置づけられている。電力セクターにおいては、

本戦略の中で、2035 年までに「クリーンな電力」100%にする目標を設定している。本目標

の達成に向けて、太陽光発電と風力発電を大幅に増加させるとしているが、CCS 付き火力

発電もクリーンな電力に位置づけており、火力発電設備を減少させ CCS 設備の設置を進め
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ていくこととしている。 
産業セクターにおいては、電化、電力効率の向上だけでなく、脱炭素化のためには水素な

どの低炭素燃料や産業用 CCS が必要になると指摘している。特にセメント、化学、鉄鋼な

どの削減困難なセクターにおいては、産業用 CCS が重要になると整理している。 
さらに、2050 年の脱炭素化が困難なセクターもあることから、大気からの除去も重要と

なると指摘している。土地関連の除去としては「森林」「農地」「バイオエネルギー」を重点

分野として強化し、技術的な除去としては「BECCS」「DACCS」「鉱物化」「海洋ベースの

CDR」を強化する旨が記載されている。 
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5.3.2. インフラ投資・雇用法 

米国では、超党派によるインフラ投資・雇用法（Infrastructure Investment and Job Act）
が、2021 年 11 月に成立した。同法は、総額 1.2 兆ドル規模の財政支出計画であり、高速道

路や橋などのインフラ整備に投資が充てられている。環境分野への投資も含まれており、

EV 充電ネットワーク構築（75 億ドル）、電力グリッド整備（650 億ドル）などが該当する。 
CCUS 関連の支援プログラムも同法に含まれており、具体的には産業用 CO2 回収設備、

DAC 設備、CO2 輸送インフラ、CCU 利用、CCS 設備などに対する支援が盛り込まれてい

る（表 5-10）。 
 

表 5-10 インフラ投資・雇用法における CCUS 関連プログラム 
支援対象 プログラム名 プログラム概要 拠出額 

産業由来 

CO2 の回収 

Carbon Capture 

Demonstration 

Projects Program 

6 つの回収設備の開発を支援。ガス火力発

電、石炭火力発電、産業設備に設置する回

収設備を各 2 件ずつ支援。 

25 億ドル 

Carbon Capture Pilot 化石燃料の使用における環境性能などの改

善に寄与する CO2 回収技術を支援 

10 億ドル 

DAC Regional DAC Hubs 4 つの DAC ハブの開発を支援。対象とな

るハブは、年間 100 万 tCO2 の回収と貯

留・利用が可能である必要がある 

35 億ドル 

Commercial DAC 

Technologies Prize 

Competitions 

コンペで選ばれた DAC 設備に支援。対象

として、年間 5 万 tCO2 を大気から回収す

る必要がある 

1 億 1500 万ドル 

CO2 の輸送 Carbon Capture 

Technology Program 

CCUS に係る CO2 の輸送インフラへの研

究開発・パイロット事業・実証事業・

FEED の支援プログラム 

1 億ドル 

Carbon dioxide 

transportation 

infrastructure finance 

and innovation 

CO2 の輸送インフラの資金調達及びイノ

ベーションの支援プログラム 

21 億ドル 

CCU Carbon Utilization 

Program 

州および自治体が、CCU 製品を調達して

使用するための支援プログラム 

3 億 1000 万ドル 

CCS Carbon Storage 

Validation and Testing 

炭素の貯留に係る研究開発・FS・実証な

どの支援 

25 億ドル 

（出所）米国エネルギー省ウェブサイト 39よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

                                                   
39 https://www.energy.gov/clean-energy-infrastructure/bipartisan-infrastructure-law-
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5.3.3. インフレ抑制法・45Q 

米国では、インフレ抑制法（Inflation Reduction Act）が、2022 年 8 月に成立した。同

法は、過度なインフレを抑制することを目的としており、今後 10 年間で財政赤字を 3,000
億ドル削減すると見込まれている。さらに、エネルギー安全保障や気候変動対策に 3,690 億

ドルの予算を当てており、クリーン電力やクリーン燃料などに対する支援プログラムを含

んでいる。 
なかでも、CCUS に関連する支援プログラムとして、同法は CCUS 実施による税制優遇

制度（45Q）の改訂を定めている。45Q とは、炭素を回収する DAC 設備、発電設備、その

他の産業設備を対象に税額控除を認める制度であり、CCUS 実施の大きなインセンティブ

を与えるものである。 
税額控除の対象となる設備には、CO2 回収量及びに建設年に関する要件が定められてい

る。今回の改訂によりこの要件は大幅に緩和され、対象となる設備が拡張された（表 5-11）。
この要件を満たした設備は、12 年間の税額控除が認められる。 
 

表 5-11 45Q の控除対象要件 

要件 対象 改訂前 改訂後 

炭素回収量 DAC 設備 年間 10,000tCO2 以上を回収 年間 1,000tCO2 以上を回収 

発電設備 年間 50,000tCO2 以上を回収 年間 18,750tCO2 以上を回収、か

つ CO2排出量の 75%以上を回収 

その他の産業設備 年間 100,000tCO2 以上を回収 年間 12,500tCO2 以上を回収 

建設年 各設備共通 2026 年 1 月 1 日までに建設開始 2033 年 1 月 1 日までに建設開始 

（出典）IRS「Instructions for Form 8933(12/2022) Carbon Oxide Sequestration Credit」 

よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

 
税額控除額は、CO2 の貯留・利用量単位で決められており、捕捉した CO2 を EOR また

は CCU する場合と、地下貯留する場合によって異なる。今回の改訂により、この控除額は

大幅に引き上げられた（表 5-12）。改訂後の控除額では、産業由来 CO2 の CCS では最大

85 ドル/tCO2、EOR または CCU では最大 60 ドル/tCO2 となる。DACCS の場合は最大

180 ドル/tCO2、DAC 由来 CO2 の EOR または CCU では最大 130 ドル/tCO2 となる。産

業由来 CO2 を用いる場合と比べて、DAC 由来 CO2 を用いる場合には倍以上の控除額が認

められる形となっている。 
 

                                                   
programs-department-energy（参照：2023 年 3 月） 
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表 5-12 45Q の税額控除額 

 改訂前 改訂後 

特別要件を 

満たさない場合 

特別要件を 

満たす場合 

特別要件を 

満たさない場合 

特別要件を 

満たす場合 

産業由来

CCUS 

地下貯留 10 ドル/tCO2 50 ドル/tCO2 17 ドル/tCO2 85 ドル/tCO2 

EOR、CCU 7 ドル/tCO2 35 ドル/tCO2 12 ドル/tCO2 60 ドル/tCO2 

DAC 由来

CCUS 

地下貯留 10 ドル/tCO2 50 ドル/tCO2 36 ドル/tCO2 180 ドル/tCO2 

EOR、CCU 10 ドル/tCO2 50 ドル/tCO2 26 ドル/tCO2 130 ドル/tCO2 

（出典）IRS「Instructions for Form 8933(12/2022) Carbon Oxide Sequestration Credit」 

よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

※特別要件としては、労働者への支払い賃金などに関する要件が設定されている。 

 
なお、控除対象となる CCU は、以下の 3 種類の CO2 利用が該当する。 

 藻類またはバクテリアの成長などによる光合成または化学合成による固定 
 安全に貯留される原材料や化学製品への化学転換 
 政府によって認められた、商業市場が存在するその他の目的のための利用 

 
今回の改訂で、産業由来 COS の回収及び DAC、EOR、CCU、CCS いずれについても、

CCUS 全体に対して大きな導入インセンティブが与えられた。今後、米国で本制度の導入

によって CCUS の社会実装が進むことが期待される。 
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5.3.4. LCFS 

LCFS（Low Carbon Fuel Standard）は、2011 年に施行された、輸送用燃料の供給事業

者に対して炭素強度の削減を義務付けるカリフォルニア州の制度である。輸送部門におけ

る GHG 排出量削減と低炭素燃料の利用を促進することを目的としている。 
本制度において、輸送用燃料の供給事業者は、設定された炭素強度 40の削減水準を満たす

必要がある。削減水準を下回る炭素強度の燃料を供給すれば、クレジットを生成することが

できる。削減水準を上回る炭素強度の燃料を供給すると、赤字（deficit）を生み、その分ク

レジットを購入する必要が生じる。削減水準は、2030 年に 2010 年比 20%削減に向けて、

毎年厳しくなっていくように設計されている。 
対象となる輸送用燃料は、ガソリン、ディーゼル燃料、化石由来 CNG、化石由来 LNG、

化石由来 L-CNG、バイオ CNG、バイオ LNG、バイオ L-CNG、電気、圧縮水素、液化水

素、エタノールを 10%以上含む混合燃料、バイオマス由来ディーゼルを含む混合燃料、変

性エタノール、純バイオマス由来ディーゼル、代替ジェット燃料、プロパン、その他の液体・

非液体燃料などである。通常のジェット燃料、航空ガソリン、バイオマス燃料を除く州内供

給量が年間 4 億 2000 万 MJ 未満の代替燃料、軍用車やスクールバスに利用される燃料など

は対象外となっている。 
クレジットは、上記のとおり、炭素強度の基準を下回る燃料の供給に対して発行されるた

め、例えば電力、バイオ CNG・LNG・L-CNG、代替ジェット燃料等の供給がクレジットを

生む。CO2 を原料にした燃料もクレジットを生成すると考えられる。さらに、燃料供給だ

けでなく、再エネや CCS などを用いた石油サプライチェーン内の GHG 削減プロジェクト

の実施、EV 高速充電ステーションや水素燃料供給インフラなどのゼロエミッション輸送イ

ンフラの設備容量の提供によってもクレジットを生成することができる。そのため、LCFS
は CCS によるクレジット創出を認めることで、結果的に CCS の導入インセンティブをも

たらしていると言える。 
  

                                                   
40 輸送燃料 1MJ 当たりの GHG 排出量。GHG 排出量は、燃料の生産・輸送・消費の全て

ののライフサイクルにおける排出が対象となる。 
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5.3.5. カリフォルニア州排出量取引制度 

カリフォルニア州では、California Cap and Trade と呼ばれる排出量取引制度が 2013 年

から運用されている。発電セクター、産業セクター、燃料供給セクターのうち、年間排出量

が 25,000tCO2 以上の事業者が対象となっており、州内の年間排出量の約 74%をカバーし

ている。排出量のキャップは、2022 年は 307.5MtCO2e と設定されており、2030 年まで毎

年約 4%削減されることになっており、2030 年には 200.5MtCO2e となる。排出枠の割当方

法としては基本的に有償割当（オークション）となっており、炭素リーケージリスクのある

一部の事業者のみ無料割当が採用されている。現在の排出量取引制度において、制度対象と

なる CO2 供給事業者の償却必要排出量に、地下貯留された CO2 排出量は含まれないこと

となっているが、それ以外の排出者における償却必要量における CCS の扱いは定目られて

おらず、CCS の導入インセンティブとしての機能は限定的である。 
排出量取引制度としての本制度の特徴は、年間償却必要量の 4%分に対して、管理当局に

認められたオフセットクレジットを使用できる点である。クレジットの創出プロジェクト

として認められているのは、米国森林事業、オゾン層破壊物質事業、畜産メタン管理事業、

鉱山メタン回収事業、稲作事業、都市森林事業の 6 つである。LCFS とは異なり、本制度で

は CCS プロジェクトによるクレジット創出は認められておらず、この観点でも現時点では

本制度による CCS の導入インセンティブは大きいとは言えない。 
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6. ネガティブエミッション市場創出に向けた検討会事務局運営 

2023 年 3 月に設立されたネガティブエミッション市場創出に向けた検討会の事務局を運

営した。なお、検討会の委員は表 6-1 の通りである。 
 

表 6-1 ネガティブエミッション市場創出に向けた検討会 委員一覧 

 氏名 所属 

座長 土肥 英幸 ENEOS 総研株式会社 執行役員 

委員 上野 貴弘 一般財団法人 電力中央研究所 上席研究員 

江藤 学 一橋大学 経営管理研究科 教授 

桑江 朝比呂 ジャパンブルーエコノミー技術研究組合 理事長 

佐藤 努 北海道大学 大学院工学研究院 教授 

向笠 雄介 株式会社日本政策投資銀行 業務企画部 課長 

森本 慎一郎 国立研究開発法人産業技術総合研究所ゼロエミッショ

ン国際共同研究センター 環境・社会評価研究チーム長 

山田 秀尚 金沢大学先端科学・社会共創推進機構 准教授 

横山 伸也 東京大学 名誉教授 
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本年度は 2 回の検討会を開催し、検討会の進め方、ネガティブエミッション技術に関す

る海外の制度形成の動向、国内/海外における各技術の現状分析・検討等の報告を実施した。

第１回検討会の概要は表 6-2、第２回検討会の概要は表 6-3 の通りである。 
 

表 6-2 第１回検討会 概要 

日時 令和 5年 3月 15 日（水）9:00-10:30 

場所 WEB会議 

出席者 委員：土肥座長、上野委員、江藤委員、桑江委員、佐藤委員、森本委員、山

田委員、横山委員 

議題 １．ネガティブエミッション市場創出に向けた検討会の進め方について 

２．ネガティブエミッションに関する海外の制度形成の動向 

３．国内/海外における各技術の現状分析・検討について 

資料 資料 0 議事次第、配布資料一覧 

資料１ 設置要綱 

資料２ 委員名簿 

資料３ ネガティブエミッション市場創出に向けた検討会の進め方について 

資料４ ネガティブエミッションに関する海外の制度形成の動向 

資料５ 国内/海外における各技術の現状分析・検討について 

 
表 6-3 第２回検討会 概要 

日時 令和 5年 3月 29 日（水）8:30-10:00 

場所 WEB会議 

出席者 委員：土肥座長、上野委員、江藤委員、桑江委員、佐藤委員、向笠委員、森

本委員、山田委員、横山委員 

議題 １． DACCS/BECCSに関する現状について 

２． 関連事業者等からヒアリング 

資料 資料１   委員名簿 

資料２   ネガティブエミッション技術について（DACCS/BECCS） 

資料３   国内/海外における各技術の現状分析・検討について 

資料４―１ 関連事業者等からのヒアリング（産業競争力懇談会） 

資料４―２ 関連事業者等からのヒアリング（川崎重工） 

資料４―３ 関連事業者等からのヒアリング（三菱重工） 

資料４―４ 関連事業者等からのヒアリング（三菱商事） 
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各パラメータによる船舶輸送コストの感度分析結果（ベースラインとの比較）

コスト評価ケースの概要
評価対象作業・設備
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電力単価とCCSコスト(Cap)の関係(100万y実用化モデル)
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CO2分離・回収エネルギー（消費量）の試験結果
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EU-ETS改正案におけるRFNBOの原料CO2の扱い
現在提案されているビジネスモデル案の全体像
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